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第2章 豊かな生活 と情報通信

今B、 我が国は、世界のGNPの およそ14%を 占め、世界最大の債権

国になるな どその経済力が世界に与 える影響力はかつてないほど大 き く

なっている。

しか しなが ら、経済力に対 して国民生活の充実は十分実感 されている

とはいえず、その経済規模 に見合 った 「豊か さを実感で きる社会」の実

現が求め られている。21世 紀 までの10年 間で、国民皆が豊か さを実感で

きる真に豊かな国際国家へ と転換 を図ってい くこ とが大 きな課題 となっ

ている。

今後、国際化、高齢化、情報化、価値観等の多様化が一層進展する中

での豊か な生活 とは、次のような ものであろ う。

まず、「家庭」が社会の最小の構成単位 として家族皆が快適な生活を営

み、明 日への活力 を養 う場 として機能 してい くこ と、人々が住 む 「地域

社会」が活力と個性 を持ち魅力あふれ る生活の場 となること、何 よ りも

年齢、性別、職業 など多様 な 「個 人」がそれぞれの生活の場 でゆ とりと

個性 を発揮 してい くこ と、そ して国民生活 を支 える「産業」の発展 と「経

済」のインフレのない内需主導型の持続的 な成長が必要 であ る。

このよ うに国民生活面、産業面、経済面の均衡 のとれた豊かな生活を

実現するに当た り、我が国は、労働 時間の短縮、土地問題 の解決、社会

資本の整備、東京一極集 中の是正 と活力ある地域社会の形成など、なお、

多 くの課題 を解決 してい く必要が ある。

これ まで、情報通信は国民生活、産業、経済を支える社会基盤 として

大 きな役割 を果 たして きた。テレビ、電話が国民生活に欠 くことのでき
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ない ものになっていることはい うまで もないが、金融分 野をは じめ とす

る産業経済の発展の上で情報通信は大 きな役割 を果た している。 また、

昭和60年 の電気通信事業制度の改革以降、サー ビスの多様化、料金の低

廉化、情報通信産業の拡大 も一段 と進 んでいる。

1990年 代にお いて我が国が豊か な生活大国 となってい くため には、情

報通信が一層寄与す ることが期待 され る。

第2章 においてはこのような観点か ら、国民生活 と情報通信 のかかわ

りを国民生活全般 、産業面、経済面、情報通信の進展 を支 える技術面に

分けて分析 し、豊か さを実感できる社会 の実現 に向けて の情報通信の果

たすべ き役割 を分析する。

第1節 国民生活 と情報通信

今 日、情報通信は国民生活に とって不可欠の もの となってお り、情報

通信の重要性 はます ます高まると考 え られる。

第1節 では、国民生活 と情報通信 のかかわ りを、家庭、地域社会 とい

うそれぞれの生活の場におけるこれまでの情報通信環境の進展 の状況や

個人のライフス タイルの変化 とのかかわ りの面か ら概観す る。

1家 庭生活 における情報通信環境の進展

家庭生活における情報ニーズは確実に高まってお り、 これに伴 って家

庭生活における情報通信環境 も大 き く進展 している。

家庭の情報通信環境の進展にかかわるこの10年 間の情報通信分野にお

け る主 なで きごとは第2-1-1表 の とお りである,そ の特徴 は、電話、

テレビ等に代表 させ ると、おおむね次の ように とらえることがで きる。

① よ り身近 になった情報通信
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多様化 す る情報通 信環境

電話に関する事項 テレビに関す る事項 そ の 他

51年

52年

53年

54年

55年

56年

57年

58年

59年

60年

61年

62年

63年

元 年

.2年

留守番電話(電 電公社)

加入電話の積滞解消

自動車電話(電 電公社)

電話の全国 自動化完了

コー ドレスホン(電電公社)

クレジット通話サービス開始

国際電話受付番号 「0051」

全国化

カー ド式公衆電話登場

多機能電話(電 電公社)

電気通信 の制度改革

(電気通信事業法施行)

電話機 自由化

航空機公衆電話開始(国 内

線)

伝言ダイヤル開始

市外電話サービス開始(新

事業者)

ディスプレイ型ポケベル登場

コー ドレスホン自由化

4桁 市内局番登場

自動車 ・携帯電話開始(新

事業者〉

ダイヤルQ2開 始

国際新 第一種電気通信事業

者営業開始

104有料化

多機能型 コー ドレスホン

TVリ モ コン

音声多重放送

受信契約数3千 万件突破

都市型CATV

文字放送実用化試験開始

NHK衛 星放送実験開始

文字放送実用放送開始

NHK衛 星放送24時 間放送

開始

NHK衛 星放送本放送開始

民間通信衛星打 ち上げ

クリア ビジョン放 送開始

民間衛星放送開始

衛星放 送受信世帯数300万

突破

都市型CATV許 可施設数

100局

ハイビジョン受信機市販開始

ノぐソ コン

キ ャプテ ン実 験開始

ワー プ ロ

CDプ レ イヤ

ゲー ム用 コン ピュー タ

キャ プテ ンサー ビス開始

国 内電 子郵 便全 国展 開

国 際電 子郵 便サ ー ビス開始

テ レ トピア指 定開始

ゲーム用 コン ピュー タに よる

株式情報提供サー ビス登場

郵 トピア構 想 ス ター ト

ISDNサ ー ビス開 始

ハ イビジ ョン・シテ ィモデル

都 市 の指定 開始

郵政省資料等により作成
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電話については、昭和60年 の電気通信制度 の改革以降、利用者は、誰

か ら電話サー ビスの提供 を受 けるか を選べ るようになった。 また、従 来

は電電公社か らの レンタルに限 られ種類 も限定 されていた電話機 につい

て も各社 が開発 した多種 多様 な電話機 の中か ら選べ るようになった。 こ

れ以降、事業者の競争に よる通話料金の低廉化が進展 し、 また、様 々な

形態 ・機能 を持った電話機が出現 し、電話が一段 と身近 で利用 しや すい

もの となってい る。利用方法につ いては、かつては家庭 において用件が

済んだらで きるだけ早 く切 るのが常識 とされた。現在、電話は手軽 に楽

しむための道具 で もあ る(第2-1-2図 参照)。

② 家庭向けの情報通信サー ビスの進展

電話に関連 した新 しいサー ビス として、元年 に開始 したダ イ,ヤルQ2

が若い世代 を中心 に人気 を博 した一方、サー ビス提供の在 り方 について

社会 的に論議 を呼んでいる。

第2-1-2図 電話料金の推移
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NTT資 料 に よ り作成

(注)1。 料 金 は深 夜時 間帯 に3分 間 ダ イヤル 通話 した場合 で あ る。

2,距 離 区分 は昭 和55年 当時 の もの に従 った。
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また、家庭 向けの情報通信 サー ビスにつ いて も昭和54年 には ビデ オ

テックス(キ ャプテン)の 実験が開始 され、 また、パ ソコン通信 などの

普及が進んでい る(第2-1-3図 参照)。

特に最近 では、従来の情報提供型のサー ビスのほか に、テレビショッ

ピングやテ レマーケティングとい ったダイレク トマー ケティングの分野

やホームバンキングサービスなど金融分野 での活用 も進んでいる。

③ 情報ニー ズに対応 した多様化等の動 き

昭和59年 にNHKに よ り衛 星放送が開始 されて以来、衛 星系の放 送

サー ビスが進展 している。衛星系の放送サー ビスでは、NHKの 衛星第

1テ レビジョンが24時 間放送 を行 ってお り、 また、地上系よ り画質や音

第2-1-3図 パ ソ コンネ ッ トワーク加入契約数 の推移
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郵 政省 資料 に よ り作成

(注)1,昭 和63年5月 及 び元年3月 の数 値 は商 用パ ソ コン通 信 ネ ッ トワー ク13社 の加

入 契約 数 の合計 で あ る。

2.元 年12月 及 び3年1月 の 数値 は商用 パ ソ コン通信 ネ ッ トワー ク11社 の加 入 契

約 数 の合計 で あ る。
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質の良い放送サー ビスの提供が可能 であ る。国際情勢の急速な変化や ラ

イフスタイルの 多様化 を背景に して、NHKの 衛星第1テ レビジョンは

報道番組を、衛 星第2テ レビジョンは難親 聴解消 を行 うとともに教育、

教養、娯楽番組 を中心に編成 してお り、2年 に開始 された民間放送事業

者に よる衛 星放送 は娯楽 を全面 に押 し出 してい る(第2-1-4図 参

照)。

番組内容の変化や放送時間の長時間化 といった傾向は地上系において

も同様であ り、テレビ放送全体 の中に 占め る報道番組の放送時間や1日

当た りの放送時間はこの10年 間で増加 してい る(第2-1-5図 参照)。

さ らに最近では、CATVの 動向が注 目されてい る。 いわゆ る都市型

CATVの 施設数の伸 びは著 しく、昭和58年 度末にはわずか2件 であっ

た許可施設数が2年 度末には102件 になった。それだけ国民生活 の変化に

伴 って地域における情報ニーズが 多様化 していると考 えられ る。

第2-1-4図NHK衛 星放 送の番組構 成 比率

衛 星第 ユテ レビジ ョン 衛 星第2テ レ ビジ ョン

「NHK年 鑑」(NHK)に より作成

(注)元 年度におけ る番組構成比率。
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第2-1-5図 番 組構成比率 及び放送 時間の変化

昭和55年度 元年度

「NHK年 鑑 」(NHK)に よ り作 成

(注〉 数 値 はNHK総 合 放 送の もの で あ る。

以下では家庭生活におけ る情報通信環境の進展 をみてい くこ ととす

る。

(1)指 標 にみる家庭生活の情報通信環境の進展

ここでは、家庭におけ る情報化の進展状況 を、情報装備指標、情報利

用指標、情報支出指標及び情報入手可能性指標の四つ の情報化指標によ

り記述す る(付 表6参 照)。

ア 情報装備指標

家庭 において情報 を入手するための手段の多様化 の推移 を表す情報装

備指標は、情報 通信機器の所有数 と情報通信ネ ッ トワー クの加入数によ

り構成 されてい る。

情報装備指標 は、第2-1-6図 にみ られるように、1世 帯 当た り、

昭和50年 度 を100と す ると元年度は330.1で あった。1人 当たりについて

は、昭和50年 度 を100と する と元年度は347.5で あった。
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第2-1-6図 情 報装備指標 の推 移
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「消 費動 向調査 年 報」(経 済企 画庁)、 「家 計 調査 年 報」(総 務 庁)等 に よ り作成

情報通信機器の所有数は、元年度末には1世 帯 当た り5.46台 となった

(第2-1-7図 参照)。

元年度末の情報通信機器 の1世 帯 当た りの所有数 の内訳についてみる

と、 カラ∴テ レビジョン受信機が1.96台 になってい る。 また、近年伸び

が 目立つ ものはVTR及 び押 しボ タン式電話機で、1世 帯当た りのそれ

ぞれの所有数は0.82台 、0.55台 となって いる。

一方
、情報通信ネ ッ トワー クの加入については、基本 ネ ッ トワー クで

ある郵便・ テレビジョン放送及び電話が広 く行 きわた り、今後、衛星放

送の伸 びが期待 されている(第2-1-8図 参照)。

元年度においては・ テレビジョン放 送についてはカラーテレビの普及

率が99.4%(2年3月 末)、電話が単身世帯 を含む全世帯で86 .6%と なって
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第2-1-7図 家庭 におけ る惰報 通信機器所 有数の推移
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甲しボタン式電話機

2 カラーテレビジョン受信機

1 カラーテレビジョン受信機

台0

54555657585960616263元

年度

「消 費動 向調 査年 報」(経 済 企 画庁)に よ り作成

(注)1.カ ラー テ レ ビジ ョン受 信 機 につ いて は昭和57年 度 よ り音声 多重 とそ の他 に分 けて計量 。

2.押 しボ タン式電 話機 とパ ソ コンにつ い ては昭 和61年 度 よ り計量 。

3.ワ ー プ ロにつ い ては昭 和62年 度 よ り計 量。

いる。その他 いわゆるニュー メデ ィア(衛 星放送、自主放送を行 うCA

TV、 ビデオテックス)の 普及率が7.8%に なってお り、1世 帯 当た りの

情報ネ ッ トワー ク加入数 はほぼ3加 入 となっている。

情報通信機器の所有数 と所得の関係についてみたのが、第2-1-9

図である。

音声 多重機能 を有 していないカラーテレビジョン受信機は所得に より

所有数にあま り差がない。一方、郵政省の調査(付 注1参 照)に よれば、

電話機にっ いては、所得が高 いほ ど所有数が増加す る傾向がみられる(第

2-1-10図 参照)。

イ 情報利用指標

情報利用時間の推移 を表す情報利用指標は、昭和50年 を100と する と2
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第2-1-8図 ニ ューメデ ィア加入数 の推移
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50 !1自 主放送を行うCATVめ 受信契約数
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郵政省資料により作成

第2-1-9図 世帯の 年間収 入階層別 情報通 信機 器の所有 数

(台/世 帯)10
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8 ノぐソコン
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←_押 しボタン式電話6

_ス テ レオ5

_VTR4

_ラ ジオカセット3

カラーテレピジョン受2
一 音声多重

1

(台)カ ラーテレビジョン受0その他

平均250万 円以下251-350万 円315-450万 円451-650万 円651万 円以上

「消費 動 向調査 年 報」(経 済 企 画庁)に よ り作成

(注)元 年 度 末現 在 の所 有数 量。
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■話機 の所有台 数 と所得

口口口口

300万円未満300万 円一400万 円一500万 円一600万 円一700万 円一1,000万 円一2,000万 円以上

400万円未満500万 円未満60D万 円未満700万 円未満1,000万 円未満2,000万 円未満

「家庭生活 と情報化 とのかかわ りに関す る調査研究」(郵政省)に よ り作成

年には90.2と な り、減少傾向 を示 している(第2-1-11図 参照)。

2年 の1人 当た りの1日 平均のマス・メディアの情報利用時間(平 日、

土曜 日及び 日曜 日の加重平均)は 、4時 間10分 であり、昭和60年 に比べ

3分 減少 している。昭和50年 以降、減少傾 向にあったテレビ視聴時間は

2年 には昭和60年 と比べて2分 増加 した。それに対 して、ラジオ聴取時

間は昭和55年 以降減少 を続けてお り、2年 には昭和60年 と比べて5分 の

減少 となった。新聞 ・書籍 ・雑誌等の閲読時間は昭和60年 に比べ て微増

している。

家庭において情報利用時間の7割 以上がテレビ放送 を視聴す るために

使 われてお り、今後、テ レビジョン受信機 は、VTRや ゲーム用 コン

ピュー タな どの端末機器 としての利用 も増加 してい くこ とが予想 され

る。

ウ 情報支 出指標

世帯における1人 当た りの家計支 出に占め る情報通信関連支 出の割合
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一 ア レビジ ョン放送

2年 に はパー ソナ ル ・メデ ィア の情報 利 用 時 間の 計量 も行 われ て いる。

2.グ ラフ上 の数値 はマ ス ・メデ ィアの情 報 利 用時 間 に 占め る それ ぞれ の メデ ィア

の割 合(%)で あ る。

の推移 を表す情報支 出指標 は、昭和50年 度 を100と す ると元年度 は221.5

とな り、家計総支 出の伸 びよ りも大 き くなっている(第2-1-12図 参

照)。

なお、情報通信機器の実質的な購入額(所 有数に実質購入単価 を乗 じ

たもの)を み ると、1人 当た りでは昭和50年 度の3万6,589円 か ら元年度

には19万292円 になった(第2-1-13図 参照)。

ところで、世帯主の年齢、家族構成等の世帯属性や居住地の都市規模、

他 の財 の価格変化の影響等が家計の支出に 占める通信費 シェア(通 信費

とは家計調査7.3分 類の通信及び9.4受 信料 である。)に与 える影響 を昭和

60年 か ら元年の総務庁 「家計調査」の個票に よ り、所得階層5段 階別、
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第2-1-12図 家計総支 出 と総情報 支出の推移

(昭和50年度=100)

家計総支出に占める
総情報支出の割合(右 目盛〉

＼

404L42434445464748495051525354555657585960616263元

年度

「家 計 調 査 年 報 」(総 務 庁)に よ り作 成

(注)世 帯 に お け る1人 当 た り の 支 出 。

第2-1-13図 情報通信機 器 への支 出額 の推移

(昭和50年度=100)

＼
1人 当たり{1世 帯当た り)

＼ グ'

._・・、 ノ ＼

(%)

04142434445464748495051525354555657585960616263元

年度

「消 費動 向 調査 年報 」(経 済企画 庁)、 「家 計調 査年 報 」(総 務庁)、 「消 費者 物価 指数 年報 」

(総務庁)に よ り作 成

て注)1.実 質購 入単価 を機 器 所有数 に乗 じた値 を指 数化 。

2.(1人 当た り)及 び(1世 帯 当 た り)は 押 しボ タン式電 話機 及 びワー プ ロ ・パ ソ

コン を含 まない場合 の情 報通信 機器 へ の支 出額 の推移 を示 す。
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上期 ・下期別に分析 した ところ、特徴は以下 の とお りであった(付 表7

参照)。

① 所イ与(総支出)の パラメータはすべてのケースで有意に負である。こ

のことか ら通信は必需財であることが分かる。

② 通信 費支出の 自己価格弾性値につ いては、統計的に有意な結果は得

られていない。 このこ とか ら通信支 出が価格の影響 を受けに くいこと

がわか る。

③ 各所得 階層 を通 じて、年 間の上 期と下期 で通信支 出のパラメータに

差が あるこ とが うかがわれ る。これは、季節的要因、社会的要因等に

よると考 え られ る。

所得階層 ごとの特徴 を概観 したのが第2-1-14表 である。第1階 層

では持家のある世帯において上期 ・下期 を通 じて、家計支出に占める通

信費シェアが上昇 しているこ とが分か る。これは他の階層にお いてはみ

られない目立 った特徴 である。第II階 層においては上期 ・下期 を通 じて

職業が常用労務者、臨時及び 日雇労務者 の世帯の通信費 シェアが低下 し

ている。第III階層では、上期 において小学生 がいる世帯 で、下期におい

ては中都 市に居住 している世帯で通信 費 シェアが上昇 している。第IV階

層では上期 ・下期 を通 じて中学生又は高校生がいる世帯で通信費 シェア

が低 下 している。 また、食料価格指数 との関係 をみ ると上期 ・下期 を通

じて通信費 シェアが低下 している。第V階 層においては、上期 ・下期 を

通 じて、持 家がある世帯及び就業人員数が複数 であ る世帯 で通信費シェ

アが低下 していることが分か る。

第1階 層か ら第V階 層 をとお して、大学生がいる世帯 において家計支

出に 占め る通信費シェアが低下 していることが分か る。

すべ ての所得層において、世帯主の年齢が40歳 未満又 は40～54歳 であ

る と、上期 か下期のいずれか又は上期 ・下期 を通 じて家計支 出に 占める
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第2-1-14表 通 信支 出に有 意 な説 明変数

所得階層 上 期 下 期

1

持 家(正)鮎 、就 業 人員(正)串 、 大 学 生

(負)事、世帯 主40歳 未満(負)嘱 、世 帯 主

40～54歳(負)"、 所 得(負)牌 、 教養 ・娯

楽(負)*

持 家(正)8、 商 人・職 人(正)串、中 ・高 校生

(正)、 世 帯 主40歳 未 満(負)'、 所 得

(負)榊 、 食料(負 〉綿、住 居 ・光 熱(正)

f

II

民 間 ・官公職 員(負)傘 、常 用労 務者 、・臨

時 及 び 日雇労務 者(負)躰 、法 人経営 者

(正)牌 、大 学 生(負)、 中都 市(負)*、 世

帯 主40歳 未 満(負)讐 、所得(負)軸 、諸

雑 費(負 施

商 人 ・職 人(正)、 常用 労 務者 、 臨時及

び 日雇 労務 者(負)幅 、大 学生(負)、 世

帯 圭40歳 来 満(負)噛 、世 帯 主40～54歳

(負)*、 所 得(負)紳 、諸雑 費(負)農
亀

III

炎 学生 傾 〉零、小学 生(正)、1所得(負 う帥、

食料(負)串 、住 居 ・光 熱(正)串

就業 人 貝(負)料 、商 人 ・職 人(正)榊 、

法 人経 営者(正 〉鵜 、大学 生(負)噸 、 中

都 市(正)、 世 帯 主40歳 未満(負)韓 、世

帯 主40～54歳(負 〉寧、所 得(負)懸

IV

法人 経営 者(正)、 大 学生(負)崩 、 中 ・

高校 生(負)'、 中都 市(正)、 所得(負)韓 、

食料(負)、 住 居 ・光 熱(正)綿 、諸 雑 費

(負)串

持家(負)申 、 商人 ・職 人(正)牌 、火 学蛋

(負)帥 、 中・高校 生(負)亀 、世 帯主40歳

未満(負)耶*、 世 帯主40～54歳(負)牌 、
・鵬 で負う三輯

、食 料 偵)寧

V

持 蒙(負)'鱒 、就 業 人 員(負)ゆ 、大 学 生

(負)牌 、 小都 市A(正)、 世帯 主40歳 未

満(負)、 世 帯主40～54歳(負)牌 、所得

(負)鱒 、 食 料(負 〉*

持 家(負)、 就 業 人 員(須)鱒 、大 学 生

(負)率、小 学生(正)、 所 得 く負)替

家計 調査(総 務 庁)に よ り作成

(注)1.*・ 印 は1%水 準 で有 意 、*印 は5%水 準 で有意 、無 印 は10%水 準 で有意 な こ と

を表 す。

2.(〉 内 はパ ラメー タの 符号 、 は上期 と下 期 に共通 であ る こ とを表 す。

3.推 計 は 単純最 小 二 乗法(OLS)に よ り行 っ た。

4.説 明変 数 の項 目は 家計 調査(総 務庁 〕 の分 類に 準拠 した。

通信 費シェアが低下 してい る。 また、職業が商人 ・職人の世帯の下期の

家計支出の通信 費シェアが上昇す るとい う特徴が現れている。 これは職

業上 の必要 に もよると考え られ る。

工 情報 入手可能性指標

家庭 において入手可能な情報量の推移を表す情報入手可能性指標は、昭
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和50年 度 を100と す ると、元年度 は149.9と なった(第2-1-15図 参照)。

情報入手可能性指標 は、家庭 に対 し提供 された情報量の推移 を表す情

報提供指標 に利用時間 を乗 じた ものである。情報入手可能性指標の昭和

63年 度以降の伸 びが大 きいのは、パ ッケー ジ系が大 きく進展 したためで

ある(第2-1-16図 参照)。

パ ッケー ジ系の情報提供量は、音声系 ソフ ト(レ コー ド、CD、 テー

プ)及 び画像系 ソフ ト(ビ デオテープ、 ビデオデ ィス ク)の 延べ記録時
し

間の合計 である。パ ッケージ系情報提供量 の動 向 を不 したのが 第2-

1-17図 である。VTRの 家庭へ の普及 と軌 を一 に して昭和59年 度以降、

画像系の伸びが 目立ってい る。今後は、 ビデオテープや ビデオディスク

の販売量等の増加に よ り画像系情報提供量は増 えてい くことが予想 され

る。

第2-1-15図 情報入手 可 能性指標 の推移

(昭和50年度;100)
200
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100

指
数

50

404142434445464748495051525354555657585960616263元

年度

「日本 民間 放 送年鑑 」(日本 民 間放 送連 盟編)、「日本 の レ コー ド産 業 」(日 本 レ コー ド協

会)、 「統 計調 査 報告 書 」(日 本 ビデ オ協会)、 「新 聞年 鑑 」(日 本新 聞 協 会)、 「出版 指標 年

報」(出 版 科 学協会)及 び 「国民 生活 時 間調査 」(NHK)に よ り作 成
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第2-1-16図 ・情報提 供指標 を構成 す る各 系の情報提 供量の 推移

(昭和50年度=100)

指
数
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年 度

「目本 民間放 送 年鑑 」(日本 民間放 送 連盟 編)、「日本 の レ コー ド産 業」(日本 レ コー ド協 会)、

「統 計 調査 報告 書」(日 本 ビデ オ協 会)、 「新 聞年 鑑 」(日 本 新聞 協会)、 「出 版指標 年 報 」

(出版科 学 協会)、 「国 民生 活時 間調 査」(NHK)に よ り作 成

第2-1-17図 パ ッケー ジ系の情報提供 量の推移
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「日本 の レ コー ド産 業」(日 本 レ コー ド協会)、 「日本 ビデ オ協会 統計 調査 報告 書」(日

本 ビデ オ協 会)に よ り作成
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(2)家 庭生活の情報通信環境の多様化の進展

ア 家庭生活における情報通信環境の多様化 の進展

経済企画庁 の消費動 向調査 による と、元年度末現在、1世 帯 当た りの

カラー テレビジ ョン受信機 の所有数は1.96台 、同 じくVTRは0.82台 、

ラジオカセ ッ トが1.09台 、 ワープ ロが0.25台 、パ ソコンが0.11台 、押 し

ボタン式電話機 が0.55台 となっている。

また、 同調査 による と、元年度末現在の1世 帯当た りの情報通信機器

の普及率は、カラー テレビジ ョン受信機 が99.4%、VTRが66.8%、 ラ

ジオカセ ッ トが73.5%、 ワープロが24.1%、 パ ソコンが10.6%、 押 しボ

タン式電話機が39.6%と なっている。

元年度末の住 宅用加入電話契約率は単 身世帯 を含む全世帯で86.6%に

達 してお り、必要 としている世帯 にほぼすべ て普及 した とみてよいであ

ろ う。

郵政省 の調査(付 注1参 照)に よると電話機の所有数 は1世 帯 当た り

約1.6台 となっている。

このように情報通信機器 では、1世 帯 当た りカラーテレビジ ョン受信

機が約2台 、電話機が約1.6台 に まで普及 してお り、この両者が家庭にお

いて基本的 な機器 としての地位 を占めている。

ここでは、家庭の情報通信環境 の多様化の進展について、 テ レビジョ

ン受信機及び電話機 を中心 に概観す る。

(ア)テ レビをめ ぐる多様化の進展

(複数 台所有 の進展)

1世 帯 に約2台 普及 しているテ レビジ ョン受信機の設置場所につ いて

は主に居間 ・応接 間であ り、テレビジ ョン受信機 については、家族共有

型利用 を基本 に個 人専用型若 しくはそれに近 い形態の利用の二極分化が

進展 している(第2-1-18図 参 照)。
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(高級化 ・高 品質化の進展)

テレビジ ョン受信機は、最近 の傾 向 として、画面の大 きいものが好 ま

れている。過去5年 以 内に購入 したテレビジ ョン受信機の画面の大 きさ

と5年 よ り以前に購 入したテレビジョン受信機の画面の大 きさの差は4

インチ～5イ ンチ となって いる(第2-1-19図 参照)。

また、㈹ 日本電子機械工業会 によるとカラー テレビジョン受信機のサ

イズ別国内出荷動向は第2-1-20図 のようになっている。 また、同会

によると2年 のテレビジ ョン受信機の最 多販売機種 のサ イズは大型化 し

ている(第2-1-21図 参照)。

第2-1-18図 家庭 に おけるテ レビジ ョン受信 機の設 置場所
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居間・応接間 寝 室 子供部屋 台所・食堂 自動車 その他

「家庭生 活 と情報化 とのかかわ りに関する調査研 究」(郵 政 省)に よ り作成

第2-1-19図 家庭 にお けるテ レビジ ョン受信 機のサ イズの変化

5年 以前 に購入 した
テ レビジ ョン受信 機45

鞭 讐毒と諾 、
のサ イズ1.41.⊥

5型 以下

↓6-10型11-15型
不 明工6-21型22-25型26-29型 〆

326 176 lL5b53・0

0=8

う19 ]]豆 一・
306 351,0

30型 以上

0102030405060708090100(%)

「家 庭生 活 と情報 化 との かか わ りに関 す る調査研 究 」(郵 政 省)に よ り作成

(注)現 在 も所持 してい るテ レ ビにつ い ての もの であ る。
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第2-1-20図 テ レビジ ョン受信 機の サイズ別 国内 出荷 動 向
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百
万
台

5

26型 以上

22型 一25型

16型 ～21型

15型以下

0
5657585960616263兀2

年

㈹ 日本電 子機 械 工 業会 資料 に よ り作成

(注)1・ グラフ上 の数 値 は各 年 にお け る全 出荷 台数 に 占め るそれ ぞ れの サ イ ズの割合

(%)で あ る。

2.白 黒 テ レビジ ョン受信 機 は 含 まな い。

第2-1-21図 テ レ ビジ ョ ン受 信 機 の 最 多 販 売 機 種 の

サ イ ズ 及 び価 格 の 推 移

万

円

誤
大型化

一
5960616263兀2

年

㈹ 日本電 子機 械 工業 会 資料 に よ り作 成

(注)価 格 は各 サ イズに つ き メー カー 希望 小 売価 格 を平均 した もの で あ る
。
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大型のテ レビジョン受信機の低廉化 は進展 してい るものの、28型 ～29

型の価格は従来の最 多販売機種である20型 ～21型 の2倍 程度である。家

庭におけ るテレビジョン受信機の大型化が進展 しているのは、近年の技

術の進歩に より、ブラウン管 を大 きくしても色のに じみやプ レの少 ない

映像 を写 しだす ことが可能にな り、これがVTRや 衛星放送の普及 によ

り、テレビについて も迫力のある映像 をいい音質で楽 しみたい とい う消

費者の高級指向 とあい まったことによると考 えられる。

(多機能化 ・多目的利用の進展)

テレビジ ョン受信機にかかわる機能、サー ビスの有無及び利用状況は

第2-1-22図 の ようになっている。

㈹ 日本電子機械工業会に よると、国内出荷台数 に占ダ)る音声多重放送

対応型テレビジ ョン受信機の割合は、2年 には53.6%で あ り、最近人気

を集めている衛星放送のチューナ内蔵型テレビジョン受信機が2年 には

18.7%と なっている。 また、 テレビジョン受信機 自体に関 して、機能の

拡充が進展 している。

利用状況については、衛 星放送が、普及率 はまだ低い ものの毎 日利用

するとした世帯が63.3%と 、他 と比較 してかな り高い値 を示 している。

また、機能の有無に関 して現在 「無」 とした人についで も、衛星放送を

「利用 したい」とした人の割合は高 く、今後 ともよ り広 く普及 してい くこ

とが予想 され る(第2-1-23図 参照)。

また、テレビジ ョン受信機の周辺機器の一つ として、近年急速に普及

したものにVTRが 挙 げられる。今回の調査 では80.5%の 世帯がVTR

を所有 し、そのうちの72.1%が 週 に2～3回 以上利用 している。 また、

ゲーム用 コンピュータについては、36.7%の 世帯が所有 してい る。週に

2～3回 以上利用する世帯 が58.0%と なった。家族形態でみ ると子供の

いる世帯の利用率が高 くなってい る。
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第2-1-22図 テ レビにか かわ る機 能 、サー ビスの有 無 と利用状 況

機 能、サー ビスの有無
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音声多重

有 虹
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38.5
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衛星放送

文字放送

CATV

12.9

3,9

3,4

墜 機能、サー ビスを有 とした人の利用状況
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「家庭 生 活 と情 報化 とのか か わ りに関 す る調 査研 究 」(郵 政 省)に よ り作成

(注)端 数 処 理 の関 係 で合 計が100(%)に な らな い ものが あ る。

第2一 ゴー23図 テ レビにかかわ る機能 、サ ー ビスの 今後 の利用意 向

機 能、サ'一ビス を無 とした人 の今後 の利用意 向

VTR録 再

音声多重
2ケ 国語放送

音声多重
副音声放送

あ まり利用 した くない

ぜひ利用 したい まあ利用 したい どちらで もよい1全 く利用 した くない 無回答

ア レビ ゲー ム1,

衛星放送

文字放送

CATV

0102030405060708090100(%)

「家庭 生 活 と情報 化 との かか わ りに関 す る調査研 究 」(郵 政 省)に よ り作成

(注)端 数 処理 の関 係 で合計 が100(%)に な らな い ものが あ る。
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VTRと ゲーム用 コンピュー タの今後 の利用意向につ いては、「利用 し

たい」 とした人は、VTRは46.6%で あったのに対 し、ゲーム用 コン

ピュー タは6,4%で あった。

この ように、 テレビジョン受信機 は複数 台所有や大型化が進展すると

ともに、テレビジョン受信機 自体 の多機能化が進展 し、衛星放送の開始

によ りチャネル数 も増加 している。 また、テレビジョン受信機 を単に放

送番組 の受信機 とせずに、VTRや ゲーム用 コンピュータをつ ないで独

自の楽 しみ方 をす るようになって きている。機器 を購入する際の選択理

由として も他の機器 との接続や多機能 であ ることを挙げていることか ら

も、今後、家庭においてはテレビジョン受信機 に様々な情報通信機器 を

接続す るという形態での融合化が進展 してい くもの と考え られ る。

(購入動機)

過去5年 以内にテレビジョン受信機 を購入 した世帯にその理由 を尋ね

たところ、「古 くなったため」、「故障 したため」を併せ た買い替えが65.9%

に対 し、「複数台必要 となったため」 といった買い増 しが29.0%で ある。

経済企画庁の消費動向調査 においても、元年度のカラー テレビジ ョン受

信機 の購 入世帯 は19.9%で 、 その内訳 は、新 規 が3.0%、 買 い替 えが

10.0%、 買い増 しが6.9%と なっている。

その機種 に選 定 した理由 としては、価格 を最 も重視 している(第2-

1-24図 参照)。

(イ)電 話 をめ ぐる多様化の進展

電話機の設置場所 については、 まだ、電話機の1世 帯 当た りの所有数

が約1.6台 であ り、テレビジョン受信機ほ どには複数台所有が進展 してい

ないため、居間 ・応接間 を中心にだれ もが利用 しやすい場所に設置 され

ている(第2-1-25図 参照)。
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(高機能化 ・多機能化の進展)

電話機は昭和60年 に 自由化 されてか ら、 多 くの商品が市場 に出回 つて

いる。電話機の国内出荷動 向をみ ると、昭和62年 に一般 に製造 ・販売す

ることが認められた コー ドレスホンの伸 びが著 しい。通信機械工業会に

よると、 コー ドレスホンの生産額 は飛躍的に伸 びてお り、今後 とも増加

傾向 を維持すると予測 されている(第2-1-26図 及 び第2-1-27図

参照)。

第2-1-24図 テ レビジ ョン受信機 を購入 す る際の 機種選 定理 由
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家庭 におけ る電話機 の設置場所

居間・応接間 台所・食堂 玄 関 寝 室 子供部屋 その他

「家庭 生活 と情報化 との かか わ りに関 す る調査研 究 」(郵 政 省)に よ り作成

第2-1-26図
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コー ドレスホ010万 台

その他嘱 霧23万 台

電話機 の国 内出荷台数の動 向
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通信機械工業会資料により作成
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家庭におけ る電話機にかかわる機能、サー ビスの有無及び利用状況 は

第2-1-28図 の ようになっている。週 に2-3回 以上利用す る機能 は、

短縮 ダイヤル機 能、キャッチホン機能、留守番電話機能の順に多か った。

機能の有無について現在 「無」 とした人に今後 の利用意向 を尋ねた と

ころ、「利用 したい」とした機能は、現在普及状況が15%の コー ドレス機

能が39.1%で 最 も高 く、以下、留守番電話機能、 キャッチホン機能の順

と な っ た(第2-1-29図 参 照)。

第2-1-27図 機種 別電 話機生 産額 の推移
4,000

億
円

3,000

2,000

1,000

コー ドレス ホ ン

060616263
ブG23456

年 度

その他の電話機

多機能電話機

標準電話機

通信 機 械工 業会 資料 に よる 、

(注)1,標 準 電話 機 は、 リダ イヤ ル、 オン フ ック ダイヤ ル、 短縮 ダ イヤ ル、 着信 ベ ル調

整 ・切替 、保 留 、 時計 、 ダ イヤ ル番 号表 示 、拡 声 の機能 を装 備 した もの を含 む。

2.多 機 能電 話機 は 、留 守番 機能 、 防犯 ・防災 用セ ンサ ー接 続機 能 、ハ ンズ フ リー

マ イ ク接続 機能 、 ラ ジオ等 の機 能 を装備 した もの 。

3.コ ー ドレス ホ ンは小 電 力型 、徴 弱型 の合 計 で あ る。

4.そ の他 の電 話機 は 、公 衆 用、道路 用 、防爆 用等 、福 祉 用等。 こ こでは 、 自動 車 ・

携 帯電 話機 は含 ま ない。
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第2-1-28図 電話 にかかわ る機 能、サ ー ビスの有無 と利用状況

機能、サー ビスの有無 機能、サービスを有 とした利用状況

短縮ダイヤ ル

リダイヤル

有 無

48、951.

ホーム欝 嬉36 .863・2

キャ ッチ ホ ン24.476.6

留守番電話17.582.5

その他

週 に1回 手呈度

毎 日使 う 週 に2-3回 ↓ 月に1-2回 使 わない 無回答

01000102030405060708090100
(%)(%)

「家庭生活と情報化 とのかかわりに関する調査研究」(郵政省)に より作成

(注)端 数 処 理 の関係 で合 計が100(%)に な らない もの があ る。

第2-1-29図 電話 にか かわ る機能、サ ー ビスの今 後の利用意 向

機能、 サー ビ スを無 とした人 の今 後の利用意 向

短縮 ダイヤル

リダイヤル

ホー ムテ レホ ン ・

親子 電 話

キ ャ ッチ ホ ン

留守番電話

プ ッシュ回線

コー ドレ ス

ぜ ひ利用 したい あま り利用 した くない

まあ利用 したい どちらで もよい 全 く利用 した くない 無回答

0102030405060708090100(%〉

「家庭 生 活 と情 報化 との かか わ りに関す る調査研 究 」(郵 政 省 〉 に よ り作成

(注)端 数 処理 の 関係 で合 計 が100(%)に な らない ものが あ る。
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多機能電話機

(購入動機)

過去5年 以内に電話機 を購入 した世帯にその理由 を尋 ねたところ、「古

くなったため」、「故障 したため」を併せ た買 い替えが34.1%、 「複数台必

要になったため」 とい う買い増 しが31.6%と なっている。 テレビジョン

受信機 と比べて故障 をその理由 とす る割合は格段に低 くな っている。「そ

の他 」の理由 として一番多か ったのが、「コー ドレス、留守番機能等が必

要 となったため」で、 多機能 であることが電話機に も求め られている。

経済企画庁の消費動向調査 によれば、 元年度におけ る、、押 しボタン式

電話機 の購 入世 帯は9.4%で 、その内訳 は、新規 が4.0%、 買い替 えが

3.3%、 買い増 しが2.2%で あ った。

機種 を選定するにあたっては、機能が 多いことを価格 よりも重視 して

いる(第2-1-30図 参照)。

なお、家庭においてテ レビジョン受信機 を購入するに際 しての決定者

については男性が極めて高いが、電話機につ いては女性の割合が増加 し
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ている。 これは購入単価の差 によるもの と考 えられる。

(ファクシ ミリの普及)

ファクシミリは、情報伝達手段 として他の通信 メディアに比べ即時性、

記録性、操作性、再現性、情報の信頼性等の点です ぐれてお り、従業者

数が300人 以上の企業 での普及率 は99%と 、オフィスに広 く行 きわたって

いる。

しか し、現在の ところ、 ファクシ ミリを設置 している家庭は事業用 と

兼用の もの を含めても少 ないのが現状である(第2-1-31図 参照)。

第2-1-30図 電話機 を購入 す る際の機種選 定理 由
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ファクシ ミリを利用 した ことがある人の43.0%が 会社 での利用に限 ら

れ、ファクシ ミリはオフィスで利用 され る域 を出ていないことが分か る。

家庭 にファクシ ミリを設置す る意向にっいては、「設置す る気 はない」

が 「設置 したい1を 大 き く上回ってい る。

フ ァクシ ミリが家庭に普及 してい くに際 しての障害になっているもの

としては、価格、維持費、操作性等が挙 げられている(第2-1-32図

参照)。

どの くらいの価格 になれば購入す るか について は、5～6万 円 とする

者が最 も多か った。

これ らの ことか ら、フ ァクシ ミリには維持費 を含めて コス ト面での低

廉化が普及のために求め られている。 これに併せ て、ファ クシ ミリは、

家庭 において どのように活用 してい くのかが不明確 な情報通信機器 であ

るこ とも考 えられ、家庭への普及には今 しば ら くの時間が必要であろう。

イ 家庭生活 における情報通信環境の多様化 の進展のために

(ア)情 報通信サー ビス等の一層の充実

これ までみて きたよ うに、家庭 に提供 されている情報サー ビスや家庭

における情報通信機器の利用 は、量、質 ともに増加 して きてい るが、今

後 とも種類 と量の充実、機器の 目的に適 した機能 の向上等に努 めてい く

こ とが重要 であ る。

情報通信機器の多様化 に伴 い、個々の機器の機能 も多様化 ・複雑化 し

てい る。例 えば、あるメー カでは、家庭向け電話機用に コー ドレス機能

及び留守番電話機能 を基本的機能 として その他に30種 の機能 を用意 して

お り、最 多販売機種 でも26種 もの機能 を有 している。家庭用電話機全機

種の機能数の平均は1台 当た り20機能 である。

しか しながら、テレビジ ョン受信機 と電話機 についてみ ると機能やサー

ビスの利用 頻度はそれほ ど高 くない とい う実 態が うかがわれ る(第2
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第2-1-31図 フ ァク シ ミ リの 家 庭 への 普 及 状 況

既に事業用 と兼用 で設置済 既 に家庭用 として設置済1.4%

「

将 来は設置 したい

249%

わ か らな い

22,8%

設置 す る気 は ない

44.4%

「家庭生活と情報化 とのかかわ りに関する調査研究」(郵政省)に よ り作成

第2-1-32図 ファクシ ミ リが家庭 に普及 してい く際 に障害 にな ること
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一1-22図 及び第2-1-28図 参照)
。

その原 因の一つには供給側が役立つ もの と考 えても、家庭 にお いては

あま り必要 としないこともあるため と思われ る。供給側はサー ビス等に

つ き、利用者の情報活用能力に沿 って、必要な ものが何か を常 に考 えると

ともに、利用者のニーズを適確に吸 い上 げることが一層求め られてい る。

また、大型のテレビジ ョン受信機やVTRの 普及などが一層進展す る

と、 ソフ トの充実が ます ます重要になって くる。既 に我が国の企業が米

国の映画会社 を買収 するな どの動 きをみせ てお り、今後、良いソフ トを

いかに大量に提供 してい くかが情報通信環境の多様化の進展 に とって も

ますます重要 となる。

(イ)情 報通信機器、通信料 金の一層の低廉化

テレビジ ョン受信機や電話機 の価格の動 きをみる と、高機能化 しなが

らも価格 の低廉化が進 んでいる。

テ レビジョン受信機や電話機 を購入す るに際 しての機種選 定理 由では

価格 に重点が置かれていた。これに より情報通信機器の購 入に際 しては、

まず価格 を決定 してか らその枠内で選ぶ というこ とが推測 される。今後、

ファクシ ミリが家庭 に普及 してい くために も、価格が一層低廉化するこ

とが必要 であるとす る回答が多かった。

また、情報提供サー ビスが進展 してい くためには、情報内容 の充実 と

ともに、通信料金の一層の低廉化及びサー ビスの種類によっては衛星放

送やキャプテンにみ られるように全国均一料金体系の導入 も必要 とされ

る場面が考 えられる。

情報通信機器及捌 青報提供サー ビスの普及につ いては価格 の一層の低

廉i化が鍵 となろ う。

(ウ)サ ー ビスの提供者 ・利用者双方のモラルの向上

便利なサー ビスであればあるだけ、利用者側の モラルが問題 とな る。
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また、現在、話題になっているダイヤルQ2は 、情報の利用者が支払 う料

金を、IP(情 報提供 者)に 代 わってNTTが 通話料の請求 とともに併

せて回収す る情報料回収代行 サー ビスであ り、情報 ビジネスを振興する

うえでは画期的なサー ビスである。しか し、ダイヤルQ2に ついてはIP

が流 したポル ノ情報等 を親が知 らない間に子が利用 し、親の もとへ莫大

な額の請求書が届 くな ど、サー ビスの提供の在 り方等が社会的に論議を

呼んだことか ら、提供 者側のモラル も問題 となる。

この件に関 しては、IP側 が大手IPを 中心に番組の 自主審査機関 を

設立する一方、NTTは 加入電話契約者の希望 により加入電話 ごとにダ

イヤルQ2を 利用で きないように した り、 このよ うな利用制限が不可能

な地域 については一時提供 をとりやめ るなど、利用者側 でも防御 できる

手段 を講 じるという対策が とられた。

情報 を提供する側 とそれ を利用す る側は、社会通念に則 して情報 を提

供 し、 また、利用す ることが求め られ よう。情報サー ビスが健全 に成長

してい くためには、提供者側 には利用者側の利益 を守るための システム

づ くりが望 まれ る。

2地 域の情報通信環境の進展

情報通信 は、社会基盤 として地域の住民生活の向上や社会経済活動の

活性化等地域社 会の発展に必要不可欠 なものである。

特に我が国においては、東京一極集中の是正、国土の均衡 ある発展、

活力ある地域社会の実現が大 きな課題 となってお り、活力あ る地域づ く

りのため、交通基盤 と並ぶ交流基盤 としで情報通信基盤の整備が重要 に

なってい る。

ここでは、地域住民の生活の場 としての地域社会 の発展 を支 える情報

通信の現状 と問題点について記述する。
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(1)地 域の生活情報通信環境の進展

ア 地域 における情報交流の現状

既にみたように、電話、郵便 などのパー ソナル ・メデ ィアに よる情報

の交流 と地域 との関係 について は、電話では約9割 、郵便では約6～7

割が同一ブロック内におけ る交流である。 その内訳 をみ ると、か なりの

部分 が同一都 道府県内における交流であ り、 それ以外 ではブロ ック内の

中核的 な都 道府県 との交流の割合が高 くなってい る(第1章 第3節 参

照)。

一方
、テ レビジョン放送等のマス ・メデ ィアに よる情報の交流につい

ては、大都市、 とりわけ東京 との交流の割合が高 くな ってい る。

(テ レビジョン放送に よる情報交流の現状)

テレビジョン放送 は、今 日、地域におけ る基本的な情報入手手段 であ

り、民間テレビジ ョン放送が開局す ると、地域 に供給され る情報量が増

加す るなど、地域の情報化 に大 き く寄与 してい る。 ここでは、NHKの

総放送時間に占め る自局編成比率か ら、放送 を通 じた情報交流の現状に

ついてみ る。

NHK総 合放送の地域 における自局制作番組の比率 は一般的に民間放

送のそれ を上回 ってい る。元年度におけ るNHK総 合放送の 自局編成比

率(こ こでは、全国各地の放送局 が自局 で編成す る番組放送時間及び地

域独 自の番組放送時間の合 計が総放送時間に 占める比率 をい う。)を各都

道府県の放送局別 にみ ると、東京は、全国放送 を行 っているNHKの 番

組制作の中心である とい う性格か ら、83.4%と 高い比率 を示 している(第

2-1-33表 参 照)。

その他の地域につ いてみ ると、東京に次 ぐ大阪が24.0%で あ り、 それ

以外の地域では11～17%の 比率 となっている。

イ 地域におけ る生活情報通信環境 の形成 、
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以上みた ように、地理的、社会経済的にかかわ りの深い地域 において

は、パー ソナル ・メデ ィアを通 じた情報の交流が密接に行 われているこ

とか ら、プロッ久 県 とい った地域においてひ とっの地域情報圏が形成

されているとみ ることができる。パー ソナル ・メディアを通 じた情報の

交流について も、この地域情報圏 を越 えた交流がみ られる。その相手先

はほ とん ど東京 などの大都 市圏であ り、また、ブ ロック相互 間の結 びつ

きは稀薄である。

これに対 して、生活の主 たる情報源 であるマス・メデ ィアにおいては、

そこに流通する情報は大都市、 とりわけ東京か ら発信 される情報に大 き

く依存す る形 で全国規模の情報圏が形成 されてい るといえる。 この地域

情報圏 と全国規模 の情報圏は、地域独 自の情報通信基盤 と全 国規模の情

報通信基盤によって支え られている。 この両者の情報通信基盤に支 えら

れて地域の生活情報通信環境が形成されてい る。

ウ 地域における情報通信基盤の整備状況

地域における情報の交流 は、電話、放送、郵便な ど全国的な情報の交

流 と地域 内の情報交流 を支 える情報通信 基盤 と、CATVや テ レ トピア

指定都市 などにおいて各地域の特性に応 じて進め られている比較的地域

で完結 した情報通信基盤によって支 えられている。ここでは、全国的な

情報通信基盤 と各地域の特性に応 じた情報通信基盤に分けて都道府県別

の状況について概観す る。

(ア)全 国的 な情報通信基盤の整備状況

全国的 な情報通信基盤のうち代表的 なもの として、電話、テ レビジョ

ン及び郵便にかかわる基盤の整備状況 についてみる(第2-1-34表 参

照)。

(電話 にかか わる基盤の整備状況)

NTTが 個 々の電話回線 を収容 して電話交換を行 うために各地域に設
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第2-1-33表 地 域 に おけるNHKテ レビジ ョン放 単 の状況

(単位:%)

都道府県 総合放送に
おけ る自局
編成比率

備 考
(所在する放送局の状況等)

都道府県 総合放送に
おけ る自局
編成比率

備 考
(所在する放送局の状況等)

北海道

青 森

岩 手

宮 城

秋 田

山 形

福 島

茨 城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神奈川

新 潟

富 山

石 川

福 井

山 梨

長 野

岐 阜

静 岡

愛 知
1
三 重

15.1

11.6

11.5

11.9

14.1

11.5

11.7

=

=
　

83.4

-

11.9

12.1

12.8

12.7

11.4

11.4

13.7

12.8

15.4

13.8

地域拠点局(札幌)のみ集計

地域拠点局

関東広域 圏

関東広域 圏

関東広域圏

関東広域 圏

関東広域圏

関東広域圏(本 部)

関東広域 圏

地域拠点局

滋 賀

京 都

大 阪

兵 庫

奈 良

和歌山

鳥 取

島 根

岡 山

広 島

山 口

徳 島

香 川

愛 媛

高 知

福 岡

佐 賀

長 崎

熊 本

大 分

宮 崎

鹿児島

沖 縄

16.7

17.0

24.0

16.5

16.7

16.7

11.4

1L9

1L9

12.5

11.7

11.5

12.0

11.8

11.1

132

12.2

12.1

13.9

12.3

12.0

12.7

12.7

地域拠点局

地域拠点局

地域拠点局

地域拠点局

NHK資 料に より作成

(注)1.各 都道府県内にある放送局の元年度の総放送時聞に占め る、自局編成の全 国放

送及び地域放送の時間合 計の比率 を示す。

2,表 中の 「一」は該当する放送局がないことを示す。

置 している加入者線交換機における電話回線の収容能力(個 々の交換機

が有す る端子数の合計)を 、各都道府県の人口に対す る比率でみ ると、

東 京 が0.7(端 子/人)と 高 くなって い るほ か は、 いず れ の地 域 も
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第2-1-34表 地 域 におけ る全国的 な情報通信 基盤の 整備状況
(元年度末現在)

都道府県
電話(加入者線交換機〉 放送(民間テレビジョン放送局) 郵便(郵便局(窓口機関〉)

一人当たり端子数 デ ジタル化率 中継局を含む放送

(端子/人)(%)局 数(局}

NHKと の放送局
置局比率 ㈱

郵便局(窓口機関)

数(局)

一局当たりの人口

(指数〕

北 海 道0.537.7154

青 森0.423.048

岩 手0.422.984

宮 城0.433.251

秋 田O.426.846

山 形0,432.642

福 島0.427.775

茨 城0,429.716

栃 木0.428.115

群 馬0.436.342

埼 玉0.447.417

千 葉0.542.026

東 京0.735.013

神 奈 川0.546.525

新 潟0.431.653

富 山0.436、618

石!吋o.431.157

福 井0.431.834

山 梨0.533.722

長 野0。528.774

岐 阜0.418.027

静 岡0.433,069

愛 知0.541.317

三 重0.427.419

滋 賀0.430.526

京 都0.534.238

大 阪0.544.812

兵 庫0.527.1104

奈 良0.435.748

和 歌 山0.528.340

鳥 取G.431.433

島 根0.416.152

岡 山0.432.987

広 島0.539.594

山 口0.432.656

徳 島0.49.963

香 川0.424,820

愛 媛 ⑪.522.270

高 知0.519.984

福 岡0.543.367

佐 賀0.428.433

長 崎0.418.0101

熊 本0.420.981

大 分0.432.573

宮 崎0.419.649』鹿

児 島0.527.4113

沖 縄0,413.321

73.0

84.2

69.4

89.5

68.7

87.5

77.3
47.1

42.9

107.7

113.3

185.7

92.9

64.1
69.7

94.7

86.4

72.3

50.0

58.7

32.5
56.6

26.6

24.4

78.8

61.3
80.0

51.7

96.0

46.5

76.7

70.3

75.7

60.3
56.6

81.8

34.5

58.8

90.3

74.4

76.7
91.0

98.8

84.9

100.0

76.9

77.8

1,561

359

441

435

401

399

558
510

354

345

603

666

1,365
676

699

291

340

249

274

679
453

595

901

458

254

473
1,078

937

316

317

245

380

530

688
414

239

219

396

330
.773

202

447

563

403

309
719

169

70.7

83.0

63.4

100.1

60.5

61.7

73.8

109.0

106.5

111ユ

204.2

161.2

166.8

227.1

69.3

75.6

66.6

64.4

60.8

62.1

89.1

12D.5

142.8

76.6

93.3

105.2

155.3

111.6

84.9

67.3

49.4

40.4

71.3

80.7

74.3

68.8

91.9

75.7

49.7

120.4

85.4

68.8

64.2

60.5

74.8

49.1

143.1

郵政省、NTT資 料、「住民基本台帳に基づ く全国人口・世帯数表」(自治省)、「全国都道府県市町村別面積調」
(建設省国土地理院)に より作成
(注)1.一 人当り端子数は、NTTが 各都道府県に設置している加入者線交換機の総端子数を人口で除した数

値を示す。
2.デ ジタル化率は、NTTが 各都道府県に設置している加入者線交換機の総端子数に占める、デジタル

化された端子数の比率(2年12月 末現在)を 示す。
3.中 継局を含む放送局数は、各都道府県に最も多くの放送局(中 継局を含む。)を設置している民間テレ
ピジ∋ン放送事業者の放送局数を示す。

4.NHKと の放送局置局比率は、各都道府県に最 も多くの放送局(中 継局を含む。)を設置 している民間
テレビジョン放送事業者の放送局数を、同一都道府県内にあるNHKの 放送局数(総 合放送と教育放送
のうちいずれか多い方の局数〉で除した数値を百分率で示 したものである。

5,郵 便局(窓 口機関)数 は、各都道府県に設置されている窓ロを有する郵便局数を示す。
6.一 局当たりの人口は、各都道府県の人口をそこに所在する窓口を有する郵便局数で除した数値につい
て、全国平均を100とした指数で表したものである。
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0。4ん0.5(端 子/人)に 集 中している。 この ように、電話 にかかわる基

盤の整備状況については全国的に進展 してお り、地域による格 差はほ と

ん どみ られない。

また、ISDNサ ー ビスをは じめ とす る新 しいサー ビスが早期 に展開

され るためには、電話網のデジタル化 が重要 な課題である。そ こで、N

TTが 設置 している加入者線交換機 のデジタル化率(総 端子数に 占め る

デジタル化 された端子数の比率)に つ いて都 道府県別にみ ると、埼玉、

千葉、神奈川、愛知及び 大阪が40%を 超 える一方 で、徳 島、沖縄 など10%

前後の県 もあ り、デ ジタル化 の進展状況 には地域 による格差がみ られ る。

(テレビジ ョン放送にかか わる基盤の整備状況)

民間テレビジ ョン放送におけ る基盤の整備状況についてみ るため、都

道府県内において最 も多 くの放送局(中 継局 を含む。)を設置 してい る民

間放送事業者の放送局数につ いて、NHKの 放送局数 と比較 してみ ると、

NHKの 局数 を超えている地域がある一方で、NHKの 半数以下の地域

もあるな ど、民間放送が見 えにくい地域が多く存在 していることがわかる。

(郵便にかかわる基盤の整備状況)

地域における郵便局の設置状 況を都 道府県別 に1局 当た りの人口でみ

てみ ると、最 も多い県 と最 も少ない県 とでは5.6倍 となってい るものの、

輸送配達体制 まで含めてみてみ ると、昭和59年2月 の郵便輸送 システム

の改善に より、全種類の郵便物 の全国翌 日又は翌々 日配達体制が確立さ

れ るとともに、昭和61年6月 に速達取扱地域 を大幅に拡大 したことによ

り、全国的な輸送配達体制 の充実が図 られている。

また、郵便施設について も、郵便局 を毎年約100局 、郵便 ポス トを毎年

約2,500本 設置するな ど、整備 を進めている ところであるが、大都 市にお

いては、郵便の利用状況に比 し、相対的に郵便局が不足 している。

以上みたよ うに、地域 におけ る全国的な情報の交流 を支える基盤につ
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いてはおおむね整備が進展 しつつ あるものの、電話におけ るデ ジタル化

の進展の格差、放送 における民間放送局 とNHKの 中継局数の格差、郵

便における大都市部の窓口機関の不足等、地域によって整備状況に格差

が生 じてい る部分があるという問題がみ られ る。

(イ)地 域独 自の情 報通信基盤の整備状況

地域 の特性に応 じた地域独 自の情報通信基盤の整備状況 を概観す るた

め、地域系、 自動車電話及び無線呼出 しの各新第一種電気通信事業者及

び第二種電気通信事業者の事業者数、並 びに多チャネルCATV事 業者

の設置す る施設数 についてみる(第2-1-35表 参照)。

第一種電気通信事業については、2年 度末現在 において、無線呼 出し

事業者が全都道府県に参入 してい るほか、地域系電気通信事業者 と自動

車電話事業者にっ いては一部 に未参入の地域がある。

第二種電気通信事業にっいては、事業者の東京への集中が顕著であ り、

2年12月 末現在、全体 の36.1%に 当たる332事 業者が東京に所在 してい

る。 また、東京圏(東 京、神奈 川、埼玉及び千葉)、 大阪圏(大 阪、兵庫

及び京都)並 びに名古屋 圏(愛 知及び三重)の3大 都市圏に全体の59.0%

に当たる543事 業者が集中 している。

3年1月 末現在の多チャネルCATVの 都道府県別の許可状況をみる

と、長野が18施 設、東京が15施 設 で突出しているほかは比較的各地域に

許可施設が散在 しているが、秋田、福 島、茨城、群馬、和歌 山及び鹿児

島の6県 については該当す る施設が設置 されていない。

(ウ)地 域におけ る情報通信基盤整備 の取組状況

地域におけ る情報通信基盤整備の主な取組状況につ いて概観する(第

2-1-36表 参照)。

(テ レ トピア構想 に基づ く取組)

テレ トピア構想は、地域振興 における通信の重要性 を踏 まえ、モデル



一200一 第2章 豊かな生活 と情報通信

第2-1-35表 地壊独 自の情 報通信基 盤 の整 備状況

都道府県

電気通信事業者の参入状況 CATVの 施設状 況

地域系、無線呼出 し及 び自動車

電話事業者の開業状況
(●は開業 済)
(2年 度末現在)

各都道府県に所 在
す る第二種電気通
信事 業者数(社)

(2年12月 末現在)

許可 を受けている多チャネルC
ATV施 設数 随 設)

(()内 は都市型CATV施 設数)

(3年1月 末現在)地 域 系 無線呼出 自 動 車

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田
山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬
埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟
富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野
岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀
京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山
鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口
徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡
佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎
鹿 児 島
沖 縄
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●
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40

7

7

9

3

5

7

5

5

14

11

10

332

25

13

13

13

9

3

22

20

17

47

2

1

12

89

15

4

2

1、

3

17

32

6

2

8

7

5

32

4

7

12

2

4

6

10

7(3)

2(1)

6(1)

3(2)

0(、0)

2(1)

0(0}

0(0)

2(1)

0(0)

7(6)

7(6)

15(13)

8(7)

4(2)

2(1)

2(1)

4(2)

5(1)

18(3)
12(1)

9(3)

ノ8(7)
1(1)

2(1)

4(0)

3(2)

7(3)

2(1)

0・(0)

3(2)

1(0)

2(0)

3(1)

2(1)

6(1)

5(2)

7(4)

1(1)

3(3)

5(1)

6(0)

1(1)

5(1)

1(1)

0(0)

3(1)

920 186(90)

郵政省資料に より作 成

(注)多 チャネルCATVは ・ ここでは・難視聴解消 を主 目的 とせ ず、 自主放送設備 を有する もの
を指 している。
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都 市に様々 なニューメディアを導入 し、全国普及の拠点 とする とともに、

地域社会の振興 に資す る施策 として昭和58年 に郵政省が提唱 した もので

ある。「テレ トピア指定地域」としては、2年 度末現在、44都 道府県にお

いて87地 域が指定 されている。指定地域全体 で構築が予定 されているシ

ステム数は375シ ステムであ り、その うち198シ ステムが既に運用 されて

いる。

(民活法 を活用 した施設整備に対す る取組)

昭和61年5月 に施行 された民活法(民 間事業者の能力の活用による特

定施設の整備 の促進 に関す る臨時措置法)に 基づ く郵政省所管施設であ

るテレコム・リサーチパー ク(電 気通信研究開発促進施設)、 テレコムプ

ラザ(電 気通信高度化基盤施 設)、 マルチ ・メデ ィア ・タワー(多 目的電

波利用基盤施設)及 びテレポー ト(衛 星通信高度化基盤施設)に ついて

は、2年 度末現在、12都 道府県にお いて13施 設が認定 されている。

(地域振興 のための電波利用プロジェク トによる取組)

郵政省では昭和63年 以来、各地方局 ごとにモデル地域 を指定 し、当該

地域の実情に応 じたシステムの構築 ・導入を図 ることによって地域の活

性化に貢献 しよ うというプ ロジェク トを開催 してお'り、2年 度末現在、

17都 道府県において14の プ ロジェク トが推進 されている。

(ハイビジョン ・シテ ィ構想 に基づ く取組)

郵政省 では、ハイビジョンを都市の生活空間に導入 し、活気 と潤いに

あふれた先進都市を構築す ることによ り、地域 の活性化 と魅力ある都市

づ くりを目指すハイビジ ョン ・シテ ィ構 想を提唱 してお り、2年 度末現

在、22県 において23地 域が モデル都市 に指定 されている。

(郵 トピア構 想に基づ く取組)

郵政省では、活力ある快適な地域社会 の形成に寄与す るとともに、新

しい郵便サー ビスの実験 を行 うことを目的 とした 「郵 トピア構想」を昭
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第2-1-36表 地域における情報通信基盤整備の取組状況
(2年度末現在〉

都道府県名

テレトピア

構 想

民活放特定施

設整備事業

地域振輿
のたあの
電波利用
フbジェクト

ハイビジョー
ン'シ7イ

構 想

都道府県名

r

テレトピア

構 想

一
民活法特定施

設整備事業

地域振興
のための
電波利用
フbジェクト

ハイビジヨ
ー

ン'シ7イ

構 想
'

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

1

福島県

茨城県

栃木県

群鵬県

埼玉県

干葉県

東京都

神崇」聰1県

山梨県

新潟県 ・

長野県

岐卑・県

瀞岡県

費知県

三重県

富山県

石川県

福井県

札幌市
十勝広域市町
村圏北見市

・紋別市

青森市
八戸市

盛岡市 ・滝沢村
・一関市

仙台市

秋田市麗角市

米沢市 ・南陽市 ・高畠町 ・
川西町

福島市

呈纏

前橋市

翫 需辮 市
奇寧專鋪 堅
伊奈町)入聞市

嘉灘
市原市木毘津市

佐倉市

八王子
立川市
港区台聚区

灘…
甲府市白
根町

蟹幕
上田市 ・丸子町 ・東部町 ・
坂鯉町
諏肪地域広域市町村囲

飯田市

査欝
離岡市

名古屋市

豊雷薯

四日市布

窟山市波広域市町

驕
金沢市

麟翻糖

北海道情報技

雛 轡(江

東京 テレコム・
リサー チパ ー
ク(品 川区)
ス カイ タワー
西東京(田 無市)

勲 薯岳幕戸

札帆市

青蛮市
むつ市

山形市

厚木布

山之内町

名古屋市

鈴鹿布

鱒膿
実施)

釧路市

紬岡市

結城市

久喜市
,

千葉市

八王子

厚木帝

大垣市

静岡市 ・消
水市

名古屋市

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

1

鳥取県

.市

鵬根県

岡山県

広島県

山口県

徳島購

香,II県

愛媛県

高知嘱

福岡県

佐賀県

展崎曝

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

,

沖縄県

大沸市 ・草津市

田辺町 ・精華
町 ・木濁【町

大阪市
岸和 田市

神戸市
姫路市伊丹市

和歌山県1鑑熱 男欄
肥

鳥取市米子市 ・堺港

松江市

岡山布
金光町

広騰市

翻 市
山ロ市 ・防府市

・小郡町

徳島東部広域
市町村圏

高松市

松山地方生活

琴鰭 済圏
新居浜市

北九州市

嬬 粟市
佐賀市
伊万里市武雄市

長崎市 ・大村市 ・福江市 ・

馨壽書町壱護
熊本市 ・益城町

大分市 ・別府
市

昆雛
延岡市
宮崎市

酵
児島市分市

・隼人

沖縄県全域

テ レ コムプ ラ

蘇 兼論 門
国際電気通信

謂纏羅
華 町〕

大 阪 テ レポート(大 阪 市1

神 戸 ハー バー

多ぜ灘塙

テ レ コムプ ラ
ザ 松江(松 江市)

ニ ユー メデ イ

π 言謝 口

莉居浜テレコ
ムプラザ(新
居浜市》

福岡タワー
{福岡市)

熊本テクノプ
ラザ(煎 本市)

田辺市

豊町広島市

錦町

坂出市(小ゾーン情報
提供システ
ムに閲する
実験実施)

白石町

瀦駅轟
醐李駿
験実施)

難 轟
験実施)

r

京都市

堺市

伊丹市

松江市

広島市

山ロ市

高松市

北九州市

佐賀市

籔箪祭市

熊本市

大分市
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和62年4月 か ら推進 してお り、2年 度末現在、40都 道府県において44地

域がモデル都市 に指定 されている。

また、 自治省調査 によって地域情報通信 システムの システム別の整備

状況 についてみると、全国で320シ ステム(2年5月1日 現在)が 運用 さ

れている。システムの種類 では産業関係情報 システムが106シ ステム と最

も多 く、次いで気象 ・防災情報 システム、医療 ・福祉情報システムの順

となってい る(付 表8参 照)。

(2)地 域の生活情報通信環境 における問題点

以上みて きた ように、地域における生活情報通信環境は、地域情報圏

と全国規模 の情報圏 とのかかわ りあい を中心 として形成 されてお り、そ

れを支 える情報通信基盤 も整備 されつつあるが、そこには、次の ような

問題点 もあ る。

① 情報通信基盤の整備状況には、地域による格差があること。

② 比較 的地域独 自の情報ニーズにこたえ得 る情報通信基盤が整備 され

て も、現状では全国規模 の情報交流機能が中心 とな り、地域情報圏の

交流に重点 を置 く情報通信基盤 としての機能 をなかなか果た し得 ない

こと。

③ 地域 から全 国に向けての情報発信が極端に少 なく、全国規模の情報

圏の多極化が進んでいないこと。

①の問題 につ いては、(1)項 でみて きたとお りである。 また、地域独

自の情報通信基盤について も、整備状況や取組状況等は地域に よって一

様ではない。更に② の問題については、テレビジョン放送の難視聴解消

を目的 として設置されたものが大半であるようなCATV等 にその現状

をみるこ とがで きる。 ただ し、CATVは 、最近次第に多チャネル化が

進む傾 向にあ り、その番組 も既存の民間テレビジョン放送や衛星放送の

再送信、あるいは映画やスポー ツ番組のほか、地域独 自の番組 を制作 ・
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放送す るものが増えてお り、地域情報圏を支 える情報通信基盤 としての

機能 を果たす ことが期待 される。③ の問題については、情報 の東京一極

集中 と大 きくかかわ る問題である。ここでほ、情報 の生産 ・発信に着 目

し、その現状 について概観す る。

(情報の東京一極集 中)

テレビジ ョン放送におけ る情報交流の現状 につ いてみたように、全国

的な情報通信 基盤 を通 じて地域に流通す る情報は、国や企業等の中枢管

理機能等 の東京一極集中 を背景 に、その大 部分 を東京か らの発信によっ

ている。情報の生産 ・発信 等に携わる事業 者の地域におけ る所在状況に

つ いてみ ると、その東京へ の偏在は顕著であ り、情報の東京一極 集中の

現状が うかがわれ る。

① 番組製作会社の所在状 況

国内にある番組製作会社の所在地 を都 道府県別 にみ る と、元年度にお

いては、全国の約5割 に当たる399社 が東京に集中 してお り、大阪の69社

が これに次いでいる(第2-1-37図 参照)。

② ビデオテックス情報提供者の所在状況

3年1月 末現在において、NTTの ビデオテックス通信網 に接続 して

各種のサー ビスを提供す る情報提供者(1・P)の 所在地 についてみ ると、

全国の約4割 に当たる254のIPが 東京に集中 してお り、4161Pの 大阪

がこれに次いでい る(付 表9参 照)。

③ デー タベースサー ビス事業者の所在状況

デー タベー ス ・サー ビスのプロデ茜一サあるいはデ ィス トリビュー タ

として通商産業省の 「データベー ス台帳総覧」(元 年度度)に 収録 されて

いる企業の所在地についてみる と、東京に所在 してい るものが約9割 に

当たる96企 業 となってお り、著 しい東京への集 中がみ られる。

④ 書籍 ・雑誌等の出版社の所在状 況
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地域 におけ る番組製 作会社の所 在状況

、199

「日本民間放送年鑑(平 成2年 版)」(日 本民間放送連盟編)に より作成

電気通信以外の メディアについて も、情報の一極集 中の現象をみるこ

とがで きる。書籍 ・雑 誌等の発行所の所在地についてみ ると、元年度末

現在で全国の8割 に当たる3,452社 か東京に集中してい る。これは、大阪

の211社 、京都の136社 と比較 して も圧倒的に多数であ り、出版に よる情

報について も東京か らの発信比率 が極めて高いことが うかがわれ る。

以上みた情報の生産 ・発信等に携 わる事業者の全国におけ る所在の状

況か ら、情報発信の東京への一極集中の現状 は明らかである。

今後、 このような情報の一極集中を是正 し、地域 ・全国規模 ・世 界規

模の各情報圏における情報の交流 を一層活発化 させ るためには、地域か

ら大都市、 さらには世 界に向けて発信され る情報の流れ を増大 してい く

必要があ り、地域 における情報発信力の強化 は重要 な課題である。
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3ラ イ フスタイルの変化 と情報通信

これ までは、家庭及 び地域社会 といった生活の場 における情報通信環

境の進展につ いて概観 したが、本項では 「個 人」のライフスタイルの変

化 と情報通信のかかわ りについてみてい くこととす る。

(1)ラ イフスタイルの変化

ア ライフス タイルの変化にかかわ る社会経済的要因

ライフスタイルの変化 には、多 くの社会経済的要 因が深 くかかわって

いる。 ここでは まず、 ライフス タイルの変化にかかわると考 えられる主

な社会経済的変化 を概観 す る。

(ア)高 齢化の進展 と世帯構成の変化

我が国の80年 代におけ る人口 ・世帯数の変化 をみる と、人口の増加率

は一貫 して低下 してお り、 出生率の低下が進んでいる。一方、核家族化

の進展、高齢者世帯 の増加 あるいは性別 を問わない晩婚化の進行 による

単身者世帯の増加な どにより、世帯数の増加率 は人 口の伸び を上 回って

いる。この結果、1世 帯当た りの構成入貝については減少 を続けてお り、

元年3月 末には2.98人 と3人 台 を初めて割 っている(第2-1-38図 参

照)。

また、高齢化の進展は先進国共通の現象であるが、我が国にっいては、

現在の高齢者の比率 が主要先進 国間の水準 を若干下 回るもの となってい

るが、特 に高齢化の進展のスピー ドが速 いこと、後期高齢者 と呼ばれ る75

歳以上の人 口の割合が増加 してい くこ とが特徴的 である といわれてい

る。

総務庁の推計によれば、2年9月15日 現在65歳 以上人 口は12%で あっ

た。一方、厚生省人口問題研究所の 「日本の推計将来人 口(昭 和61年12

月推計)」によれば、65歳 以上人 口は、22年 には20%に 、32年 には23.6%

(ほぼ4人 に1人 の割合)に なると見込 まれている。特 に、後期高齢者人
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第2-1-38図 人 ロ及 び世 帯数 の推移
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年 度 末

「住民基本台帳に基づ く全国人口 ・世帯数表」(自治省)に よ り作成

口 は 、2年 の4.8%(65歳 以 上 の40.2%)か ら、22年 に は9.2%(同46%)

に、32年 に は11.3%(同48%)に 達 す る とい わ れ て い る。

(イ)女 性 の 社 会 進 出 の 進 展

80年 代 に お け る女 子 雇 用 者 は 一 貫 し て増 加 して お り、2年 に は1,834万

人 とな っ て い る 。 雇 用 者 全 体 に 占 め る 割 合 も年 々 増 加 して お り、2年 に

は37,9%と な っ て い る(第2-1-39図 参 照)。

こ の う ち 、 い わ ゆ る 「パ ー トタ イ ム 労 働 者 」㈱ に つ い て 、 こ こ で は 週

(注)パ ー トタ イム労働 者 とは、元年6月 に制定 された「パー トタイム労働指 針に お

いて、「1日 、1週 間又 は1箇 月の所 定労働時 間が、 当該事業 場に おいて同種 の

業 務に従事 す る通常 の労働 者の所定労 働時 間 に比 し相 当程 度短 い労働者 」 と定

義 され てい る。 しか し、通 常の労 働者 と労働 時間 が変わ らない者 もお り、 また、

各種統計 調査 におけ る取 り扱 い も不 統一 である こ とか ら、こ こでは「週 間就業時

間が35時 間未満 の非農林 業の短時 間雇用者」 を該 当者 とした。
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第2-1-39図 男女 別雇用者 数の推 移
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「労働 力 調査 」(総 務 庁 統計 局 〉 に よ り作 成

間就業時間が35時 間未満 の短時間雇用者(非 農林業 の女子)を み ると、

2年 の雇用者数 は501万 人であ り、女子雇用者に 占め る割合 は27.3%と

なっている。

総理府 の 「女性の就業に関す る世論調査 」(元 年10月 調査)に よれば、

女性 の望 ましい就業形態は、「就職(業)し 、結婚や出産 などで一時期家

庭に入るに しても、再 び働 く」 とい う女性が64.2%と 過半数 を大 き く超

えてお り、「就職(業)し 、長 く働 く」という者 も14.4%と 、意識の上で

も就業継続希望 が強いこ とが分か る。

一方、家計における女性の収入 も大 きな割合 を示 してお り、総務庁の

家計調査 によると、2年 の勤労者世帯 の実収入に 占め る妻の収入は月平

均4,4万 円(8.5%)、 夫婦共働 き世帯 では月平均10.8万 円(19.4%)を 占

めている。
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この ように、女性の社会進出は意識面、実態面 ともに進展 してお り、

近年においては就業単身女性が、消費支出における新 たなターゲッ トと

して注 目されるな どの現象 もみ られている。

(ウ)労 働時間の短縮 と週休2日 制の進展

80年 代におけ る労働時間の変化については、事業所規模30人 以上 の企

業に勤務す る労働者の1人 平均 月間労働時間でみ ると、所定内労働時間

は減少 したが、所定外労働 時間の増加がみ られてお り、総実労働時間で

は昭和55年 の175.7時 間か らほ とん ど変化がみ られなかったが、昭和63年

以後は、同年の改正労働基準法の施行 等 もあ り、着実な減少がみられ、

2年 には171.0時 間 となっている(第2-1-40図 参照)。

第2-1-40図 労働時 間の推移
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「毎 月勤労 統 計調査 」(労 働省 〉 に よ り作 成
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第2-1-41表 週休2日 制 の推移

(単位:%)

年}55 56 57 58 59 60 61 62 63 元

採用企業数の割合 47.6 47.8 49.0 50.0 51.2 49.1 50.9 50.3 52.7 58.3

適用労働者数の割合 74.1 74.7 75.5 77.1 77.3 76.5 78.0 77.6 79.9 82.7

「賃金労働時間制度等総合調査報告」(労働省)に より作成

一方、週休2日 制の導入につ いては、元年には金融機 関の完全週休2

日制が実施 され、官公庁 について も、元年に第2,第4土 曜 閉庁 が実施

され るなど進展 してい る。労働省の調査に よると、元年 度において何 ら

か の週休2日 制 を実施 してい るのは、企業数 で58.3%、 労働 者数 では

82.7%と なっている(第2-1-41表 参照)。

(エ)国 際化の進展

急速な円高の影響 もあ り、企業の国際化 の進展は、商品の輸 出か ら海

外直接投資へ と変化 してきている。一方、いわゆるNIEs商 品の輸入の増

加や海外 ブラン ド商品の 日本販売店の開設等、我が国への外 資系企業の

進 出も盛んである。

また、人の交流 も頻繁 になってお り、近年では海外旅行等 による渡航

者数の増加が顕著 である。元年度の海外渡航者数 は966.3万 入を数 えてお

り、その中で も観光 を目的 と した者の数は810.7万 人 と83.9%を 占め るに

至 っている。 また、外 国人の入 国者数㈱ も増加 してお り、元年 度には

298.6万 人の外 国人が入国 し、その うち観光等の短期滞在 を目的 とす る者

は221.9万 人 と、初めて200万 人台 を超える状況 となってい る(第2-1-

42図 参照)。

(注)外 国人入国者 数に は、再 入 国許可 を受 けて入 国 した者 も含む。
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第2-1-42図 出入国者数 の推移
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「出入国 管理 統計 」(法 務省)に よ り作成

イ ライフスタイルの変化

次に、家庭生活におけ るライフスタイルの変化 を、時間、支出及び意

識の面においてみてみることとす る。

(ア)家 庭生活における生活時間面の変化

生活時間面の変化 として特徴的なこととしては、生活時間帯の深夜化、

深夜 ・早朝 なども含めた時間の有効活用志向が強 くなっていることが挙

げられる。 このよ うな変化に対応 して24時 間営業のコンビニエ ンス ・ス

トア等のサー ビス産業 も進展 している。

郵政省の調査(付 注1参 照:本 項において以下同様)に おいて も、「午

前0時 以降に仕事 ・遊 び等で起 きている者」の割合は、「どちらか とい う

と起 きている」者 も含め28.6%と 高率 である。これ を都市規模別にみて

み ると、東京特別区を筆頭 に町村以外 ではすべて30%を 越えるなど、生

活時間帯の深夜化は全国規模 で顕著である(第2-1-43表 参照)。
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第2-1-43表 午 前零 時以 降の活動 率

全 く
その とお り

どち らか と
、

い っ とその

とお り

どち らか と
い うとそ う

では な い

全 く
そ うでは な
い

不 明

合 計 13.0% 15.6% 21.9% 39.8% 9.8%

都
市
規
模
別

,内
訳

東京特別区 20.4% 19.0% 21.1% 30.3% 9.2%

政令都市 17.0% 14.8% 23.6% 36.7% 7.9%

県庁所在都市 16.3% 14.8% 21.7% 39.5% 7.6%

その他の都市 13.5% 17.0% 21.5% 39.2% 8.7%

町村 6.1% 12.7% 21.8% 45.2% 14.2%

「家庭生活 と情報化 とのかかわ りに関する調査」(郵政省)に よ り作成

(注)「 仕事 ・遊び等 で午前零時以降に起 きていることが 多し∫か」に対する回答者の比

率であ る。

生活時間帯の変化 を睡眠時間でみてみる と、NHKの 「国民生活時間

調査」によれば、昭和55年 に7時 間52分 であった平 日の睡眠時間が昭和

60年 には7時 間43分 に、 さらに2年 には7時 間39分 にと着実 に減少 して

いる。

また、早朝の ジョギングや始業前のアスレチ ック ・クラブの利用、あ

るいは深夜開演の映画館利用者の増加等、趣味に、健康維持活動に と、

時間の有効活用志向 も進展 している。郵政省の調査 において もこの傾 向

は明 らかであ り、「時間をかな り有効に使 っている」者は52.5%、 「家事

労働等はで きるだけ省力化 したいと考えている」者は73.2%と いう結果

となってい る。

このような生活時間面におけ る変化の要 因としては、婚姻年齢の高齢

化に伴 い、独身者など比較的時 間に拘束 されない者の増加の影響が大 き

い と考 えられるほか、東京 などの都市部における遠距離通勤者の増加が

早朝通勤者(起 床者)の 増加 をもたらしたこ と、企業におけ る事業活動

の国際化 に伴 い、時差のあ る海外 との運絡 をとる必要か ら、早朝 ・深夜
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の勤務(在 宅時の電話連絡 も含 む。)の増加がみられること、あるいは就

業形態 としてもフレックスタイム制の導入等の影響が考 えられ、今後 こ

の傾 向はますます進展す るもの と思われ る。

(イ)支 出面 における変化

支 出面における変化 としては、まず、 多機能、高性能、高品質又は高

級(高 額)商 品の購入意欲が強いことが挙げ られる。また、一人一人の

個性に合わせ た購買行動が増加 してお り、携帯性やパー ソナル性の高い

商品が注 目を集めている。

例 えば、 自動車の高級化 は近年顕著 であ り、高排気量 の商品の人気が

高 まってい る。 また、先に郵政省の調査で紹介 したように、近年の電話

機や テレビジョン受信機 の購入時においては、多機能 で、携帯性 ・パー

ソナル性に富ん だコー ドレス電話機、あるいは大画面で衛星放送チュー

ナー内蔵の大型 テレビなどの購入意欲が高いこと、 その他音響製品にお

けるヘ ッ ドホン ・ステレオの普及等に現れてい る。

また、生活全般における支出傾向 としては、第2-1-44図 にみ られ

るような80年 代 におけ る実収入及び可処分所得 の増加㈹ に伴い、生活必

需品の購入 よりも、スポーツ観覧、スポー ツ用 品、ステレオ等音響製品、

旅行関連品 目といった 自由時間活動に関連 した消費支 出が伸びてお り、

特に80年 代 後半 において増加傾 向が顕著 であった(第2-1-45表 参

照)。

高級化や個性重視の生活志向は、近年の衣生活におけるブラン ド商品

志向、食生活におけ るグル メブーム、住生活におけるインテ リア商品の

高級化 ・多様化 あるいは海外旅行 ブームなどからもうかがわれ、この傾

(注)2年 の 速 報 値 に よ る と、 実 収 入 は 月平 均52。2万 円(名 目5、2増 、 実 質2%増)

と な っ て お り、 可 処 分 所 得 で は 月 平 均44.1万 円(名 目4.5%増 、 実 質1.4%増)と

ナρ^}rい ろ一
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第2-1-44図 家計収入 の推移
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向は今後 も当分 継続す るもの と考 えられ る。

その他、支出面に関するものとしてはキャッシュレス時代 の進展が挙

げ られる。 クレジットカー ドやプ リペ イ ドカー ドに代表 され るカー ド社

会の到来であるとも言えるが、 クレジッ トカー ドにつ いては、その時点

で携行 している金額 以上の もの を購入で き、分割払い も可能 であるとい

う利便性が広 く支持 されて、消費支 出を押 し上げ る一因ともなってい る。

また、海外での利用 も可能 であ り、円高の進行 とともに国内の円 口座に

おいて決済 され るクレジッ トカー ドの仕組みは、消費拡大の一翼 を担っ

てい る。
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自由時 間関連 品 目等の年平均 実質増加 率(年 率)の 相関(
全国 ・全世 帯)

前 半 増 加(単 位:%)

84～89年

79～84年

▲6.0以 下
▲4,0～

▲5.9

▲2,0～

▲3.9

▲0.1～

▲1.9
0.0～1.9 2,0～3.9 4.0～5.9 6.0以 上

6,0以L

自動車等
関連用品

ガソ リン
電話通信
料

臼動車購入

テ レ ヒ1
スポ ー ツ

観覧 ゲー

ム 代

現像焼付代

4.〔ト5,9

文化施設
入場料

ス ポー ツ

用 品

ゴルフ用具
フィルム

愛がん動
物 ・園芸
用品

2.0～3,9

運動靴
パ ック旅

行費

航空運賃 自転車
宿泊料

カ メラ ・

付 属 品

0.0～1.9

郵便料 週刊誌 ラジ オ

前半は増加 したが、後半減少 した もの 前半 も後半 も増加 したもの

前半 も後半 も減少 したもの 前半は減少 したが、後半 は増加 した もの

▲0.0～ ▲L9

新聞月
謝類

「齢先車賃
ステ レ オ 映画 ・演

劇等入場
料

▲2,0～ ▲3,9

雑誌
,

テ ー フ レ

コー ダ'一

▲4.0～ ▲5,9

バス代
.

旅行力弦ん

▲6.0以 下

入浴料

1

レ コー ド

前 半 減 少

「家計 調査 年報 」(総 務庁)に よ り作 成

(注)1.1980年 代 を前 半(79年 ～84年)と 、後 半(84年 ～89年)に 分け た場 合の 、該

当品 目の年 平均 実 質増加 率(年 率)の あ る範囲 を示 す。

2.表 中 「▲ 」 は、 マ イナ ス を示す。
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(ウ)意 識面での変化

(全体的な傾 向)

総理府の π国民生活 に関する世論調査」(2年5月 調査)に よると、80

年代における生活程度の中流意識は安定的に高い数値 を示 しているが、
ヒ

生活の満足度では昭和60年 をピー クとして低下傾 向が みられ る。一方、

充実感につ いては安定的な もの となってい る(第2-1-46図 参照)。

「どのような場面において充実感 を感 じるか」を経年的にみてみると、

「家族団 らんの時」が一貫 して最 も多 く、「仕事 に うちこんでいる時」は

減少傾 向を示 してお り、「ゆった りと休養 している時」、「友人や知 人 と会

合 ・雑談 している時」及 び 「趣味や スポーツに熱中 している時」が増加

傾向にあるな ど、労働 と余暇 ・自由時間に関す る意識 の変化がみ られる

(第2-1-47図 参照)。

第2-1-46図 生活 程度 の推移 と充実感 及び満足 感
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第2-1-47図 充実感 を感 じる時

(複数 回答)

%
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趣 味や スポーツに熱 中 している時

友 人や知人 と会合
・雑i談している時

勉強や教養 に身を入れている時

55.556,557.558.559.560.561,562。563.5兀.52.5

年 ・月

「国 民 生 活 に 関 す る 世 論 調 査(2年5月)」(総 理 府)に よ り作 成

一方、労働省の 「新規学卒者の労働観・余暇観」調査によれば、「どん

なにきつい仕事 で もや りがいの感 じられる仕事 をする方が良い」と回答

した者が70.8%、 「自由時間が減 る くらいなら、それほ ど収入は多 くな く

ても良い」が66.2%、 「仕事が 多少 きつ くて も、労働時間の短い方が良い」

では66.7%と い う結果 となってお り、 この調査か らは、仕事へ0や りが

い志向は若年労働者において も高いが、時間的ゆ とり志向 も強いこ とが

うかがわれる。

また、悩みや不安について総理府の「国民生活に関す る世論調査」(2

年5月 調査)を み る と、80年 代 を通 じた傾 向 としては半数以上(平 均

52.8%)が 悩みや不安 を感 じてお り、その内容 としては、 自分の健康(同

36。8%)、 家族の健康(同35.9%)、 老後の生活設計(同26。9%)の 順に

高率 となってい るなど、今後の高齢化社会に向けての不安が読み取れる。
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(余暇 ・自由時間志向)

余暇 ・自由時間志向は生活意識の面において も現れてお り、総理府の

「国民生活に関する世論調査」(2年5月 調査)に よれば、「今後の生活の

力点をどこに求め るか1に つ いては第2-1-48図 の とお りであ り、80

年代 を通 じて衣食住生活あるいは耐久財の購二入 において減少傾向 にある

のに対 し、 レジャー ・余 暇生活については昭和58年 に住生活 を抜 き、急

激な伸び を示 している。 しか し、去年 に比べ て悪 くなった生活面 として

は、他 の項 目が1桁 台であるのに対 し、 レジャー ・余暇生活を挙げる者

は80年 代 を通 じて10%以 上(平 均13.2%)み られ、余暇志向が強い反面

実態上は満足で きる水準にない と考えて いるこ とが読み取れる。

次に、余暇生活の中身について郵政省の調査でみてみる と、現在の余

暇の利用方法及 び今後希望 す る利用方法 は第2-1-49図 の とお りと

なっている。最 も多い余暇の利用方法 は「家 でのんび りす る(現 状75.2%、

第2-1-48図 今 後の生活 の 力点
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「国民生活に関す る世論調査(2年5月)」(総 理府)に よ り作成
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余暇時 間の利用 方法 と今後 の希望

(3つ までの複数 回答)
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「家庭生活 と情報化 とのかかわ りに関する調査」(郵政省)に より作成

希望14.9%)」 であ り、「国内外の旅行(現 状7.2%、 希望44。0%)」 、「展

覧会・音楽会等 を楽 しむ(現 状17.8%、 希望32.5%)」 と、外出 を伴 う文

化接触型の希望 も強い。

観光旅行 に関 して総理府の「余 暇 と旅行 に関す る世論調査」(昭 和63年

11月調査)を み ると、この1年 間に観光旅行 をした者の うち94.9%が 満

足感をおぼえてお り、充実感の高い余暇利用方法 と考 えられるほか、今

後1泊 以上 の観光旅行 をしたいと回答 した者の今後の希望 は、「旅行 の回

数 を多 くし、1回 の旅行 日数 も多 くしたい」 とした者が43.3%と なって
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いる。また、余暇の妨 げ とな る事項につ いては、「平 日の 自由時間が少 な

い」30 .0%、 「金銭的余裕が ない」26.8%、 「休 日が少ない」19.5%、 「長

期休暇がない」19.4%の 順 となってお り、潜在的な余 暇 ・自由時間の志

向はかな り強い と考えられる。

(2)ラ イフスタイルの変化 と情報通信

以下では、社会経済的 な変化や ライフス タイルの変化 と、情報通信 と

のかかわ りにっいてみてい くこ ととす る。

ア 生活時間面の変化 と情報通信

生活時間面の変化 と情報通信 とのかかわ りの例 とじては、 コンビニエ

ンス ・ス トアの発展が挙げ られ る。 コンビニエンス ・ス トアについては、

限 られた店舗面積の中で、利用層である男女独身者などの小世帯や学生

などの多様なニー ズにこたえるため、バー コー ドを用 いたPOSシ ステ

ム を利用 した在庫管理 と、これに結 びついた配送体制が威力 を発揮 した。

現在 ではほ とんどの飲食料 品に添付 されているこのバー コー ドは、在庫

管理の簡易な方法 として一般化 されてお り、売れ筋商 品の分析や在庫管、

理、過剰 なス トックの排除 を可能にす るうえで大 きな効果があ った。

現在 のコンビニエンス ・ス トアにおいては、単 に飲食料品や生活用品

の販売に限 らず、電気 ・ガス等の公共料金の払 い込み代行、生命保険会

社 の加入事務の取 り扱いやチケッ ト販売、 あるいは、ファクシ ミリの送

受信サー ビスや小型物品取次等、各種のネッ トワー クサー ビスが利用で

きるようになってお り、いわば総合的なネッ トワー クサー ビスの提供の

場 となっている。

また、郵便局、銀行等の各種金融機関のネッ トワー クについて も、各

支店等におけ る営業時間の延長、現金 自動支払機(CD)、 現 金 自動預け

払い機(ATM)の 稼働時間の延長(土 ・日曜に も夕刻 まで)な どがみ

られ、都市銀行 のATMで は土 ・日曜において も送金 の予約 ができるよ
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うになって きて いる。 このような各種金融機関のCD/ATMは 相互に

提携 ・接続㈹ されてお り、いつでもどこで も金融サー ビスが利用で きる

などのサー ビス体制が整えられるな ど、時間面をは じめ とした利用者の

生活の変化に対応 している。

一方、 クレジッ トカー ドの普及は、金融機関の休業 日あるいは営業時

間外で も、 また、海外 において も、 クレジッ トカー ド各社のデー タベー

スにア クセスす ることにより信用照会 が受けられ、後 日、指定金融機関

からの自動引落 しがなされるシステムが構築 されている。

また、こ うした情報通信 によるサー ビス提供 は、利用者の利便 ととも

に、金融機関の土曜閉店などにみ られ るように、労働時間の短縮に も貢

献す るものである。

この ように、生活の各方面におけ る時間あるいは空間 を超 えた利便性

の向上に情報通信が果 たす役割は大 きい。

イ キャッシュレス社会 と情報通信

キャッシュ レス時代 を支 えるクレジッ トカー ドは、消費者 自身が直接

ネッ トワー クに接触することはない ものの、 クレジッ トカー ドのネッ ト

ワー クを利用 しているという面 で情報通信 と深 くかかわってい る。

クレジッ トカー ドには、銀行系、信販系、デパー ト系、流通系等各種

のものがあ り、発行枚数につ いて も第2-1-50表 の とお り順調に伸び

てお り、元年3月 の累計発行枚数は1億4,000万 枚以上 となっている。こ

のようなクレジッ トカー ドの普及は、提供者側に とっては、顧客情報管

理の促進 という面か らもその効用には大 きい ものがある。

(注)3年4月 現 在 においては、都 市銀行、地方銀行、信託銀行、第2地 方銀行 、農

協 、信 用金庫 、信用組合 、労働金庫 の提携が行 われ てい る。ただ し、信 託銀行 に

っ いては都市 銀行 との提 携のみ であ り、 その他 の金融機 関 につ いては相互 に提

携 され てい る。
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第2-1-50表 ク レジ ッ トカー ド及 びテ レホ ンカー ドの 発行枚 数

(単位:万 枚)

年度 59 60 61 62 63 元

(累計)

ク
レ

ジ
ツ

ト
カ

1
ド

銀行系 2,198 2,620 2,926 3,343 3,685 4,746

信販系 2,561 3,095 3,563 4,008 4,478 5,089

流通系 1,362 1,691 2,136 2,461 2,720 3268,

石油系 352 366 283 320 255 235

一

メー カ系 428 419 290 394 431 550

中小小売商団体 441 445 446 445 460 474

その他 39 47 62 65 72 85

合 計 7,381 8,683 9,706 11,036 12,101 14,447

テ レ ホ ン カ ー ド 935 6,036 14,866 22,827 25,658 29,992 100,476

(財)金 融情 報 シ ステ ムセ ン ター資料 に よ り作成

(注)1.ク レジ ッ トカー ドの発 行枚 数 は以 下 に よ り算 定 した。
・銀行 系 は 、銀行 系 クレ ジッ トカー ド会 社 各 グルー プ 及び 地 銀バ ン クカー ド、

共 同 カー ドの合 計 で あ る。

・信 販系 は、 プ ロパ ー カー ド分 、 掲携 事 務代 行 カー ド分 を 含 む。

・流通系 は 、 自社 カー ド分 のみ であ る。

・石 油系 は 、サー ビ ス ・ス テー シ ョン発 行 の カー ドを含 む。

・メや 力系 は、電 気 メー カ系 、 自動車 メー カ系及 び 日立 クレ ジ ッ ト分 の合計

であ る。

・その他 は 、 ホテ ル、旅 行業 者 、航 空会 社 等の 自社 管理 カー ドを含 む 。

2.テ レホ ンカー ドは、 一般 カー ドのみ で 、デ ザ イ ンカー ドを含 め た元年 度 累計

は131,083万 枚 で ある。

3.ク レジ ッ トカー ドに つい ては3月 期 、 テ レ ホ ン ・カー ドにつ いては年 度 末値

で あ る。

また、プ リペ イ ドカー ドにつ いては、NTTに よるテレホ ンカー ドが

代表的なものであ るが、昭和57年 のカー ド式公衆電話の設置開始 に合 わ

せ て導入 され、元年度には約3億 枚(累 計で10億 枚以上)が 発行 されて

いる。郵政省が発行 してい る 「ふみカー ド」の発行枚数は、2年 度末累

計 で2,010万 枚 となってい る。

ウ 余暇志向 と情報通信

余暇 と情報通信 との関係 においては、旅行や観劇等 の空席状況のオン
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ラインによる照会や チケ ッ トの予約 といった面のほか、余暇 ・自由時間

の利用情報 を情報通信 メディアを通 じて入手 した り、生涯教育やパ ソコ

ン通信など情報通信の利用がその まま余暇の過ご し方 となるなど、今後、

かかわ りが深 くなるもの と考 えられ る。

郵政省の調査 による と、現在 の余暇活動に関する情報入手先 としては、

「テレビ」の70。7%が 圧倒的であ り、「新聞」58.6%、 「ロコ ミ」29.2%と 、

家庭 におけ る従来からの基本的情報 メデ ィアへの依存度が高 く、「雑誌 ・

専門誌」 といった専 門的なメディアは、 これ らの基本的情報 メディア を

補完す るメデ ィアとして利用 されている(45.8%)。

これに対 して、今後利用が増えると予想され る情報入手先 としては、

「テレビ」53.3%、 「新聞」26.7%、 「雑誌・専 門誌」37.7%と 、従来のメ

ディアの低 下 がみ られ る一方、「パ ソ コン通信」23.8%、 「カタロ グ」

23.6%、 「ダイレクトメール」20.1%、 「ビデオテックス」17.9%、 「CA

TV」14.6%と 、二み一 メディア等へ の期待度が平均 して高 くなってい

る(第2-1-51図 参照)。

工 家族構成 の多様化 と情報通信

高齢化の進展や核家族化 の進展に伴 う世帯構成員数 の減少や女性の社

会進出の進展等に より、従来の成年男子 を中心 とした構成か ら高齢者 と

女性の社会進出 を含んだ構成へ と家族構成の転換が進んでいる。 この結

果、家庭生活を維持 ・運営す るための、主に人によ り提供 されていた各

種サー ビスについて、各構成員への相対的な負担の増大がみられるよう

になってい る。その一 方で、生活の質の向上 を求めるニーズは強 く、 ま

たニーズ自体 も多様化するな ど、 きめ細かな対応が必要 になるもの と考

えられる。

家事 ・育児の代行 あるいは省力化サー ビス等の普及は、女性の社会進

出 を支 えている。人手にかか る作業を代行 させ るため、例 えばファジー
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第2-1-51図 楕報入手先の現状と今後の予想
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「家庭生活 と情報化 とのかかわりに関する調査研究」(郵政省)に より作成

理論応用の家庭電化製品の普及は、人手 との ギャップを埋め る意味にお

いて有用であった。また、単身者 あるいはDINKSと いった世帯に とっ

ても、留守番電話など不在 時対応サー ビス等への欲求が強 いもの と考 え

られ る。このような状況の下、今後 は、外出時において家 をコン トロー

ルで き、あ るいは家のセキュ リティー を確認 ・指示するこ とを可能 とす

るサー ビス等へのニー ズが高 まるものと考 えられる。

また、高齢化社会へ の対応 としては、医療関係の対応に最 もニー ズが

高 まるであろ う・従来は電話機 におけるシルバーホン等の個別機器での

対応がなされて きたが・今後は、在宅医療 システム といった総合的 なネ ッ



第1節 国民生活と情報通信 一225一

トワー ク型のサー ビス・システムの整備 が促進 されるもの と考 えられ る。

一方、生涯学習ニーズも高 まるこ とが予想される。現在既 に放送大学

にょる放送が一部地域 を対象 として実施 されてお り、レベルの高い学習

の機会 を広 く国民に提供す るためにも、現在、放送大学学園において、

全国展開への検討が進め られているところである。

今後、情報の地域間格差の是正 のうえか らも、各地 を結ぶネ ットワー

ク型のシステムの構築が必要である。現在、既 に一部大学においてマ イ

クロウェーブ回線等を利用 した講義等が導入 されているが、この ような

サービスに対す る期待が高まると考えられる(第2-1-52図 参照)。

その他、今後、サテライ ト・オフィスの導入が進めば、情報通信の果

たす役割は ます ます大 き くなると考えられる。情報通信機器の一般化に

より、例えば、家庭 で自治体等の各種公共的サー ビスが受け られ るなど、

家に居なが らにして各種 のサー ビスが受けられるシステムの進展が期待

できよう。現状 において も既に、 ホーム ・バ ンキング(金 融決済業務)、

ホーム・デ ィ7一リング(証 券売買業務)の 可能な端末機器の普及が始 まっ

てお り、プ ッシュホンに よる航空券予約などが一般化 している状況は、

今後の方向性 を示唆す るもの と考 え られ る。

オ 文化 ・教養への志 向と情報通信

情報通信 と文化 とのかかわ りにっいては、手紙文化、映像(放 送)文

化 といった情報通信その ものの持つ文化性のほか、ハ イビジョンによる

映像 ライブラ リーなど、文化 の保 存 ・伝達におけ る情報通信 メディアの

活用が最近注 目されている。郵政省においては、郵便友の会、シニア郵

便友の会の育成 を通 じ、手紙文化の振興 を図 っているところである。

また、情報通信は国内外の産業、文化の交流を進め るうえ で大 きな役

割を果た している。例 えば、海外 との文化交流 といった面においては、

オペ ラ、音楽会、又は海外の博物館の紹介番組 といった映像情報が随時
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第2-1-52図 信 州大学画 像情報 ネ ッ トワー ク図
(マイクロ無線回線図》

旭(松本市)

キヤンパス

本部、経

済学部地

西長野(長野市)

キヤンパス

〔教育掌部ユ

キヤンパス

〔農学部〕

(長野市)

若里キャンパス

〔工学部〕

常田(上 田市)

キヤンパ ス

〔繊維学部〕

「全国 テレコム風土記」(㈲ 電気通信振興 会)に よる

(注)一 部敷 設予定 も含む。

放映されるなど、普段か ら家に居なが らに して海外文化に触れることを

可能に しているほか、ふるさと小包、ふ るさと絵葉書 とい った媒体が効

果的に利用 されている。特に海外ふ るさと小包に関 しては、3年4月 か

ら海外 におけ る利用 も可能 となるな ど、国際的規模 において も我が国の
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ふ るさと文化の交流が なされ得 る状況 となっている。

今後は、情報通信の保存性、 あるいは リアルタイム性 といったあらゆ

る機能 ・特長 を生か し、.国 内外におけ る文化交流のために、 また、地域

を超えた学習のツール として、あ るいは我が国 と外 国との相互理解 を促

進す る手段 として貢献す ることが期待される。

力 国際花の進展 と情報通信

ここでは生活にかかわる社会情報の国際化の面について考察する。

2年 度における社会的 トピックス として記憶に新 しいのは、東西 ドイ

ツの統一 と湾岸戦争の勃発 であ り、ベ ル リンの壁の崩壊や多国籍軍のバ

グダッ ト空襲の模様 を伝えた衛星 中継は、生の世界情勢に家庭 レベルで

直接的に接触 し得た好例 として特徴的な出来事であった。映像 を介 した

このような国際情勢への接触状況は、後に出版物 として繰 り返 し接触す

る、あるいは歴史の記録 として保存 ・公開されることを含め、家庭 レベ

ルでの国際化の一例 であ る。郵政省の調査 において も、情報化 の進展に

伴い 「世界の動 きが居なが らに してわか る」 としている者が、男女差 ・

年代差な くほぼ5割 以上(平 均60.8%)あ り、「どちらか と言 うとそ う思

う」者 まで加 えると87.6%と 高率であったことはこれを裏付けている。

また、国際化 の進展によ り、海外生活に関する基礎情報の収集が家庭

レベルでのニーズ として も高 まってお り、 このような状況 において生の

情報 を視覚 的に入手で きる映像情報の効用は大き くなっている。

(3)今 後 におけ る課題

情報通信 の発展 は、家庭生活や個 人の ライフスタイルの変化 と深 くか

かわっている。 しか しこれまで、情報通信サー ビス等を提供す る側が一

般の利用者 の方を十分に向いていたとは言えない面がある。

例 えば、消費者の一般的 な高級化志向等 もあり、情報通信機器等の多

機能化の進展は 目覚 ましい ものがあ るが、郵政省の調査に よると、「最近
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第2-1-.53図 金 融機関 窓 ロでのCD/ATM利 用 率等

CD/ATMをCD/ATM窓 口が ほとん
無回答ほとんど利用する の利用が多い 半々 多い ど窓口

躰 374 189 136 93 1842.4

男性

'

362 19.1 12.3 9.8 19.9
1

2

i
! 』 、 、';1

2.6

女性 38,9 18.7 14.5 8.8 17.1 9

'0102030405060708090100

%

ワー プ ロが使 え るか パ ソコ ンが使 え るか

は い いい え 無回答 は い いい え 無回答

全 体 41.1% 55.2% 3.7% 23.3% 69.9% 6.8%

男 性 50.5% 46.2% 3.3% 32.8% 61.5% 5.7%

女 性 32.7% 63.5% 3.8% 14.9% 77.5% 7.5%

「家庭生活 と情報化 とのかかわ りに関する調査」(郵政省)に よ り作成

の電話機等の家電機器は多機能に なったが使 いこなせ ない」 と回答 した

者は、どち らか とい うとそう思 う者 も含め、男性で55.8%、 女性 で60.8%、

全体 では58.4%を 占めている。 このことか ら、今後は、提供 者、消費老

双方の意識の変化 も必要 になると考 えられる。

また、家庭 における情報通信機器や ネッ トワー クも多様化 している。

電話、テレビ、CATV、 キャプテン、ステレオ、ビデオ、あるいはファ

クシ ミリ等 と、更に複雑な もの となるこ とが予想され、それ ぞれの操作

性の向上が望 まれ るとともに、ネッ トワー クや接続形態におけ る融合化

の促 進が必要である と考 えられる。

情報通信機器への親密性 を、CD/ATMの 利用状況等でみてみ ると、
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郵政省の調査では第2-1-53図 の とお りとなっている。これによると、

CD/ATMな どの普及に より、簡易 な操作方法 を図示するようなもの

であれば、全体 の約7割 の者が利用 できる状況に なっている。また、女

性の社会進出の影響 もあって、 ワープ ロを使える者は全体 の約4割 を占

めるな ど、キーボー ドに慣れた者 も多 くなっている。

その他、情報化の進展によ り、新たな社会問題 の発生 の可能性 も生 じ

ている。郵政省の調査 によれば、将来不安 であ る事項について、「プ ライ

バ シーの侵害」81 .3%、 「コンピュー タ犯罪」80.8%、 「ネッ トワー クの

安全性」64.5%等 の結果が得 られてお り、このような点への配慮が今後

ます ます求め られ るもの と考 えられる。
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第2節 産業 と情報通信

近年の産業活動 において情報通信 は必要不 可欠 なもの となっでいる。

企業におけるその活用 目的 をみて も、経営戦略支援的な性格 を強めてい

るなど、産業分 野における情報通信 の位置付 けはます ます重要 なものに

な りつつある。

各企業 は個別 に、あるいは共 通の利害関係 を有す る複 数企業間等で

様 々なネ ッ トワー ク他)を構築 してお り、企業 間競争におけ る優位性 を得

る手段 としての活用 を図ってい る。金融の分野では、ネッ トワー クを通

じた内外の金融機関同士の相互提携が推進 される一方 で、競争 力強化に

向けた企業 内ネ ッ トワー クの整備が進め られ ている。製造業 においては、

従来から取 り組 まれ て きた製造部 門にお けるFA(FactoryAutoma・

tion)化 の普及に伴い、FAシ ステム間のネ ッ トワー ク化 が進むだけでな

く、設計、開発、生産管理 、販売管理 な ど経営全体 の効率化 を実現する

ためのCIM(ComputerIntegratedManufacturing)へ の取組が進め

られ、多様化す る市場ニー ズに対応す る多品種少量生産体制、最適在塵

管理体制な どの確立 を目指す動 きがみ られ る。 また、国際分業体制化象

推進するための国際通信ネ ッ トワー クも整備が進め られている。流通叢

においては、受発注等の取 引情報 をネ ッ トワー クシステムを使 って行 う

いわゆ るEDI(ElectronicDatalnterchange)の 利用が今後 ます ます

活発化 してい くもの と考え られ る。

この ような産業の各分野 における情報化の動 きは、同一業種 内におけ

(注)本 節 で扱 う 「ネ ッ トワー ク」につ いては、 原則 として デー タ通 信 を 目的 とした

もの を指 し、電話、フ ァ クシ ミリ等 の よ うに コン ピュー タ処 理 を行 わな い ものは

除 いて いる。
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る企業間の関係 を変化 させ るだけでな く、従来の業種 の枠を越 えた産業

活動 を生み出 し、産業構造 を変化 させ る要 因となっている。

また、金融機 関が構築 したネッ トワー クに よって稼働 しているCD/

ATMの 例にみ られるように、産業分 野の情報化は国民生活に も大 きな

影響 を与えてい る。

本節では、80年 代 におけ る産業分野の情報化 の動向及び現状について

概観 した後、情報化の進展 に伴 って産業分野及び国民生活に生 じている

様々な事 象につ いてみるとともに、 さらに情報化 を推進 してい くための

課題等について考察す る。

1産 業の情報化の動 向

(1)80年 代 におけ る産業の情報化の動向

ここでは、80年 代 における産業の情報化 に深いかかわ りのあった電気

通信分野の動 きにつ いて振 り返 る とともに、各種通信 回線や情報通信機

器等の装備状 況か ら産 業分 野全体 の情報化 の進展状 況について概観 す

る。

ア 産業の情報化 をとりま く電気通信分野の動 き

80年 代におけ る産業の情報化 の動 向について概観す る際、それ を支え

る電気通信の分野において制度面の大 きな変革があったことは見逃せ な

い(第2-2-1表 参照)。

昭和57年10月 の公衆電気通信法の一部改正によって、デー タ通信回線

の利用が より自由にで きるようになったこ と、並びに、いわゆる中小企

業VAN制 度が創設 された ことにより、ネッ トワー ク化 の動 きは一層促

進されていった。

さらに、昭和60年4月 の電気通信事業法等の施行 に伴い、すべてのデー

タ通信事業は第二種 電気通信事 業 として営むことが可能 とな り、いわゆ
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第2-2-1表80年 代 にお ける産 業の情 報化 にかかわ る電気通信 分野 の主 な動 き

制度面における動 き サ ー ビス 面に お け る動 き

昭和55年

56年

57年

58年

59年

60年

61年

62年

63年

平 成 元年

公衆電気通信法の一部改正

・メッセージ交換 を除 く業務処理型

データ通信の企業間接続の 自由化

・中小企業VAN制 度の創設

・電気通信事業法等の施行

・メッセー ジ交換 を含む全てのデー

タ通信事業は第二種電気通信事業

として営業可能

電気通信事業法の一部改正
一

・国際VANの 実現

第 一種 パ ケ ッ ト交換 サー ビス開 始

ファ ク シ ミ リ通信 網サ ー ビス開 始

高 速 デ ジタル 専用 線 サー ビス開 始

第二種 パ ケ ッ ト交換 サー ビス開 始

INSネ ッ ト64サ ー ビス開 始

INSネ ッ ト1500サ ー ビ ス開始

るVANサ ー ビスが事業 として発展するための制度が整った。

また、国際通信の分野において も、昭和62年4月 の電気通信事業法の

一部改正 によ り、国際通信法制 との整合性 を確 保 しつつ、第二種電気通

信事業者に よる国際VANサ ー ビスの提供が可能 となった。

イ 蓑 備面 にみる産業の情報化の動向'

80年代 には、産業分野におけ る情報通信に対す るニー ズにこた える形

で、パケ ッ ト交換サービスを皮切 りに高速デジタル専用線サー ビスやI

SDNサ ー ビス等、デー タ通信 システムのネ ッ トワー ク化 を促進 する新

しい電気通信 サー ビスが続々 と出現 し、情報化の進展 を一層加速 させて

い る。

デー タ通信 を主要 な用途 とする電気通信サー ビスにつ いて、80年 代に
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おける産業分 野の装備状況の推移 をみる と、就業者千人当た りの装備 回

線容量は、昭和55年 度の0.8kb/sか ら元年度には138.1kb/sへ と飛躍的

な伸びを示 している(第2-2-2図 参照)。

特に、昭和59年 度か ら昭和60年 度にかけての伸 びは著 しいが、これは

昭和59年 度にサー ビスが開始 された高速デジタル専用線サー ビスを各企

業が積極的に装備 したこ とが要因であ る。

一方、通信回線 と共にデータ通信に必要不可欠な コンピュータの装備

第2-2-2図 産業分 野に おけ る主 な通信 回線の装備 状況

就
業
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郵政 省 資料 、 「国 民経 済計 算年 報」(経 済 企画庁)に よ り作 成

(注)主 な通 信 回線 とは、こ こで は第一種 電 気通 信事 業 者の提 供 す る回線 交換 サー ビス・
パ ヶ ッ ト交 換サ ー ビ ス、一般 専 用サ ー ビ ス(符 号 品 目の み)、高速 デ ジ タル専用 線サ ー

ビ ス及 びISDNサ ー ビス を示 す。
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第2-2-3図 産業 分野 にお ける汎 用電子 計算機 の装備状 況
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「電子計算機納入下取調査」(通商産業省)、「国民経済計算年報」(経済企画庁〉により

作成 「

(注)1.装 備状況は、大型機、中型機、小型機及び超小型機の合計である。

2.昭 和63年 度については第1四 半期の装備状況である。

状況についてみ るため、通商産業省の 「電子計算機納 入下取調査」 を基

に、就業者千人当た りに対す る汎用電子計算機 の装備状況 をみる と、産

業分 野全体 では昭和55年 度の1.50台(金 額べ 一スでは7,080万 円)か ち昭

和163年度には6.47台(同!億6,610万 円)に 増加 している(第2-2-3

図参照)。

こ れを業種別にみ ると、台数べ一スでは、卸売 ・小売業 における伸び

が著 しく、昭和63年 度におけ る装備状況では精密機械器具製造業 ととも

に群 を抜 いている。金額べ一スでは、金融業におけ る装備状況が常に著

しく高い水準にあ り、電気機械器具製造業がこれに次 いでいる。 また、

金額ベー スにおける伸 びについてみ ると、運輸 ・通信業において昭和60

年度に対前年度伸び率186%と い う著 しい伸 びがみ られ るほかは、業種に

よる顕著 な差はみ られない。
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また、郵政省 で昭和60年 度以降毎年実施 している 「ネッ トワー ク化動

向調査」によって、全国の事業所の うちでネ ッ トワー クを利用 している

事業所の割合 を示す 「ネ ットワー ク普及率」の推移 をみ ると、昭和60年

度以降順調に伸びてお り、2年 度には前年度比3.0ポ イン ト増加 の16.6%

になっている(第2-2-4図 参照)。

(2)産 業分野 における情報化の現状

ここでは、「ネッ トワー ク化動向調査(2年 度調査)」(付 注2参 照)の

結果を基に、産業分野におけ る情報化の現状について概観する。

ア ネ ットワー クシステムにかかわる経費の状況

各企業のネ ッ トワー クシステムにかかわる経費の総額について、1社

の常用従業員(臨 時雇 ・外部か らの派遣員 を除 く)千 人当たりに対す る

支出額 でみ ると、全業種平均では8億5,400万 円 となっている(第2-

2-5図 参照)。
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第2-2-4図 ネ ッ トワーク普及率 の推移
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「ネ ッ トワー ク化 向調査 」(郵 政 省)に よ り作 成
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第2-2-5図 ネ ッ トワーク シス テムにか かわ る経 費の状 況
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ネッ トワー 情 報 通 信 ネッ トワー
ク設備関係 サー ビス利 クシステム
経費 用経費 にかかわ る

人件費その
他の経費

27.59

「ネットワー ク化動向調査(2年 度調査)」(郵 政省)に よ り作成

(注)1.ネ ットワー クシステムにかかわる経費は、各企業が元年度に常用従業員(臨 時

雇 ・外部からの派遣貝は除 く。)千人当た りに対して支出した金額 を業種別に平均

した数値である。

2.ネ ッ トワー ク設備関係経費は、 コンピュータ、端末機器、交換機(PBXを 含

む。)、多重化装置及びLAN等 の設備 に対す る減価償却費、 レンタル・リース料及

び保守料 を示す。

3.情 報通信サー ビス利用経費は、第一種電気通信事業者の通信回線に対する利用

料(デ ータ通信利用分のみ)及 び第二種電気通信事業者の提供す るサー ビスに対

する利用料を示す。

4.ネ ッ トワー クシステムにかかわる人件費その他の経費は、ネ ットワー クシステ

ムにかかわる部門の従業貝に対する給与、外部人件費、ソフ トウェア委託開発費・

購入費・使用料及びその他の費用(情 報通信 にかかわる電力料、消耗 品費、補修費、

管理費用等)を 示す。

5.サ ー ビス業の数値は、電気通信業、情報サー ビス業、放送業 を除いた業種の平

均値である。
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その内訳 をみる と、 コンピュー タや交換機等の設備に対する減価償却

費、レンタル ・リース料及び保守料等に支出 したネッ トワー ク設備関係

経費が4億7,800万 円(総 額の56.0%)、 電気通信事業者の提供す るサー

ビスに対す る利用料 として支 出 した情報通信サー ビス利用経費が7 ,900

万円(総 額の9.2%)、 ネ ッ トワー クシステムにかかわる人件費その他の

経費が2億9,700万 円(総 額 の34.8%)と なってい る。

また、業種別平均 でみ ると金融 ・保険業が群 を抜いて高 く、常用従業

員千人当た りの総経費で27億5,900万 円 を支 出 してお り、卸売業 の9億

3,500万 円がこれに続 いている。

また、経 費総額に占める各経費の比率にっ いてみると、ネッ トワー ク

設備関係経 費の比率が最 も高いのが卸売業で、総額の約70.2%を 占めて

いるが、その要 因は コンピュー タや交換機等の設備に対するレンタル ・

リース料 に支 出している比率が高い(総 経費の58.5%)こ とによる もの

である。一方、ネ ッ トワー ク設備関係経費の比率が最 も低いのが小売業

(総経費の30.2%)で ある。

イ ネッ トワー クシステムにかかわ る人員の状況

各企業のネ ットワー クシステムにかかわる人貝数につ いてみると、1

社の常用従業員数(臨 時雇 ・外部か らの派遣員 を除 く)千 人当た りに対

して、全業種平均では31.64人 となっている(第2-2-6図 参照)。

その内訳 をみ ると、内部人員(常 用従業員)数 が14.32人(所 要人員数

の36.5%)で あるのに対 して、人材派遣及び業務の外注等による外部人

員数は17,32人(所 要人員数 の44.2%)と なっている。 また、要員の不足

数は7.56人 であ り、所要 人員数に対す る不足率 は19.3%と なっている。

業種別平均 でみる と、金融 ・保 険業におけ る人貝数が内部人員、'外部

人員 ともに全業種 中最 も多 く、総数で73.84人 となっている。特 に外部人

員の比率が所要人員数 の57.6%と 全業種 中最 も高 く、業務の外部化が進
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第2-2-6図 ネ ッ トワー クシステ ムにかかわ る人 員の状 況
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「ネ ッ トワー ク化動 向調査(2年 度 調査)」(郵 政 省)に よ り作 成

(注)1.ネ ッ トワー クシス テム にか かわ る人 員 は、各 企業 の2年10月1日 現在 の 常用 従

業 貝数(臨 時 雇 ・外部 か らの 派遣 貝 は除 く。)千人 当た りに 対す る人員数 を業種 別

に平均 した数 値 であ る。

2.ネ ッ トワー クシス テム にかか わ る従 業 員数 は 、常 用従 業貝(臨 時雇 ・外 部 か らの

派 遣員 を除 く。)のうち、 ネ ッ トワー クシ ステ ムに かか わ る業 務 に従 事 す る人貝 数

を示す 。

3.ネ ッ トワー クシス テム にかか わ る外部 要 員数 は、 ネ ッ トワー クシ ステム にか か

わ る業務 に対 して他 の 企業 か ら人材 派遣 を受 け て いる場合 及 び他 の 企業 に 外注 し

い る場合 にそ の要員 数 の合 計 を示す 。

4.ネ ッ トワー クシス テム にかか わ る不 足要 員数 は、 ネ ッ トワー クシ ステム にか か

わ る業務 に 対 して、 従事 す る要 貝数 と外 部 要貝数 を合 わせ て もなお 不足 して い る

人数 を示す。'

5,ネ ッ トワー ク システ ム にかか わ る業務 とは、 こ こでは 企画 ・設計 、プ ログ ラ ミ

ング、 試験 ・運 用 ・保 守 及 び管理 部 門等 の業 務 を示 す。

6.サ ー ビス業 の数 値 は、 電気 通信 業 、情 報サ ー ビス業、放 送 業 を除 い た業種 の平

均値 で あ る。
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展 していることがわか る。

また、業種別 に所要人員に対す る不 足率 をみ ると、金融 ・保 険業 が

13.5%で 最 も低 いのに対 し、情報通信関係の人材不足が最 も深刻な状況

にあるのが卸売業 で、不足率 は28.5%と なっている。

ウ 情報通信 サー ビスの利用状 況

ここでは、第二種電気通信事業者の情報通信サー ビス利用の現状等に

ついて概観す る。

(業種別にみる利用状況)

第二種電気通信事業者の提供 する情報通信サー ビスの利用の有無につ

いてみ ると、従業員千人未満の企業では 「現在利用 している」が全業種

平均で16.8%と2割 に満 たないのに対 し、従業員千 人以上 の企業 では

55.1%と 過半数の企業が利用 してお り、企業規模によって利用状況に大

きな開 きがみ られ る(第2-2-7図 参照)。

業種別にみる と、"規模 の大小にかかわ らず最 も利用企業の比率が高い

のが卸売業であ り、特に従業員千人以上の企業では8割 を超 える企業が

利用 している。一方、小売業では規模の大小にかかわらず利用企業の比

率が低 くなってお り、流通分野におけ るVAN利 用の格差がみ られる。

製造業 についてみると、素材型製造業では、従業員千人以上の企業 では

8割 近 くが利用 してい るのに対 して、千人未満の企業では利用の比率 は

約1割 にとどまってい る。一方、加工型製造業では規模 の大小 にかかわ

らず利用企業の比率は高い。

また、建設業 においては規模 の大小にかかわらず利用比率が低 くなっ

ている。

(サー ビス種類別利用状況)

現在既に第二種電気通信事業者の提供する情報通信サー ビスを利用 し

ている企業 を対象 として、サー ビス種類別に利用状況につ いてみ る。
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第2-2-7図 第=種 電気通信 事業 者の情報通 信 サー ビス利 用状況
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比率%比 率%

(従業貝千人以上 の企業)(従 業員千人未満 の企業)

「ネ ッ トワー ク化 動 向調査(2年 度調 査)」(郵 政省)に よ り作 成

(注)サ ー ビス業 の 数値 は、 電気 通信 業、 情報 サー ビス 業、放 送 業 を除 いた 比率 であ る。
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専用回線 リセールサー ビスを利用 している企業 の比率が従業員規模に

かか わらず最 も高 く、約8割 に達 しているのに対 し、他 のサー ビスを利

用 してい る企業 の比率 はいずれ も5割 に満 た ない(第2-2-8図 参

照)。

また、回線交換サー ビス及びオンライン リアルタイム処理サー ビスに

っいては従業員千人未満の企業における利用比率が比較的高 く、オンラ

インデー タベー スサー ビスについては反対に従業貝千人以上の企業にお

け る利用比率が比較 的高 くなっているな ど、従業員規模 に よって利用動
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第2-2-8図 第 二 種 電 気 通 信 事 業 者 の 情 報 通 信 サ ー ビス 利 用 状 況

(サ ー ビス 種 類 別)

利用 している 利用 していない

専用回線 リセール
サー ビス

回線交換 サー ビス

パ ケット交換サー
ビス

ファ クシ ミリ伝送
サービス

パソコン通僧サー
ビス

ファイル転送サー
ビス、

オンライ ンデー タ
ペースサーピス

ォンライン リアル
タイム処理サービス 0-000-00

比率1%比 率%(従業員千人以上
の企業)(従 業貝千人未満の企業)

「ネ ッ トワー ク化 動 向調 査(2年 度調 査)」(郵 政 省)に よ り作成

(注)1.電 気通信 業 、情 報サ ー ビ ス業、 放送 業 を除 いた集 計 であ る。
2.国 内サー ビス に限定 した利用 比率 で あ る。
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向に差のあるサー ビスがみ られ、VANの サー ビス種類に対す るニー ズ

には企業規模 による違いのあるこ とがわかる。

(第二種電気通信事業者のサー ビスを利用する理 由)

利用 している理由につ いてみ ると、「自営ネッ トワー クを構築するより

コス ト面で有利 である」 ことが最大の理由であ り、従業員千 人未満の企

業では約8割 、律業員千人以上の企業では約9割 の企業が理由 として挙

げている(第2-2-9図 参照)。

また、「関係会社 で利用 している」については、従業員千人未満の企業

における第2位 の理由 となってお り、比較的小規模 な企業における業務

上の取引手段 としてVANが 重要 な位置 を占めつつあることが うかがわ

れる。一方、「自営ネ ッ トワー クを構築 ・維持す る要員の確保が困難 であ

る」こ とを理由 として挙げてい る企業の比率は従業員千人以上の企業の
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第2-2-9図 第二 種電気通 信事 業者の情報 通信
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「ネ ッ トワー ク化 動 向調査(2年 度 調 査)」(郵 政省)に よ り作 成

(注)電 気 通信 業 、情 報サ ー ビ ス業 、 放送 業 を除 い た集計 で あ る。

方が高 く、ネ ットワー クの規模の拡大 に伴 う人材不足の解決手段 として

の利用意向が うかがわれ る。

2産 業の情報化 と企業行動の変化

前項でみたよ うに・産業分野全体におけ る情報化 は装備面において順

調 に進展 して二いる一方 で、経費や 人員、情報通信サー ビスの利用状況等
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にみ られる企業 の情報化の動向は業種や企業規模によって多様化 してい

る。

また、国民生活 と情報通信 との密接 なかかわ りについては前節で概観

したところであ るが、両者の関係 を考察する場合に、国民生活 と産業分

野の情報化 とのかかわ りという観点は見逃せない。

ここでは、郵政省の実施 した企業の情報化に関するヒア リング調査及

びネッ トワー ク化動 向調査の結果 を基に、産業分野 におけ る情報通信

ネットワー クの役割について概観 した後、産業の情報化が国民生活に及

ぼ している影響並 びに企業の情報化の進展に伴 って産業分野に生 じてい

る様々な変化につ いて考察す る。

(1)産 業分野 における情報通信ネッ トワークの役割

ア 産業分野 におけ る情報通信ネ ッ トワー ク

現在、産業分野では多様 なネ ッ トワー クが構築 され、様々な業務に利

用 されている。

ここでは、 ヒア リング調査の結果を基に、金融 ・保険業、製造業、卸

売 ・小売業、サー ビス業等において構築 されているネ ットワー クの特徴

等について考察す る。

(ア)金 融機関のネッ トワー ク

前項でみたように、金融 ・保険業については様々な側面におけ る情報

化が顕著であ り、ネ ッ トワー クも多様に構築 されている。金融機関の情

報化の推移について概観 してみ ると、他の分野に比べ て比較的早 い段階

からその取組が進め られている。金融機関内部 の単科 目のコンピュー タ

処理が進め られた第1次 オンライン化、金融機関の主要勘定業務の連動

処理及び金融機関相互 間のネッ トワー ク化が進め られ た第2次 オンライ

ン化 を経て、現在、勘 定系、情報系、国際系、資金 ・証券系、対外接続

等の各サブシステムを有機的に結合 した第3次 オンライン化時代 を迎 え
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ている(第2-2-10図 参照)。

金融機関のネッ トワー クについ.ては、金融機関内部 で構築 され る不 ッ

トワー クのほか、大 きくは国内の金融機関相互間のネッ トワー ク、顧客

との間のネ ッ トワー 久 海外 と結ぶネ ッ トワー ク等に扮 けてみるrと が

で きる。

(金融機関相互間の ネ ッ トワー ク)

金融機関相互間 を結ぶネ ットワー クとしては、全国銀行 デー タ通信シ

第2-2-10図 第3次 オ ンライ ン化 の概要
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ステム 似 下 「全銀システム」 という。)、日本銀行 ネ ッ トワー クシステ

ム(以 下 「日銀 ネッ ト」という。)、CD/ATMの ネ ットワー ク等があ

る。

全銀 システムは、内国為替制度の加盟銀行間で為替業務 を正確かつ迅

速に処理す るためのネッ トワー クであ り、昭和48年 に稼働 を開始 してい

る。財団法人金融情報 システムセンター資料によれば、元年度末現在、

4,846行 、43,769店 舗 と、全国の民間の金融機関のほ とん どが加盟 してい

る(第2-2-11表 参照)。

日銀ネッ トは、 日本銀行 が構築 して運営 している民間金融機関 との間

の取引等 を処理するネ ットワー クであ り、昭和63年 に稼働 を開始 してい

る(第2-2-12図 参照)。

日本銀行資料によれば、 日銀 ネットの利用先は、当座預金 システムの

みであった稼働開始時の332先 か ら、外為 円決済システム、国債 システム

と、順次対象業務が拡大 されたこ ともあ り、2年12月 末現在で448先 と増

第2-2-11表 全 国 銀行デ ータ通信 シ ステムの利用状況

年 度
取扱加盟店の銀行数及び店舗数

取 扱 件 数
銀 行 数 店 舗 数

58年 700 20,860 307,214

59年 5,471 40,563 344,028

60年 5,422 41,281 385,681

61年 5,366 41,697 419,992

62年 5,2ア1 42,549

1

467,036

63年 5,065 43,149 525,521

元年 4,846 43,769 588,071

(財 〉金融 情報 シス テムセ ン ター 資料 に よる

(注)1,他 行為 替 取 引の うち為 替通 知 の送達 に 全銀 シ ステム を利用 した為 替取 引 及び 資

金 決裁 のみ を全 銀 シ ステム を利 用 して行 う取 引 に係 る計数 で あ る。

2.昭 和59年8月13日 よ り信組 、農協 、 労 金が新 規加 盟 とな っ た。
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加 して い る。

ま た くCD/ATMの ネ ッ トワー クに つ い て は 、 端 末 の 導 入 が 進 め ら

れ て い る だ け で な く、 業 態 内 及 び 業 態 間 で そ の ネ ッ トワ ー ク の 提 携 が 進

め られ て お り、2年 か ら は 全 国 的 な業 態 間CDオ ン ラ イ ン 提 携 と して 、

「全 国 キ ャ ッ シ ュ サ ー ビ ス(MICS:MultiIntegratedCashService)」

が 開 始 さ れ て い る(第2-2-13表 参 照)。

第2-2-12図 日銀 ネ ッ トのシ ステム構成

日銀ネ ット電算セ ンタ

対外 コンピュー タ接続 システム

予備回線iパ ケ ット交換
(オプ ション月 回線

o利 用先

(東京地 区以外)
○日本銀行支店

「日本銀 行 月 報(1991.2)」 に よ り作 成

予備回線1専 用回線(帯域
品 目)(オプ ション)!

○利用先

(東京地 区)

構内屈線

○ 日本録行本店

(業務局)
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第2-2-13表 金 融機関 にお ける業 態別CDオ ンライン提 携状況

(元年度末現在)

機 関
名 称

開 始

年 月

参 加
金 融
機関数

国 内

店舗数

CD/ATM
設置店舗数(
設置店率)

CD/ATM

設 置台数
(1か 店台数)

都市銀行 BANCS

(都銀 キャ ッシ ュサ ー ビス)
59.ユ 13 3,414

3,405

99.7%

19,724

5.8

地方銀行 ACS

(地 銀CD全 国 ネ ッ トサ「

ビ ス)

(全国 カー ドサー ビス)

55.10 64 7,523
7,379

98.1%

20,681

2.8

信託銀行 SOCS

(信 託 銀 行 オ ン ラ イ ン

キ ャ ッシュサ ー ビ ス)

58.4 7 382
381

99.7%

906

2.4

第二地銀

協加盟行

SCS

(第 二 地 銀 協CD全 国 ネ ッ

トサ ー ビ ス)

55.10 68 4,626
4,581

99』%

8,290

1.8

信用金庫 SNCS

(し ん き ん ネ ッ ト キ ャ ッ

シュ サー ビ ス)

55.11 458 7,936
7,789

98.1%

11,915

L5

信用組合 SANCS

(信 組 オー ル ネ ッ ト キャ ッ

シュサ ー ビス)

62.4 414 2,505
2,000

79.8%

2,166

1.1

労働金庫 ROCS

(労 働 金 庫 オ ン ラ イ ン

キャ ッ シュサー ビス)

59.4 47 646
640

99.1%

1,406

2.2

農 協 全国 農協 貯金 ネ ッ トサー ビ

ス
59.3 3,768 15,851

9,841

62.1%

10β40

1.1

都市銀行

地方銀行

第二地銀

NCS(日 本 キ ャ ッシュサ ー

ビス〉

都銀13行 、地 銀23行

第二 地銀 協加 盟17行

50.11 52 一

394

(認 置箇所)
一

404

(CDの み)
一

(参 考) 郵 便 貯 金 オン ラ インサー ビ

ス 53.8 『 一

13,481

(2年 度末

現在)

14,811

(2年 度 末

現 在)

郵政 省 、農林 水産 省 、飼 金融 情 報 シ ステム セ ン ター 資料 に よ り作 成

(注)信 用 組合 、 農協 の一 部 は未参 加。 農協 に は、 県信 連 を含 む。
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¢海鐡 毒結ぶネ ッ トワー ク)

海外 と結ぶネ ッ トワー クとしては、1973年 に設立され、国際間の資金

決済のための銀行 間の情報伝達 に利用 されているSWIFT(Society

forWorldwideInterbankFinancialTelecommunication)が あ る。1990

年9月 末現在、73か 国、1,618行 で稼働 しているが、我が国は昭和51年 に

加盟、昭和56年 に稼働、2年9月 末現在 の我が国におけ る参加銀行数は

174行 、そのうち邦銀加盟行は106行 となってい る(第2-2-14表 参照)。

纈 客 との間のネ ットワー ク)

前項でみたよ うに、昭和57年 の 「公衆電気通信法」の改正等 により、

金融機関 と企業の間のオンライン ・デー タ伝送が可能 となったこ となど

を背景 に、銀行 と企業の コンピュー タ又は端末 を通信 回線で結 び、資金

の移動や残高照会等の各種 デー タのや りとりを行 うファームバ ンキング

が積極的に推進されている。 ファームバ ンキングは、銀行に とって も企

第2-2-14表SWIFTシ ス テム利用状 況

年

日 本 SWIFT全 体

参加銀行数
総送信件数

(千件)

1日 平均
送信量

(干件)

総受信件数

(千件)
参加国数

総送信件数

(千件)

57年 81 1,572 6.0 1,913 32 80,039

58年 89 2,462 9.3 2,998 37 104,672

59年 98 3,389 12.8 4.0791 39 129,954

60年 111 4,494 17.0 5,182 46 157,226

61年 126 6,561 24.9 7,191 51 192,015

62年 138 8,521 32.3 9,199 56 222β32

63年 144 ユ0,274 38.9 10,695 60 255,143

元 年 168 13,261 50.2 13,612 71 306,794

醐 金 融情 報 システ ムセ ン ター 資料 に よ る

(注)1日 平 均送 信 量は 、1か 月 を22営 業 日 とみ な して算 出。
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業 との取引関係の強化や手数料収入の増加につながるとい う利点がある

一方、企業に とっても種々のデー タの入手が容易 となり、経理事務の合

理化、資金の効率的運用が可能 となって くるとい うメリッ トがある。最

近 の動向 としては、低価格の専用端末の出現や、他のサー ビスとの組合

せ等、企業のニーズにこたえる動 きも活発である。

一方、銀行の コンピュー タと家庭に設置 され た端末 を通信 回線で結ぶ

ことに より、家庭にいなが らに して預金の残高照会や振込 ・振替等 を行

うことがで きるホームバンキングについては、ビデオテ ックス端末を利

用 したサー ビスが昭和59年 に開始 され、元年度か らは家庭用 のテ レビ

ゲー ム機やワー ドプロセ ッサ等の端末 を使用 したサー ビス も開始 され、

今後の動向が注目され ている。

また、銀行の コンピュー タと小売店 などに設置 した企業の端末 とを通

信回線で接続 し、 キャッシュカー ドを利用 して販売代金 を顧客の 口座か

ら即時に引落 として企業の 口座に入金するシステムである銀行POSの

ネッ トワー クにつ いては、利用者にとっては現金 を持 たずに買い物がで

きるとい う利点があ'り、 その導入が進みつつある。

(イ)製 品開発のためのネ ッ トワー ク

消費者の嗜好の多様化 によ り、製造業においては従前に も増 してその

変化 を的確に把握 し、 これに合致 した製品を迅速に開発することが求め

られている。電子計算機製造業者のA社 では、世界各地に開発拠点を展

開 しているが、 自社 で構築 した電子 メール網 を利用 して各国の任意の事

業所 と製品開発 にかかわ る情報等 をや りとりしているほか、 このネ ッ ト

ワー クを通 じて、デー タベース化された最新 め技術動向等各種の情報を

共有するこ とな どにより、「世界各地の市場の動 きをに らんだ製品開発が

可能 となっている。」(A社)ヒ とを指摘 している。

(ウ)受 発注のためのネ ッ トワー ク
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消費者に商品を提供す る製造業 及び卸売 ・小 売業 に とっては、多様化

す る消費者のニー ズにこたえることが重要 な課題 となっている。 これら

の業種では商品の受発注 を主 目的 とした多様 なネッ トワー クを構築 し、

積極的に利用 している。 これらのネッ トワー クを構築主体に よって分類

し、その構成や特徴 についてみてみ る。

(製造業者を構築主体 としたネッ トワー ク)

製造業の分野では、製造業者 と卸売業者、あるいは製造業者 と小売業者を

結んでいるネッ トワー クがみ られ る。 これ らのネ ッ トワー クには、製造

業者が1杜 で構築するネ ッ トワー クと、いわゆる業界VANと 呼ばれる

ような複数業者間で構築す るネ ッ トワー ク等が ある(第2-2-15図 参

照)。

また、製造業においては、鞘 費者の嗜好に対応す るために製 品数が増

加 し、 これに伴 って部 品点数 も飛躍的に増加 してい るこ とか ら、部品製

造業者への発注及 び販売店か らの受注処理 を目的 としたネッ トワー クを

構築 し、活用 している事例が 多 くみられる。 自動車製造業者のB社 及び

C社 では、この ようなネッ トワー クの活用 により、「部品調達 に要す る時

第2-2-15図 業界VANの 構 成例
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間力糎 縮化 し、販売店か らの受注への対応に も採 軟性か向上 し、消費者

の好みにあった製品を幅広 く提供することが可能になった。」(B社 及び

C社)と い う鋤 果 を指摘 じている。

(小売業者や卸売業者 を構築主体 としたネ ッ トワー ク)

小売業者 を構築主体 としたネ ッ トワー クの例 としては、いわゆるコン

ビニエンス ・ス トアのフランチャイズ ーチェー ン等において、その本部

と契約業者 とを結ぶネ ットワー クがみ られる(第2-2-16図 参照)。

また、小売業者同士、あ るいは卸売業者 も含めた小売業者間の提携に

よるいわゆるボ ランタリー ・チェー ン等において も、その本部 と加盟業

者 とを結ぶネ ットワー クがみられる。

一方、卸売業者 を構築主体 としたネッ トワー クの例 としては、大手の

製造業者や地域外の大手の卸売業者のネ ッ トワー クに対抗 して、地域の

卸売業者 を主体 として構築 されるネ ッ トワー クがあ る。 これ らは、複数

の卸売業者がVAN会 社の協力を得て運営す るネッ トワー クで、一般的

第2-2-16図 コ ン ビニ エ ン ス ・ス トア の フ ラ ンチ ャ イ ズ ・チ ェー ン に み られ る

ネ ッ トワー ク構 成 例
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には地域VANと 呼ばれている。

これ らのネ ッ トワー クの中には、POS等 を積極的に取 り入れ、活用

している例 もみ られる。いわゆ るコンビニエ ンス ・ス トアのフ ランチャ

イズ ・チェーンの本部であ るD社 では、小売店の店舗に商品発注の専用

端末 を設置 し、商品の発 注情報を本部 に送信す るネッ トワー クを自社 で

構築 して いるが、本部では同時にいわゆ るPOS情 報 を収集 ・分析 して

その結果 を小売店に提供 してお り、「売れ筋商品・死に筋商品の把握 とそ

れに即 し桑迅速 な品揃え新可能になった。」(D社)こ とを指摘 している。

また、いわゆる地域VANを 運営す るE連 盟やF社 で も、卸売業者 と小

売業者 の間に構築 したネッ トワー クに よって同様 の鰍 を目指 してい

る。

(エ)在 庫照会や予約のためのネ ットワー ク

商 品在庫 の照会や商 品の予約等 を主 な嘗:酌として構築 され るネット

ワー クにつ いて も多 くの例がみ られる。旅行業や航空会社 においては、

各種旅行情報の提供、宿泊施 設の予約、航空券の発券等 を飼駒 としたネッ

トワー クが数多 く構築 されてお り、倉庫業や道路貨物運送業においては、

荷主か らの問合せ に対 して即時 に応答す るこ とを泪的 としたネ ットワー

クの例がみられ る。

これ らのネ ッ トワー クにつ いては、旅行業 にお け る本店 と支店間の

ネ ッ トワー クの ように企業 内で構築 される場合 と、倉庫業や道路貨物運

送業 における荷主 と業者間のネッ トワー クの ように企業 間で構築 される

場合に分 け られ る。

いわゆ るフランチャイズ ・チェ7ン の展開 を進め るホテル業G社 の系

列では、VANサ ー ビスを利用 して予約 システムを構築 してお り、空室

情報 を共有す るこ とに よ り任意 の系列店相互間の予約 を可能 としてい・

る。
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イ 産業分野におけ るネ ッ トワー ク化職 鎌

産業分野において構築 されている様々な形態のネッ トワー クの例につ

いてみてきたが、ここでは、ネッ トワー ク化動向調査 の結果から、企業

が実感 しているネ ットワー ク化の効果について概観す る。

ネッ トワー クを利用する立場か らみた効果 として企業が最 も実感 して

いるのは 「事務処理 ・業務処理④迅速侮 」であ り、全体 の約8割 の企業

が回答 として挙げている(第2-2-17図 参照)。

第2-2-17図 ネ ッ トワー クの利 用 によ る効果(利 用 上の立場)
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1.利 用す る立場 か らみ た効 果 として1社 当 た り主要 な3項 目に 回答 した結 果 で

2.電 気通 信業 、情 報サ ー ビ ス業、放 送 業 を除 いた集 計 であ る。
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また・ 「事務処理 ・業務処理囎 劣化」、「事務処理 ・業務処理 の正石翻 射

が これに続いてお り、「顧客サー ビスの改善 ・充実」や 「サー ビス地域の

拡大 ・サー ビス時間の延長」 よ りもその効果 を高 く評価 してい る。

一方、企業の管理上 の立場 か らみたネッ トワー クの効果 としては、「企

業競争力の強化」が最大 で、企業規模別 にみて も、従業員千人以上の企

業 の約7割 、従業員千 人未満の企業の約6割 が回答 として挙 げている。

これに続 く効果 は 「顧客の確保 ・取 引の拡大」であ り、従業員規模にか

かわらず6割 近 い企業が回答 している(第2-2-18図 参照)。

第2-2-18図 ネッ トワー クの利 用に よる効果(管 理上 の立場)
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「ネ ッ トワー ク化動 向調査(2年 度調査)」(郵 政 省)に よ り作成

(注)矯 罪する蝪 か らみた効果 として1杜 … 主要・ ・項 ・・回答 ・た結果で

2・ 電気 通信 業 ・情 報サ ー ビス業 、放 送 業 を除 い た集計 で あ る
。
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(2)産 業の情報化 と国民生活

事例 によってみてきたように、産業分 野において構築 ・利用されてい

るネッ トワー クは、国民生活にも様々 な局面で影響 を及ぼ している。前

節でもみたように、金融の分野 で構築 されているCD/ATMの ネ ッ ト

ワー クは国民生 活にとって必要不可欠の もの となっている。 また、製造

業の分野で構築 されたネッ トワー クは、消費者である国民の多様化する

ニーズにこたえた多品種少量生産 への対応に大 きく貢献 しているほか
、

流通の分野におけ るネッ トワー クは受発注処理 の迅速化、在庫の最適化

等 を実現す るこ とによ り、同時に消費者である国民に対 しても商品入手

機会の拡大 というメリッ トをもたらしている。

さらに、新 しいネ ッ トワー クも構築 され るようになって きている。学

校法人Hで は、通信衛星 を利用 した全国的なネ ッ トワー クを構築す るこ

とによ り、その同報性 を生か して授業 を全国に映像 で配信 するサー ビス

を提供 している。

また、産業分野の情報化 の進展は、一方では国民生活に弊 害 を及ぼす

可能性 もは らんでいる。

ネッ トワー ク化の進展に伴 い、産業分野において も個人に関す る情報

が蓄積 されてお り、その漏洩や 目的外の使用等に よるプライバ シー侵害

の危険性が増大 してきている。行政機関の保有す る個人情報につ いては

「行政機関の保有 する電子計算機処理 に係 る個 人情報の保護 に関する法

律」の制定によ り手当てが なされているものの、民間の企業等の蓄積す

る個 人情報の保護 については、従来、個別の企業や業界の 自主規制 に委

ねられていた。現在、民間企業等の保有す る個 人情報の保護についても、

それぞれの関係省庁において検 討が進め られているが、産業分野の情報

化 と国民生活にかかわる重要な課題である。

また、ネ ッ トワー クシステムの大規模化 ・複雑化に伴 い、事故 ・災害
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等によるその機能の停止は、産業活動 に重大 な危機 を及ぼすだけでな く・

国民生活 にも様 々な局面において直接弊害 を与え ることになる・2年8

月に二凶一 ヨー クで発生 した停電によ り、多 くの証券会社 において コン

ピュータ端末が使用不能 とな り、証券取引が麻痺 した事故等にその例を

みることがで きる。 この ように、金融分野 をは じめ とした産業の各分野

においてネッ トワー クの安全性 ・信煩 性の確保が重要 な課題 となってい

る。

(3)産 業分野の情報化 と企業行動の変化

産業の情報化の進 展に伴い、従来の業種や企業の枠 を越 えた活動を企

業が行 うようになるいわゆ る業際化や、下請企業 として位置付 けられて

いた企業 と親会社 との聞の関係 が変化す るな ど、企業 間の関係 にも変化

が生 じている事例がみ られ る。

(同業者間の連携)

製造業の分野において、競争関係にある企業 が、共 通のネ ッ トワー ク

を構築 し、利用す るこ とに よって連携 してい る例が ある。例 えば、 日用

雑貨品製造業者が共同で設 立 しているいわゆるVAN運 営会社である1

社の場合、複数の 日用雑貨 品製造業者が共通の卸売業者か らの受注 を行

うために共同のネッ トワー クを構築す るこ とに よりその構築費用を低減

する とい うね らいがあ り、卸売業者の側か らみて も発注のための端末を

共通化で きるとい う利点がある。この例 においては、「日用雑貨品以外の

製造業者の参加 も増 えつ つあ り、ネ ッ トワー クに一 層の 厚みが でてき

た。」(1社)と い うように、企業間の連携が拡大す る動 きもみ られ る。

また、金融の分野において同業者間がネ ッ トワー ク化 を通 じて連携 し

てい る例 として、いわゆる地域金融VANが 挙げ られ る。 これは、企業

における売上代 金回収の迅速化 と支払事務 の合理化等のニー ズに対応 し

ようとするものであ り、地域の金融機関が共同 し、VAN機 能 を利用 し
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て売上代金回収 の代行等 を実施 するものである。 この動 きの背景 には、

顧客 との取引関係の強化のね らいのほか、共同でネッ トワー クを構築す

るこ とによる設備投資負担の低減のね らいがあ り、数地域 で展開されて

いる。

(異業種間の競争)

従来は競争関係になかった企業が他の分野に進 出し、新 たな競争関係

が生み出されている現象にネ ッ トワー ク化が大 きくかかわっている事例

がみ られ る。 いわゆるコンビニエ ンス・ス トアのフランチャイズ・チェー

ンのD社 では、受発注 を 目的 として加盟 店 との間に構築 されたネ ッ ト

ワー クを利用 して、従来、金融機関で行 われている電気通信料金等の公

共料金の収納代行業務 を開始 した。また、「今後 もネ ットワー クを利用 し

て各種 のサービス を展開 してい く計画がある。」(D社)と いうように、

ネッ トワー クの利用に よる異業種間の競争関係 はさらに広が りをみせ る

もの と考え られ る。

(企業の体質の変化)

情報化の推進 によ り従来の下請的な位置付 けか らの脱却が図 られた例

もみ られ る。繊維染色業のJ社 では、従来、大手の原糸製造業者か らの受

託 を中心に業務 を行 っていたが、受発注ネ ットワー クを自社 を主体 として

構築 し、積極的に活用す るこ とに より、自社企画商品の比率 をあげて経営

の多角化 を進めている。この結果、「売上げに 占め る下請 的業務の比率は

大幅に低下 し、原糸製造業者 との関係 も従来の関係か ら対等な関係に変化

しつつある。」(J社)と い うような企業の体質の変化が指摘 されてい る。

(系列関係の強化)

ネッ トワー ク化の進展 に伴って、大企業 と中小企業 との系列関係が強

化 されるよ うな例 もみることがで きる。大手の旅行業のK社 では、従来

か ら自社内で利用 していた予約用端末の中小 の旅行代理店への提供 を推
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進 し、ネッ トワー クの拡大 を図っている。 これによって、 中小の旅行代

理店に とっては、大手の旅行代理店 と同等めサー ビス供給が可能 となっ

たが、同時に、大手の旅行代理店 との系列関係につ いて もより強化 され

ている。

3産 業の情報化 と情報通信

多 くの企業は情報化の推進に積極的に取組んでいるが、 そこには様々

な問題点 も残 されている。 ここでは、産業分 野の情報化推進上 の問題点

について考察す るとともに、産 業分野が情報通信基盤に対 して抱いてい

るニーズ等につ いて も概観す る。

(1)産 業分野 における情報化推進上 の問題点

(情報化推進上の問題点)

ネ ッ トワー ク化動 向調査 の結果によ り各企業が抱 えている情報化推進

上の問題点について、利用す る立場か らみた問題点 と管理す る立場か ら

みた問題点 について概観す る。

利用す る立場か らみた問題点については、「端末の台数が少な く、利用

したい ときに使 えない」、「端末の操作性が複雑 でうま く使 い こなせ ない」

が上位の回答 となってお り、ネ ッ トワー ク設備の不備 といわゆるマン ・

マ シン・インタフェースにかかわ る問題点が指摘 されている(第2-2-

19図 参照)。

管理上の立場か らみた問題点 については、「システム開発 ・保守 ・運用

の要員が不 足 している」が最 も高い比率 を占めてい る(第2-2-20図

参照)。

また、 これに続いて 「端末機器 ・コンピュー タ ・通信機器等の設備投

資額(リ ー ス等 も含む)が 大 きい」、「回線費用が大 きい」 といった設備

面や利用面における経費の問題点が挙げ られている。 しか し、「情報通信



第2節 産業と情報通信 一259一

関係要員の人件費がか さみコス ト負担が大 きい 」については回答比率が

比較的低 いことか ら、情報化推進 の管理上の最 大の問題点は「人材不足」

であ り、「情報化投資の増大」がこれに続いていることが わかる。

第2-2-19図 ネ ッ トワ ーク化 推進上の問 題点(利 用 上の立 場)
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「ネ ッ トワー ク化 動 向調査(2年 度調 査)」(郵 政 省)に よ り作 成

(注)1.利 用す る立 場か らみ た 問題 点 と して1社 当 た り主 要 な3項 目に回答 した結果

であ る。

2.電 気通信 業 、情報 サ ー ビ ス業、放 送業 を除 いた集 計 であ る。
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人材、情報化投資の問題については、 ヒア リング調査において も多 く

の指摘が なされている。

人材の問題 につ いては、「ネ ッ トワー ク化 を通 じて分散処理 が進 む中

で、その環境に適応 したアプ リケー ション ・ソフ トを開発す るための要

貝が不足 している。」(自動車製造業者B社)な ど、急速 なネ ッ トワー ク化

の進展への対応が十分でないこ とを多 くの企業が指摘 してい る。

また、情報化投資につ いては、情報化の 目的 において省 力化や合理化

に加 えて経営戦略にかかわるものの比重が高 くなるにつれて、「情報化 の

第2-2-20図 ネ ッ トワー ク化 推進上 の問題点(管 理 上の立 場)
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「ネ ットワー ク化動向調査(2年 度調査)」(郵 政省)に よ り作成

(注)1・ 管理する立場か らみた問題点 として1社 当た り主要な3項 目に回答した結果

である。

2・ 電気通信業・情報 サービス業、放送業 を除いた集計である。
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効果 を定量的に評価す るのが困難になってきている。」(自 動車製造業者

B社 及び繊 維染色業者J社)と い うように、情報化の効果 をどの ように計

量化 し、投資規模の決定に反映 させてい くかが企業に とって大 きな問題

となっていることが指摘 されている。一方、 システム開発 を受託 してい

るL社 は、委託 元の企業について、「既存の業務 の改善 を行 わず、システ

ムを業務 に合 わせ るとい う意識が強す ぎるため、開発 コス トが高 くなっ

ている。」点や、「汎用の システムをうまく使 いなが ら業務 を改善すれば、

開発 コス トは安 く、 システム導入の効果 も大 き くなる。」ことなどを指摘

してお り、情報化投資の規模が拡大 してい くという問題には、情報化 を

進める企業が従来の業務処理の方法に固執 して しまう意識 自体 にもその

原因の一端があることが うかがえる。

(EDLに 関す る問題点)

前項でみ たように、産業分野においては受発注等の取引情報のや りと

りをネッ トワー ク ・システム を使 って行 ういわゆるEDIの 利用が進み

つつあるが、今後の利用拡大に向けた問題点につ いて概観す る。

ネ ッ トワー ク化動 向調査の結果か らその利用動 向についてみ ると、従

業員千人以上の企業 では約5割 、従業員千人未満の企業では約2割 の企

業が利用 していると回答 してお り、従業員規模 による利用 の格差がみら

れ る(第2-2-21図 参照)。

また、業種別にみ ると、卸売 ・小売業 における利用企業の比率が高 く

なっているが、その利用動向は企業規模に よって大 きく異なっている。

従業員千人以上 の企業では 「利用 している」あるいは 「利用す る予定は

ある」 と回答 した企業 を合わせ ると9割 を越えてお り、比較的大規模な

卸売 ・小売業においてはEDIの 利用が業務上必要不可欠なものになっ

て きている状況が うかがわれる。一方、従業員千人未満の企業では、「利

用 している」 と 「利用す る予定はある」 を合わせ た利用意向は4割 程 度
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第2-2-21図EDIの 利用 動向
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「ネ ッ トワー ク化動 向 調査(2年 度調査)」(郵 政 省)に よ り作 成

(注)サ ー ビ ス業 の比 率 は 、電 気 通信 業 、情 報 サ ー ビ ス業、 放 送 業 を除い た 集 計 で あ る。

に とどまってお り、 「利用す る予定はない」 と回答 した企業の割合 を下

回っているのが特徴的である。

次に、EDIの 利用 を拡大 してい く上での問題点については、「ビジネ

ス ・プ ロ トコル等の標準化が必要である」 とい う回答が約6割 と最 も多

く、商品 コー ドや伝送伝票の統一 といったビシネス ・プ ロ トコルの確 立

に向け た標準化の必要性が指摘 されてい る(第2-2-22図 参照)。

これ に続 く問題点 として、「人材 ・技術の不足」については4割 を越え

る企業が、 また、「トラブル発生時の法的ルール作 りの必要性」につ いて

も、従業員千人以上の企業の約3割 、従業員千人未満の企業の約4割 が

指摘 している。
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(ネ ッ トワー クの運用 ・管理 に関す る問題点)

ネッ トワー クを構築す る企業に とってはその運用 ・管理 も非常に重要

な問題である。ネッ トワー クの運用 ・管理上 の問題点についてみる と、

「障害 の切分けがで きない」、「バ ックア ップシステムの不備」、「ネッ ト

ウー ク運用 ・管理者の不足」がその3大 要素 として指摘 されている(第

第2-2-22図EDI拡 大上の 問題 点
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1一ネ ッ トワー ク化動 向調 査(2年 度 調査)」(郵 政 省)に よ り作 成

(注)1.回 答 結果 は、EDIの 利用 に 関 して 「利 用 して い る」、 「利 用す る予 定 はあ る」

に該 当す る企業 の複 数 回答 に よ る集計 であ る。

2.電 気 通信 業、 情報 サー ビス業 、放送 業 を除 い た集計 で あ る。
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第2-2-23図 ネ ッ トワー ク運用 ・管理上 の 問題点
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「ネ ッ トワー ク化 動 向調査(2年 度調 査)」(郵 政 省)に よ り作 成

(注)1。1社 当た り主要 な3項 目に回 答 した結 果 で あ る。

2.電 気通信 業 、情 報 サー ビス業 、放 送業 を除 い た集計 であ る。

2-2-23図 参照)。

これを従業員規模別にみると、従業員千人以上の企業 では 「障害の切

分けができない」とい う回答が最 も多 く、約7割 の企業が選択 している。

この問題については、ネ ッ トワー クシステムにおいて利用 している機器

のメーカや電気通信事業者が複数 にまたがっていることに起因する部分

が大 きい。機器につ いては、種類が 多岐 にわた ることか ら、利用者であ
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る企業側 での一元的な管理が困難にな りつつ ある。 また、複数事業者の

サー ビスを利用す る場合、 その障害窓口が多元化 していることから迅速

な対応が困難 になってい る。

一方、従業員千人未満の企業 では 「ネッ トワー ク運用 ・管理者の不足」

という回答が最 も多 く、ネッ トワー ク運用 ・管理 とい う専門知識や経験

が必要 とされ る部門におけ る人材の確保が難 しいことを示 している。 ヒ

ァ リング調査 においても、「急速にネッ トワー ク化が進展す る中で、ネ ッ

トワー クの総合 的な管理 を行 える人材が少ない。」(自動車製造業者B社)

ことが指摘 されている。

(2)産 業の情報化 と新 しい情報通信サービスに対 す看ニーズ

ネッ トワー ク化 の進展 に伴 い、産業分野におけ る情報通信サー ビスに

対す るニー ズもます ます 多様化 しつつある。こうした中で、「工場や研究

所は馳 方に立地 している場合が多いが、新 しい情報通信サービスが提供

されていない。」(自 動車製造業者C社)、 「地方に立地する企業に とって

情報通信基盤の整備 は都 市部 との競争 に不可欠であ り、格差 を早 く是正

してほしい。」(繊 維染色業J社)等 、ISDN等 の新 しい情報通信サー

ビスの全国的な基盤整備 を望む声 も多 く聞かれ る。

ネッ トワー ク化動向調査の結果に より、産業分野におけ るISDNの

各サー ビス別の利用動向についてみ ると、最 も普及 している「INSネ ッ

ト64」 を 「現在利用 している」企業 の比率 は従業員千 人以上の企業 で

22.6%、 従業員千人未満の企業で1.2%と なっているな ど、その利用状

況には企業の従 業員規模に よって歴然 とした差があ り、特に「INSネ ッ

ト1500」 及び 「国際ISDN」 については、従業貝千人未満の企業にお

ける利用意向はほ とん どみ られない(第2-2-24図 参照)。

また、ISDNを 利用す る理 由については、「通信速度が早いから」、

「回線使用料が安 いか ら」が上位 を占め てお り、情報通信サー ビスに対す
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る 「高速化」及び 「経費の縮小化」 といった産業分 野のニーズが反映 さ

れている(第2-2-25図 参照)。

次に、ISDNの 用途については、「データ通信」が圧倒的に多 く、9

割以上の企業が選択 している(第2-2-26図 参照)。

その他 の用途についてみ ると、「電話」及 び 「ファクシ ミリ1に ついて

は従業員千人未満の企業の方が回答比率 が高 く、 「静止画通信」及び 「動

第2-2-24図ISDNの 利 用動 向
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「ネ ットワー ク化動向調査(2年 度調査)」(郵 政省)に より作成

(注)電 気通信業 、情報サービス業、放送業を除いた集計である。
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画通信」の画像通信については従業貝千人以上の企業の方が回答比率が

高 くなっているな ど、企業の規模 によってニー ズに差があることがわか

る。

ISDNを 中心 とした産業分 野におけ るニーズに呼応 した情報通信技

術の動 向につ いては第4節 で概観する。

第2-2-25図ISDNを 利用 す る理 由
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1.回 答 結果 は 、「現在 利 用 して い る」、「利用 を検 討 して い る」、「将 来的 に は利用

し よ うと思 う」 の いず れか に該 当す る企 業 の複数 回答に よる集計 で あ る。

2.電 気 通信 業、 情報 サー ビス業 、放送 業 を除い た集計 で あ る。
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第2-2-26図ISDNの 用途
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「ネッ トワー ク化動向調査(2年 度調査)」(郵 政省)に より作成

(注)1.回 答結果は、「現在利用 してい る」、「利用を検討 している」、「将来的には利用

しようと思 う」のいずれかに該当す る企業の複数 回答による集計である。

2.電 気通信業、情報サー ビス業、放送業 を除いた集計であ る。



第3節 経済 と情報通信 一269一

第3節 経済 と情報通信

1経 済活動 と情報通信

ここでは、産業連関分析の手法 を用 いて、我が国の経済活動 と情報通

信のかかわ りを、経済におけ る情報化の進展 と情報通信産業の成長 とい

う2つ の側面から概観す る。

ア 情報通信経済の構造

郵政省では、昭和61年 ～昭和63年 の通信 白書において産業連関分析の

手法により昭和60年 における情報通信経済の分析 を行 っているが、今回、

部 門分類の範囲等について若干の見直 しを行 い、また、昭和60年 の産業

連関表等 を基に(昭 和61年 ～昭和63年 の通信 白書においては、昭和55年

の産業連関表等 を基に していた)、新 たに昭和60年 から昭和62年 までの分

析を行 った。

情報通信の視点か らみた経済の構造は、第2-3-1図 の とお りであ

る。

ここでは、全産業 を情報通信サービス部門、情報通信支援財部門及び

非情報通信関係部門の3部 門に分け、 この うち情報通信支援財部門及び

非情報通信関係部門における組織 内情報通信部 門を特 に独立 した部門 と

して取 り上げ、合計5部 門 とす る。

情報通信サービス部 門は、情報 を提供又は伝達す ることを業 として行

い、そのサー ビスを市場に提供 している部門である。情報の提供は、情

報の創造、収集、分析、加工、処理 とい うプロセスを含むが、最終的に

は情報の市場への提供 とい う形に収れんされ る。

情報通信支援財部門は、情報通信サー ビス部門及び組織内情報通信部

門が生産活動 を行 うときに必要 とす る財 ・サー ビスを生産する部門であ
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第2-3-1図 情報通 信 の視点 か らみ た経 済構造
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非情報通信関係部門は、情報通信サー ビス部門及び情報通信支援財部

門を除 くすべての内生部 門であ る。

組織内情報通信部 門は、情報通信支援財部 門及び非情報通信関係部門

内にあって、 自らの組織内に情報 を提供す る部 門であ り、市場に情報 を

提供 しない点において情報通信サー ビス部門 と区別 され る。

以上の区分に従 い、情報通信サー ビス部 門及び情報通信支援財部門を

第2-3-2図 の とお りとした。

また、情報通信 にかかわ る産業 という観点か ら情報通信サー ビス部門

と情報通信支援財部 門を併せて情報通信産業 とし、情報通信 を行 う部門
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第2-3-2図 情報通 信経済 の部門構成

「 (情報通信産業)
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一有線放送

一 ソフ トウェア業

産業 一

一音声情報 ソフ ト業

一新 聞

一 印刷 ・製版 ・製本

一 出版

情報サー ビス

ー ニュー ス供給等

一 広告

一 映画館 ・劇場 等

→ 情 報 ・ ・ ト11

→情報髄 稿 ビス1

一

(15部門)

「 電子計算機・同関連機器賃貸業
L事 業用機器賃貸業(除電算機

情報通1言支援財部門
}

」情囎 講 製造業1

1情細 言機器賃貸業1

狙織内情報圃 言部門

ヨ職 通信施設灘1

非情報通信関係部門
『

・騰 内捕報通信部門

(注)1.情 報通信支援財部 門及び非情報通信関係部 門には、組織内情報通信部門が独

立 して存在す るものとしている。

2.情 報通信サー ビス部門と情報通信支援財部門及び非情報通信関係部門の組織

内情報通信部 門が行 う経済活動 を情報通信活動 とする。

3,情 報通信機器製造業 の15部門の産業は、事務用機械、電気音響機器、ラジオ・

テ レビ受信機、磁気録画再生装置(VTR)、 電子計算機本体 、電子計算機付属装

置、有線電気通信機器、無線電気通信機器、その他の電気通信機器、電子応用

装置、半導体素子 ・集積回路、電子管、電気音響機器部分 品 ・付属品、その他
の電子 ・通信機器部分品 ・付属品及び通信ケーブルである。

という観点から情報通信サービス部門と組織内情報通信部門を併せて情

報通信活動 とす る。
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イ 経済の情報化の進展

情報通信活動 は、市場にサー ビスを提供す る産 業 としての活動(情 報

通信サー ビス部門)と 、企業内取引に よる活動(組 織 内情報通信部門)

を併せ たものである。 この両部 門に よる情報通信活動が経済において広

範囲に利用 され、高度化 してい くことによ り、経済の情報化 は進展 して

いる。 ここでは、国内生産額の推移か ら、 情報通信活動及び情報通信産

業が我が国経済に 占め る位置 を概観す る。

(ア)部 門別国内生産額㈹

昭和62年 における我が国経 済の国内生産額は765兆4,070億 円 「(対昭和

60年 比1.04倍)で ある。その うち、情報通信サー ビス部門は29兆7,820億

円(我 が国経済 に占め る比率3.9%)、 情報通信支援財部門は30兆6,870億

円(同4.0%)、 企業内取引に よる情報通信活動(組 織内情報通信部 門)

は74兆9.240億 円(同9.8%)で ある。

我が国経済に占める各部 門の構成比 を昭和6q年 と比較す ると、情報通

信サー ビス部 門が0.4ポ イン ト、組織 内情報通信部 門が1.1ポ イン ト上昇

してお り、企業内取引による情報化が進展 してい ることが うかがわれ る

(第2-3-3図 及び第2-3-4表 参照)。

,(イ)情 報通信活動による国内生産額

情報通信サー ビス部 門 と組織内情報通信部門 を併せ た、昭和62年 の情

報通信活動 の国内生産額は104兆7,060億 円(対 昭和60年 比1.17倍)で あ

り、我が国経済の13.7%(昭 和60年 は12.2%)と なっている。その うち、

組織内情報通信部門による ものが7割 を超えてお り、組織 内情報通信活

(注)こ こでは組織 内情 報通信部 門 を独 立 した部 門 として取 り上 げて い るため 、 こ

の部 門 で生産 され るサー ビス を情 報 通信 支援 財部 門及 び非 情報 通 信関 係 部 門

が、購 入す るこ とと してい る。 そのため、市場に現 われ ない部 分 の金額(組 織 内

情報通信 部 門の生産額)が 、我が国経 済の国 内生産額 に加 え られて い る。
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第2-3-3図 我が 国経 済 におけ る部門別 国内生産額 の推移
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郵政省資料、「昭和60年産業連関表」(総務庁)、「延長産業連関表」(通商産業省)等に基

づ き作成

(注)()内 は我が国経済全体 た占め る比率を表す。

動が経済の情報化の中心であることが分か る。昭和60年 か らの推移 では、

我が国経済の国内生産額 におけ る構成比は2年 間 で1.5ポ イン ト上昇 し

ている。



第2-3-4表 情報通信 経済 か らみ た産 業関連 表(昭 和62年)

(単位:10億 円)
層

情報通信サー
ビス部門

情報通信支
緩財部門

情報通信支援財
部門の紹織内情報通信部門

非情報通信
関係部門

非情報通信関係
部門の組織内情報通信部門

中間需要計 家計消費支出
一般政府消

費支出
国内総固定
資本形成

他の最終需要 最終需要部
門計

国内生産額

情報通信サービス部門 6,157 一 817 一 18,016 24,990 4,785 一 一 7 4,792 29,782

一.

情報通信支援財部門 197 7,831 76

P

2,188 2,179 12,472 1,997 一 9,583 6,635 18,215 30,687

情報通信支援財部門の組織内情報通信部門 一 4,567 一 一 一 4,567 一

r

一 一 　 』 4,567

非情報通信関係部門 6,839 9,034 618 260,814 9,437 286,741 196,2gq
ート

32,218 97,510 17,256 343,274 630,015

非情報通信開係部門の
組織内情報通信部門

一 『 一 70,357 一 70,357 　 一 一 『 一 70,357

中 聞 投 入 計 131193 2L432 1,511 333,359 29,631 399,126 203,072 32,218 107,093 23,898 366,281 765,407

雇
用者

所得

情 報 労 働 者 5,242
. 一 11260 『 32,210 38,712

郵政省資料、「昭和60年産業連関表」(総務庁)、「延長産業連関表」(通

商産業省)等 に基づき作成

(注)1.10億 円単位に四捨五入したため、合計額が一致 しないもの

がある。

2.雇 用者所得の分割は、職業を情報職業及び非情報職業に分

類して行った。

3.資 本減耗引当の分割は、以下の方法により情報資本財の比

率を計算して行 った。

情報通信支援財情報資本財の比率=

総投資額_(建 設+木 製品.家具+繊 維製品)

非 情 報労 働 者 4,098 4,002 一 140,104 　 148,205

資
本減

耗引

当

情 報 資 本 1,776 } 1,796 一 8,515 12,087

非 情 報 資 本 483 1,251 一 34,979 } 36,712

他 の 付 加 価 値 4,990 4,002 一 121,573 一 130,565

付 加 価 値 部 門 計 16,589 9,255 3,056 296,656 40,725 366,281

国 内 生 産 額 計 29,782 30,687 4,567 630,015 70β57 ?65,407

ー

悼
設

ー

N

瞬
サ
吋
隣
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第2-3-5図 情 報 通 信 産 業 の 国 内 生 産 額 の 推 移
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郵政 省 資料 、「昭 和60年 産 業連 関表 」(総 務 庁)、 「延長 産 業連 関表 」(通 商産 業省)等 に 基

づ き作 成

(注)()内 は 昭和62年 の情 報通 信産 業 の 国内生 産額 に 占め る

当該 産業 の 構成 比 であ る。

(ヴ)情 報通信産業の国内生産額 ・

情報通信サー ビス部門 と情報通信支援財部 門を併せ た、昭和62年 の情

報通信産業の国内生産額は60兆4,690億 円(対 昭和60年 比1.10倍)で あ り、

我が国経済の7.9%(昭 和60年 は7.5%)と なっている。情報通信産業に

おける各部 門の割合 をみ ると、情報通信機器製造業、情報関連サー ビス、

通信 ・放送の順 に大 きい。個別部 門別 では、印刷 ・製版 ・製本、国内第
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一種電気通信、情報サー ビスの順 になっている(第2-3-5図 参照)。

また、情報通信産業 の2年 間の増加率 は、10.2%で あ り、我が国経済

の増加率4.1%の2.5倍 の高さ とな ってい る。部 門別 では、情報通信機器

賃貸業、情報 ソフ ト及び情報関連サー ビスが増加率が大 き く、個別部門

別 にみ ると、事務用機 器賃貸業 、ソフ トウェア業、電子計算機 賃貸業、

情報サー ビス等が大 きい。

ウ 情報通信産業の生産活動 による我が国経済への波及効果

情報通信産業が財 ・サー ビスの供給を行 う一方 で、他の産業 から調達

する財 ・サー ビスは、それ を直接的に供給する部門ばか りでな く、産業

間の相互依存の網の 目を通 して広 く我が国経済全体 に影響 を及ぼ してい

る。 ここでは、 このような影響 を産業連関分析の手法に よ りみ ることと

す る。

(ア)情 報通信サー ビス部門の波及効果

(生産誘発効果)

情報通信サー ビス部 門の昭和62年 の生産誘発効果㈹ は1.376で あ り、

この部門が生産 を行 うこ とに よ り他の部 門に11兆2,068億 円の生産誘発

をもた らした(第2-3-6表 参照)。

(注)あ る部 門が生産 を行 うために は、他 の部 門か ら多 くの財 ・サー ビス を購入 す る

必 要が あ る。例 えば 、情報 通信 支援財部 門が生産 を行 うために は、電 子部 品、半

導体 、集積 回路 等の生産 が必要 とな り、さ らにその電 子部品 の生 産 を行 うために

他 の電 子部品 、鉄鋼等 の生産 が必要 とな る。この よ うな生産波 及が連鎖 的 に引 き

起 こされ、最終的 に は情報 通信支援 財部 門 は他 部 門に及 ぼす 生産 誘発額 が18兆

5,467億 円 とな り生産誘 発効 果は、自部 門の生産額30兆6,87Q億 円に対 して1.604

であ る。'
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産業別では、全費用の うち中間投入率㈹ の高い広告(昭 和62年 の生産

誘発効果2.34)、 出版(同2.19)、 新聞(同1.93)、 国内第二種電気通信(同

1.87)、 民間放送(同1。84)等 が もた らす波及効果が大 きい。

一方、設備集約型の国内第一種電気通信及び国際電気通信、労働集約

第2-3-6表 情報逓 信 サー ビス部門の サ ー ビス供給の生 産誘発効果

昭 和60年 昭 和61年 昭 和62年

生産誘 国 内 生 産 中 間

発効果 生産額 誘発額 投入率
生産誘 国 内 生 産 中 間
発効果 生産額 誘発額 投入率

生産誘 国 内 生 産 中 間

発効果 生産額 誘発額 投入率

情報通信サービス ユ、40025,57035,800,437 ユ.38727,52438,169,493 ユ.37629,78240,989,嬰43

通信・放送

通信

郵便
郵便付帯サービス

国内第一種

国内第二種
その他の電気通信

国際電気通信

放送
公共放送

民間放送

有線放送

1、3848,26511,438,260

1、3256,7838,986,212

1,3581,2311,672,219

1,11967,071

1、2904,7376,正11,169

1.820521947,528

1、564218341,365

1、3707095,203

1,7931,4822,658,480

1、5ユ0337509,308

1,8801,0902,049,542

1、4895582,312
'」

1.3928,41311,717,268

1.3306,8859,159,218

1.3561,2791,735,220

1.10978,067

1.3094,9076,423,183

1.902389740,592

1.550221342,355

136681111,204

1。8061,5292,761,491

1.482342507,294

1,9131,1232,149,560

1.5006496,324

1.3838,95512,388,267

1.3287.319917?2,223

1.3591,3371,816,227

1.09189,058

1.3025,ユ396,69σ,182

1.871502939,573

1.543241371,356

1,36593126,209

1,7571,6362,874,466

工.454347504,284

1.8441,2172,245,526

1.51372109,339

情報ソフ ト

ソフ トウェア

映像情報ソフ ト

音声情報ソフ ト

1、6221,4252,310,382

1,472658969,323

1.731281487,408

1.753485851,447

1.6001,7392レ783,381

1.4749131,345,336

1.692299506,395

1.751・527923,452

1.620119973,236,404

・1.5221,1051,681,375

1.696312529,400

1,7485811,016,462

情報通信サービス

新聞

印刷

出版

情報サーピス
ニユース供給等

広告

映画館 ・劇場等

1.61815,88025,693,534

1、9801,6823,331,495

1,7324,9098,503,477

2.2461,6553,718,641

1、5223,3205,D54,371

1,436362520,268

2、3893,6608,746,756

1.841290534,513

1.59117,37227,638,528

1.9421、7623レ422,490

1,6895,2778,912,471

2,222正,7893,975,641

1,5143,9946,046,375

1.446359520,274

2.3813,8909,261,753

1,858301558,521

1.58118、83029,772,531

1.9251。8513,563,489

1.6615.5349,194,467

2.正941,7703,884,635

1.5504,7797,406,412

1.454380552,281

2.3394.1829,779,747

1.878334627,546

郵政省資料 、「昭和60年 産 業連関表 」(総 務庁)、 「延 長産業連 関表」(通 商 産業省)等 に基づ き作成

(注)1,国 内生産額 及び生産誘 発額の単位 は10億 円で ある。

2.生 産誘発 効果は、逆行列係数 の該 当産業 の列和 をその列の該 当産 業の逆行列係数 で除す ことに

よ り求め られる。

生産誘 発効 果=i{〔1-(1一 醗')A']一'(1一 南'>Ao}+1

1単 位行 列

n'輸 入係数の対角行列 か ら当 該部門 を除 いた もの

Aダ 投 入係数行列 か ら当該部 門を除い たもの

A。 当該部門の投 入係数 か ら自部門投入部分 を除いた もの

iエ レ メン トが1の 行ベ ク トル

(注)中 間投 入額 とは、各産 業部 門の生産 活動 に必要 な原材料 ・燃料等の財 ・サー ビ

スの購 入費用 をい う。 中間投入額 をその産 業部 門の 国内生 産額 で除 した割合 が

中間投 入率 であ る。
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型の ソフ トウェア業、二≠一 ス供給 ・興信所 、、情報サー ビス等は、中間

投入率が低 いため波及効果 は小 さい。

(粗付加価値発生分布)

生産誘発に伴 い、その誘発 された産業 において粗付加価値 ㈱ も発生す

る。情報通信サー ビス部1門は、29兆7,820億 円の生産 を行 うこ とにより、

自部 門へ16兆5,890億 円、他部 門へ生産誘発 を通 して5兆1,666億 円、輸

入 を通 して外国へ5,619億 円の粗付加価値 の発生 をもたら した。

生産誘発によって各産業が得 られ る粗付加価値 の発生分布 を、通信 ・

放送部 門、情報 ソフ ト部門及び情報関連サー ビス部 門の3部 門について

示 した ものが第2-3-7図 であ る。いずれ も第三次産業に多 く発生し

てい る。

(イ)情 報通信支援財部 門の波及効果

情報通信支援財部 門の昭和62年 の生産誘発効果は1.604で あ り、この部

門が30兆6,870億 円の生産 を行 うこ とに より、他の部 門に18兆5,467億 円

の生産誘発 をもたらした。

情報通信支援財部門の中では、中間投入率の高い有線電気通信機器(昭

和62年 の生産誘発効果2.35)、 ラジオ ・テレビ受信機(同2.33)、 電気音

響機器(同2.33)等 の波及効果が大 きい。

一方、中間投入率 の低 い電子計算機賃貸業、事務用機器賃貸業等は、

サー ビス供給にあたって他部 門の需要 を喚起する額が小 さ く、波及効果

もノ」・さい。

(注)産 業連 関表 におけ る 「粗付加 価値」は、 各財 ・サー ビスの生産活動 に よ って新

た に生 み出 された価値 であ り、 国内生産額 か ら中 間投入 額 を差 し引 いた もの を

い う。象 計外消 費支 出、雇 用者所得 、営 業余剰 、資本減耗 引 当、間 接税 及び(控

除)補 助 金か らな る。粗 付加価 値か ら家 計外消 費支 出を控 除 した ものが、経済企

画 庁 の国民所得 統計 の付加 価値 であ り、国内 総生産GDPに ほぼ 相 当す る もの

となって いる。
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第2-3-7図 情 報通信産 業の サー ビス供 給 による付 加価値発生 分布
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郵政省資料、「昭和60年産業連関表」(総務庁)、 「延長産業連関表」(通商産業省)等に基
づ き作成

、

また、情報通信支援財部 門の生産による粗付加価値 の発生については、

自部門へ12兆3,110億 円、生産誘発 を通 して他部 門へ7兆8,047億 円及び

外国へ1兆3,764億 円の粗付加価値の発生を もた らした。
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(ウ)通 信 ・放送部 門の設備投資による生産波及効果

ここでは、通信 ・放送部門の元年度におけ る設備 投資(鶴 が、どの よう

に我が国経済及び海外 に影響 を及ぼ して いるのか を分析す る。

通信 ・放送部 門の元年度設備投資額 は総 額2兆4,830億 円である。この

投資は5兆1,438億 円の生産 を誘発 し、2兆2,824億 円の粗付加価値 を生

み出 した。また、これによる雇用誘発数(注2〕は、29万5,000人 であった(第

2-3-8図 参照)。'

産業別にみ ると、生産誘発 は、電気通信機器(21.3%)、 電気通信施設

建設(13.2%)ぜ 等の情報通信支援財部 門の産業 に多 く発生 している。雇

用誘発 は、電気通信施設建設(20.8%)、 商業(18.7%)、 電気通信機器

(7.6%)等 で大 き く発生 している。

工 情報通信産業の利用分 野

(ア)情 報通信産業 の利用分野

昭和62年 におけ る情報通信サー ビス部門及 び情報通信支援財部門の利

用分野は、第2-3-9図 の とお りである。

(注1)こ こで は・郵 政省が 行 ってい る 「通信産 業設備 投資等実 態調査 」(2年9月

調査)を も とに生 産者価格 ベー スの投資額 を推 計 した。 また、昭和62年 か ち元年

の間の産 業構造 に大 きな変化 はない もの と して、 元年度 の 設備 投 資額 の波 及効

果 分析 を行 った。

(注2)生 産誘 発 に伴 い・ その産 業分 野にお いて生 産活動 を行 うため に労働 力 の投

入が必要 に なる。雇用 誘発 数 は・各産業 の雇用 者所得 を雇用 者1人 当た りの平均

賃金 で除 した もの を合計 した ものであ る。
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通信 ・放 送部 門の元年度 の設 備投資 に よる生産 波及効果

画 〔「,牧 ・ダ ㌦、こ帽1投 責

2兆4附 〔臆 円

◇

生産波及

[>
2.lI倍

翰へ誘発頽

20〔,6{窟 μヨ

07%

　
適 砧

)
356修 円1只 川♪り人・

放1竺

93億 円 ・蜘 人1

}

0.2%-

03%
-

2.5%

†鳩{ノ コ 「

155億II拍8`}D人1

h㌧脅潤1史 サー ヒフ
)

1284億 円・ア81)1)人1

{1齢南1,由lI機 器製造 才筒 1兆6988f蓮 円
15281)〔広

一

「下1剛.産,娩 舶!
}網芝腫1、,機器賃[ア掌

・扁繊 聲頭 172億 円「m〔,人1

・冠 気 通1,,地LI覧 足 、1㌃

5789億 円16140〔 汰1

13.2%
一■■■レ

端
農林 張産 劾 掌

239億 円qoeo人1
}

乞 〕他 〕製造 裟

笛 1兆14651巨 町
帰981〕0人1

5.0%
二 「他 ・7姐 ロ、腺

レ
2581億 円178U(】 へ

220% そ ノ♪他∫}サー1一乳業

, 1兆1319億F1
9930σ 人

郵政省資料、「昭和60年 産業連関表」(総務庁)、「延長産業連関表」(通商産業省)等に基

づき作成



一282一 第2章 豊かな生活と情報通信

第2「3-9図 情報通信 産業 の利用分 野(昭 和62年)
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づ き作 成
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(情報通信サー ビス部 門の利用分 野)

昭和62年 において情報通信サー ビスは、産業 で82.7%、 家計で15、8%、

その他の最終需要(注)でその残 りが利用 され ている。産業での利用 の内訳

は、物財 を生産す る産業が17.4%、 サー ビスを生産す る産業が65.3%と

なってい る。

通信 ・放送部 門については、家計で消費 され る割合が比較的高い。

情報 ソフ ト部 門については、情報通信サービス部門に含 まれ るサー ビ

ス業で利用 される割合が全体の3分 の1を 占めている。

情報関連サー ビス部門については、家計で消費 され る割合が低 いのに

対 し、製造業で18.2%、 サー ビス産業で70.0%と 他の情報通信サー ビス

部門に比べて高 い比率 となっている。

(情報通信支援財部門の利用分野)

情報通信機器製造業部 門の利用につ いては、最終需要部門であ る輸出

が25.9%、 民間固定資本形成が25.4%、 家計消費が7.0%、 公的固定資本

形成が5.7%で あ り、内生部 門であ る産業が35.7%で ある。生産の4分 の

1ず つが輸出、民間の設備投資で利用 されている。

情報通信機器賃貸業部門については、その99.1%が 産業分野において

利用されている。

電気通信施 設建設部 門については、そのすべ てが民間の設備投資で利

用 されている。

(注)「 最 終需要 」は、粗 付加価 値に対 応す る ものであ り、生産 された財 ・サー ビス

の最終 消費 の段階 を とらえ たものであ る。家計外 消費支 出、民間消 費支出、一般

政府 消費支 出、国 内総 固定 資本 形成、在庫 純増及 び輸 出で構 成 され、その総額か

ら輸 入 を控除 した ものが粗 付加価値 額 と一致す る。 国民所得統 計 との関係 をみ

る と、最終 需要額か ら家計外消 費支出 を除外 し、さらに輸 入 を控除 した ものが国

内総 支出GDEに ほぼ相 当す る。
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(イ)単 位 生産当た りの情報通信費用

ここでは、各産業部門におけ る、生産 費用に 占め る情報通信 関連費用

の比率、 また、生産額に対す る情報通信産業か らの購 入比率 を分析 し、

経済活動の情報化 をみ ることとする。

(情報化係数)

情報化係数 とは、各産業が財 ・サー ビスを生産す るときの総費用の う

ち、情報通信関連費用の比率 を示す指数 である。 この情報通信 関連費用

は、情報通信サービス購入のための費用(情 報通信サー ビス費用)、 情報

通信にかかわる労働者の賃金(情 報労働費用)、 情報通信関連設備 の減価

償却費(情 報資本費用)、 情報通信支援財の うちの部品以外 の ものの購入

費用(情 報通信支援財費用)の 四つに大別 で きる。昭和62年 の各部 門の

情報化係数の推移は、第2-3-10図 の とお りである。

昭和62年 の産業全体の情報化係数は14.0で あ り、昭和60年 か ら1.9ポ イ

ン ト上昇 している。昭和62年 の情報化係数の内訳は、情報 通信サー ビス

費用が4.5(昭 和60年 は3.8)、 情報労働 費用が6.9(同6,2)、 情報資本費

用が2.2(同1.8)、 情報通信支援財 費用が0.4(同0。3)で あった。情報

通信サービス費用 と情報労働費用が ともに0.7ポ イン ト増加 してお り、情

報通信サー ビス部門か らの財 ・サー ビスの購 入費用 と情報通信活動 に携

わる労働者の賃金が、同 じ金額だけ増加 している。

情報通信サー ビス部門の情報化係数 は53.9で あ り、総費用の過半数が

情報通信関連の費用 である。特 に情報労働費用が大 き く、 この部 門の労

働集約性の高 さを示 している。

情報通信支援財部 門の情報化係数については、情報資本 費用が6.7で あ

り、この部 門の情報通信関連費用は、情報通信関連設備 によるものが大

きく、5割 近 くを占めている。

非情報通信関係部 門の情報化係数 の内訳をみ ると、情報労働 費用が6.9
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第2-3-10図 部門別情報 化係数 の推移及 び構成比
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郵政省資料 、「昭和60年 産業連関表」(総務庁)、「延長産業連関表」(通 商産業省)等に基

づ き作成

(注)1.部 門別構成比は昭和62年 の構成化係数の内訳であり、 グラフ中の数値はそれ

ぞれの情報化係数におけ る構成比(%)で ある。

2.情 報化係麺の算出は以下の方法により行 った。

情報通信関連費用情報化係数= ×100

総費用

であり、情 報通信関連費用の過半数 を情報労働費用が 占めている。経済

活動の中で大 きなウェイ トを占め る非情報通信関係部門における情報労

働費用 の増大は、雇用の拡大にも寄与 している。
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(国内生産額に占める情報通信サー ビス費用)

ここでは、情報通信関連費用の うち情報通信サー ビスの費用が生産額

1万 円当た りでどれ くらいであ るか を比較 し、情報化の進展状況 を概観 、

す る。

我が国経済において、生産 を行 うために必要 となる情報通信 サー ビス

の費用は、1万 円当た りで計算す ると、昭和62年 では362円 であ り、昭和

60年 と比較す ると、2年 間で46円(14.6%)上 昇 した。情報通信サー ビ

スの費用の うち、通信 ・放送、情報 ソフ ト、情報関連サー ビスのいずれ

も、産業全体 において単位生産当た りの 費用が上昇 する傾向がある(第

2-3-11表 参照)。

また、家計消費総支 出に占め る情報通信サービスへの支 出額 は、昭和

62年 で支 出額1万 円当た り236円 であ り、昭和60年 か ら大 きな変化 はな

い。なお、'その うち150円 は.通 信 ・放送への支出である。

さらに、情報通信サー ビス費用 の うち通信部門へ支出 した費用につ い

ては、全産業の生産額1万 円当た りでみ ると、67円 である。その内訳は、

第2-3-11表 生産額1万 円 当た りの情 報通信 サー ビス費用

(単位:担1

' 情報通信サー ビス 通信 ・放送

1
60年

情報 ソフ ト 情報関運サービス

60年 61年 62年 61年 62年 60年 61年 62年 6G年 61年 62年

物財部門 130 140 15D 25 26 28 7 9 11 98 1D5 111

農林水 ・鉱業 25 25 26 11 10 11 0 1 1 14 14 14

製造業 144 ユ57 169 24 24 26 8 ヱ1 ヱ2 1ヱ2 ヱ22 130

建設業 97 101 107 40 39 42 4 5 6 53 56 59

サー ビス業 531 562 583 144 142 145 31 37 42 355 382 396

情報通信サービス L997 2,030 2,067 595 570 577 184 2D8 232 ユ,2ユ8 ユ,252 1,258

その他のサービス業 399 424 439 104 102 104 18 21 23 278 301 313

産業合計 3工6 343
'
362 81 82 86 18 23 26 217 238 250

家計消費支出に占める
比率(%) 2.34 2.37 2.36 1.53 1.53 L5D 0.12 0.12 0.12 0.69 0.72 0.73

郵政省資料・「昭和60年産業関連表」(総務庁)・「延長産業連関表」(通商産業省)等 に基づき作成
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郵便が15円 、電気通信が52円 である。

通信費用の うち郵便費用 を個別部門別にみ ると、ニュース供給 ・興信

所、研究、対事業所サー ビス、公共放送、金融の順に大 きい。一方、電

気通信費用の大 きい部 門は、民間放送、ニュース供給 ・興信所、公共放

送、研究、保 険、有線放送、広告、商業、金融、新聞の順である(第2-

3-12図 参照)。

各部門の郵便費用 と電気通信費用の比率 の違いか ら、民間放送、有線

放送及び商業は電気通信に、対事業所サー ビス及び公務 は郵便に利用が

特化 している傾 向がある。

オ 産業及び家計の情報通信関連需要の もたらす波及効果

ここでは、政 府及び民間企業が行 う情報通信機器への設備投資並びに
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づ き作成
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第2己3-13表 情報通信機 器 への投資が もた らす波 及効果

昭和60年 昭和61年 昭和62年

情報通信機器への投資額 6兆8,917億 円 8兆1,010億 円 8兆8,494億 円

波

及

効

果

生産誘発額 14兆5,633億 円 17兆3,277億 円 18兆7,322億 円

粗付加価値誘発額 5兆9,278億 円 7兆2,918億 円 7兆9,722億 円

輸入誘発額 9,638億 円 8,092億 円 8,772億 円

雇用誘発数 72万3,000人 85万6,000人 89万4,000人

全固定資本投資額に対する情報通信機

器への投資額の比率
8.0% 8.6% 8.3%

総国内生産額に対す る生産誘発額の比

率
2.2% 2.6% 2.7%

総粗 付加価値額に対する粗付加価値誘

発額の比率
1.8% 2.1% 2.2%

総輸入額に対す る輸入誘発額の比率 2.6% 3.0% 3.2%

郵政省資料、「昭和60年 産業連関表」(総務庁)、「延長産業連関表」(通商産業省)等に基

づき作成

家計による情報通信 関連消費支出が もた らす波及効果について分析 し、

情報通信 にかかわる最終需要が経済活動に どれほ ど影響 を及ぼ している

かを概観す る。

(ア)情 報通信機器への投資が もた らす波及効果

政府及 び民間企業が行 った情報通信機器への設備投資が、我が 国緯済

及び海外へ もたらす準及効果 を示 した ものが、第2-3-13表 である。

昭和62年 を例に とると、我が国経済に7兆9,722億 円(雇 用誘発数89万

4,000人)の 粗付加価値額 と、8,772億 円の輸入を誘発 してい る。 この誘

発 された粗付加価値額が・我が国経済全体に 占め る割合 は、2.2%で あっ

た。

また・この投資に よって最 も影響 を受け るのは、情報通信機器製造業

であ り・11兆7・405億 円(全 生産誘発額の62 .7%)の 生産誘発 を受け る。
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さらに、その他 の製造業に も、原材料及 び部 品の供給 を通 して2兆9,770

億円の生産誘発があ り、製造業全体で生産誘発額の78.6%を 占める(第

2-3-14図 参照)。

第2-3-14図 昭和62年 におけ る情報通信 機器 への投 資に よ る生 産波及効果
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郵政省資料、「昭和60年産業連関表」(総務庁)、「延長産業連関表」(通商産業省)等に基
づ き作成
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一方、 この投資によって もたらされた生産額が、当該産業の国内生産

額 において大 きいウェイ トを占め る産業は、電子応用装置(国 内生産額

に対す る生産誘発額の比率91.3%)、 電子計算機本体(同80.9%)、 他の

電気通信機器(同72.8%)、 無線電気通信機器(同71.3%)、 有線電気通

信機器(同64.2%)及 び電子計算機付属装 置(同54.3%)で ある。 これ

らの産業は第一次波及 を受ける情報通信機器製造業であ り、生産額の大

半 を情報通信機器への投資に依存 している。

サー ビス産業においては、国内生産額に 占め る生産誘発額 の比率 の大

きい産業 は、研究(同11。5%)及 び ソフ トウェア業(同6.3%)で ある、

特 に、研究につ いては、この需要 によって、 その生産活動の11.5%が な

されてお り、情報通信機器が、研究による先端技術 を駆使 した産業 であ

るこ とを示 している。1

(イ)家 計の情報通信関連消費支出が もた らす波及効果

家計の情報通信関連消費支 出(情 報通信機器の購入及び情報通信サー

ビスの購 入)に よる我が国経済及び海外への影響 を示 したものが、第2-

3-15表 であ る。情報通 信関連 消費支 出 は、全 家計消 費支 出の3.3%

～3 .4%で あ り、3年 間であ まり大きな変動はない。

昭和62年 の我が国経済への影響 を粗付加価値額でみ ると、6兆4,280億

円(雇 用誘発数69万1,000人)で あり、我が国経済の粗付加価値額の うち

1.8%は 、この消費支出によって もたらされ る。

また、通信部 門には、全生産誘発額の23.5%が 発隼す る。この他 には、

情報通信機器製造業、情報関連サー ビス等への影響が大 きい(第2-3-

16図 参照)。

家計の情報通信関連需要か ら誘発され る生産額が、 国内生産額に 占め

る比率の大 きい産業 は、公共放送(国 内生産額に対する生産誘発額の比

率97.3%)、 音声情報 ソフ ト業(同69.6%)、 映画館 ・劇場等(同59.7%)、
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家計の情報通信 関連 消費支 出が もたらす波及 効果

昭和60年 昭和61年 昭和62年

情報通信機器、情報通信サー ビス消費 6兆1,885億 円 6兆6,184億 円 6兆7,814億 円

情報通信機器

情報通信サービス

1兆7,855億 円

4兆4,030億 円

2兆291億 円

4兆5,893億 円

1兆9,967億 円

4兆7,847億 円

波

及

効

果

-.

生産誘発額 11兆308億 円 11兆8,831億 円 11兆9,226億 円

粗付加価値誘発額 5兆7,905億 円 6兆2,791億 円

　

6兆4,280億 円

輸入誘発額 3,981億 円 3,393億 円 3,534億 円

雇用誘発額 65万4,000人 70万2,000人

一

69万1,000人

家計消費支出に対する情報通信関連消
'費支出の比率 3.3% 3.4% 3.3%

総国内生産額に対する生産誘発額の比

率
1.6% 1.8%

一

1.7%

総粗付加価値額に対する粗付加価値誘

発額の比率
1.8% 1.8% 1.8%

総輸入額に対す る輸入誘発額の比率 1.0% 1.3% 1.3%

郵政省資料、「昭和60年 産業連関表」(総務庁)、「延長産業連関表」(通商産業省)等 に基

づき作成

国内第一種電気通信(同46.5%)、 ラジオ ・テレビ受信機(同42.9%)、

新聞(同39.7%)の 順 になっている。これ らの産業は、家計による情報

通信関連消費への依存度が大 きい。
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第2-3-16図 昭和62年 に おけ る家計の情報 通信 関連消 費支 出に よ る
生 産波及効 果
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2地 域間経済格差と情報通信

(1)各 国の経済発展 と情報通信

情報通信は、経済社会開発を円滑に進めるためには不可欠の手段であ

り、情報通信基盤の整備は各国の社会経済の発展と密接な関係に立つ。



第3節 経済と情報通信 一293一

しか しなが ら電気通信 をは じめ とする情報通信の整備や運営 には多額の

費用を要することか ら、各国は、それぞれの国情に応 じた経済発展戦略

を踏まえ、情報通信基盤の整備 を進めることが必要であ る。

近年、著 しい成長 をとげたア ジアNIEsの 中には、情報通信基盤 を

戦略的に整備 す ることによって産業構造の変換 を伴 う経済成長 を円滑に

行 ってきた国が見受 け られる。

その具体的な例 として国際金融業の自由化 によって高度 な成長 をとげ

たシンガポール と、製造業 を中心 とした産業構造の高度化 を達成 した大

韓民国を取 り上 げ、経済発展 と情報通信のかか わ りをみてい く。

シンガポールは、典型的な都 市国家である。そ こでは国際金融センタ

の設立、観光客 の誘致、仲介貿易等に活路が求め られた。そのためには

国際的な航空 ・海運網の整備 と並んで情報通信ネ ッ トワー クの充実が図

られた。

国際金融取引 についてはニュー ヨー クや ロン ドンをは じめ、主要 な市

場 と信頼性の高い高速 ・大容量の情報通信 ネ ットワー クの形成が前提 と

なる。観光や貿易の仲介に して も予約 システムや取次 ・決済のために高

水準の通信ネ ッ トワー クの形成が必要 とされる。 そのために積極的に情

報通信 ネッ トワー クの整備が進 められた。

その結果、1988年 には、百人当た りの電話機普及率が45.59と 、ア ジア

においては 日本に次ぎ、先進国 とほぼ同様の水準 となっている。 また、、

国内電気通信網 では、1987年 に全電話局 を結ぶ伝送路の光ファイバ網の

整備 を終 えるとともに、交換機 のデ ジタル化が進め られ、ISDNの 構

築が順調 に進め られている。 また、国際電気通信網につ いて も、衛星や

海底 ケーブルに より、世界の大部分の国 と直接に接続 し、ASEAN地

域におけ る国際通信センタとなっている。

これらに より、金融部 門においては、非居住者の預 金利息について源
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泉徴収税 を免除す るなどの金融市場育成策 とあいまって、東京に次 いで

香港に並ぶ、 アジアにおけ る国際金融セ ンタ となってい る。

このようなシンガポールの情報通信基盤の整備 には、我が国 も経済協

力等 を通 じて貢献 してきた。1970年 度及び1971年 度 において、衛星地球

局の設置 を行 うための有償 資金協力を行 ったほか、シンガ ポー ルの情報

通信分野の人材 を育成す るだめに、1980年 度以降10年 間にわた り「日本・

シンガポー ルソフ トウェア技術研修セ ンター」に対す るプ ロジェク ト方

式の技術協力 を実施 し、 コンピュー タ ・ソフ トウェア分 野の専門家 を派

遣 してきた。また、1984年 度以降7年 間にわた り、「生産 性向上プ ロジェ

ク ト」に対す るプロジェ ク ト方式の技術協力 を実施 し、生産性向上のた

めの ビデオ教材作成 に関す る専門家 を派遣 したところで ある。

次に、大韓民国では、工業 を中心に農工業の積極的な育成が図 られ、

70年 代には 「漢江の奇跡」 といわれ る高度成長 を達成 した。

近年では製造業 を中心に国際競争力が強化 され、1985年 以降には、大

幅な経常収支 の黒字 を計上 し、被援助国か ら援助 国へ と転換 した。・同時

に経済構造の高度化 も進み、電気通信に対す る需要が著 し く増大 した。

このため、大韓民国では、80年 代以降、情報通信基盤の充実が以前 に

もまして進め られてお り、1979年 における百人当た りの電話機普及率が

7,76で あったのが、1988年 には29.58に な り、他のア ジアNIEs諸 国

とほぼ同様の水準に達 している。 また、大韓民国においては、従来 国営

の電気通信事業を公社化す るこ とに よって経営の効率化 を図ったが、 よ

り一層の合理化及び生産性の向上 を図るために公社 の民営化 を行 ってい

るところであ り、情報通信基盤の高度化に向けて積極的な取組が進め ら

れている。

我が国は、大韓民国の情報通信基盤の整備に、資金協力及び技術協力

の両面にわた って貢献 して きた。資金協力については、1965年 度 、1972
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年度 及び1976年 度 において電気通信設備 の整備 に対 して累積 で143億

2,500万 円の有償資金協力を行 ってい る。また、技術協力については、情

報通信分 野における研修員 の受 入れや専門家の派遣 を行 っている。

以上、 シンガ ポール及び大韓民国におけ る経済発展 と情報通信基盤 の

かかわ りをみて きたが、 これらの例に もみ られるように、各国の情報通

信の基盤整備は各国の経済発展の在 り方 と深 くかかわっている。我が国

として も、それぞれの国情 に応 じ、今後 ともソフ ト・ハー ドの両面で開

発途上国の情報通信基盤の整備 に協 力し、各国の経済発展に寄与す るこ

とが必要である。

(2)地 域の発展 と情報通信

情報通信の発展は、我が国の地域経済の発展に も貢献 してい る。

ここでは、都道府県別に分析可能な地域の うち、地域バ ランスを考慮

した上 で抽出した10道 府県及 び地域ブロ ックにおいて、情報通信 とそれ

ぞれの地域経済 との関係につ いて考察す る。

ア 地域におけ る通信 の地位

使用可能 な直近のデー タとして、昭和60年 道府県別産業連関表 を用い、

その基本分類の うち 「郵便」、「国内電信電話」、「国際電信電話」、「その

他の通信サー ビス」が統合されている通信部 門を取上げて分析す る。分

析対象 とした北海道、岩手、千葉、神奈川、新潟、愛知、大 阪、岡山、

徳島及び大分の各道府 県の産業構造は、第2-3-17表 の とお りである。

我が国の通信部 門の総生産額に 占め る各道府県の割合 と、当該道府県

の全生産額が我が国の総生産額に 占める割合 との関係について示す と、

第2-3-18図 のようになる.
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第2-3-17表 道府県 別産業構造(昭 和60年)

道 府 県

生 産 1額

一

産 業 構 造(%)

実 額
(10億 円)

全 国 シ ェア(
%)

第1次 産業
(%)

第2次 産業(%)

一

第3次 産業(
%)

北 海 道 26,082 3.84 7.42 39.08 53.50

岩 手 5,491 0.81 9.62 41.64 48.74

千 葉 27,631 4.07 2.16 58.34 39.50

神 奈 川 48,540 7.15 0.33 62.60 37.06

新 潟 11,939 1.76 3.78 44.41 51.80

愛 知 54,963 8.10 0.83 59.89 39.28

大 阪 56,328 8.30 0.14 44.05 55.81

岡 山 13,447 1.98 1.90 66.29 3L81

徳 島 3,470 0.51 6.45 46.77 46.79

大 分 6,402 0.94 4.90 54.29 40.81

全 国 678,544 100.0 2.62 51.43 45.95

「昭和60年地域産業連関表」(各道府県)、「昭和60年産業連関表」(総務庁)に よ り作成

(注)全 国の数値 は、昭和60年産業連関表による。

全国の通信部門総生産額に占め る当該道府県の通信部 門生産額 の割合

が、全 国の総生産額 に 占め る当該道府県生産額 の割合 と比較 して高 く

なっているのは、大阪、北海道及び岩手の3道 府県であ る。 これ らの道

府県において共通 してい るのは、総生産額に占め る第3次 産業の割合が

全国平均 よ りも高 く、第2次 産業の割合が全国平均 よ りも低 くなってい

る点である。

また、対象の10道 府県について、第3次 産業生産額 と第2次 産業生産

額の相対比(第3次 産業生産額/第2次 産業生産額)と 、通信部 門生産

額 が総生産額 に 占め る割合 との関係 を示 したのが 第2-3-19図 であ

る。対象の10道 府県はほぼ直線上に位置 していることか ら、第2次 産業

に対 して第3次 産業の割合が高いほど、通信部 門の生産額が総生産額 に
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第2-3-18図 地域 に おけ る通 信部門の地位(昭 和60年)
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全国の総生産額に 占める当該道府県生産額の割合

「昭和55年地域産業連関表」(各道府県)、「昭和60年 地域産業連関表」(各道府県)、「昭

和55年産業連関表」(総務庁)、「昭和60年 産業連関表」(総 務庁)に より作成

占め る割合が大 き くなることがわかる。

これは、通信部 門の利用が第3次 産業で大 きいことによる。近年、経

済のサー ビス化が進み、サービス産業の発展が地域経済の成長に寄与す

ることが言われている。 この点か らも通信部 門の充実が地域経済の発展

に必要 であ ることが示唆 される。

次に、利用可能 な直近のデー タとして昭和60年 地域産業連関表を用い

て、各地域 ブロックにおけ る通信部門の地位 についてみる。
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第2-3-19図 通信 部門生 産額 と第3次 産 業生産額 との 関係(昭 和60年)
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「昭 和55年 地 域産 業 連関 表 」(各 道府 県)、 「昭和60年 地域 産 業連 関表 」(各 道 府 県)、 「昭

和55年 産業連 関 表 」(総 務庁)、 「昭和60年 産 業連 関表 」(総 務 庁〉 に よ り作成

各地域 ブロックにおけ る通信部 門の生産額や全国に占める割合 を示 し

たのが第2-3-20表 であ る。

全国の通信部 門の総生産額の うち各地域ブ ロックが 占め る割合 につい

てみると、関東 の41.92%が 群 を抜いて高 く、情報の東京一極集中が う

かがわれ る。 これに続 いているのが近畿の18.54%、 九州の9.39%で あ

る。また、これ と各地域ブ ロックの総生産額の全国に占め る割合 を比較

してみ ると、概 ね対応 していることがわか る(第2-3-21図 参照)。



第2-3-20表 地域 ブ ロック別生 産額の状 況(昭 和60年)

地域
区別

北海道 東 北 関 東 中 部 近 畿 中 国 四 国 九 州 沖 縄 全 国

通信部門生産額

(億円)
3,409 4,407 28,437 6,182 12,577 4,039 1,929 6,368 484 67,833

全産業生産額

(億円)
392,713 632,746 4,190,636 1,214,716 1,747,580 665,062 295,633 819,734 59,821 10,018,640

各地域ブロックにおける

通信の比重(%)
0.87 0.70 0.68 0.51 0.72 0.61 0.65 0.78 0.81 0.68

全国の通信部門生産額に

占める各地域ブロックの

比重(%)

5.03 6.50 4L92 9.11 18.54 5.95 2.84 9.39 0.71 100

全国の総生産額に 占め る

各地域プロ ソクの比重

(顕)

3.92 6.32 4L83 12.12

㌧/

17.44

＼ .

6.64 2.95 8.18 0.60 100

「昭和60年 地域産業連関表」(通 商産業省)に より作成

(注)東 北 とは青森、岩手、宮城、秋田、山形及び福島である。関東 とは、茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、新潟、 山梨、長野及

び静岡である。

中部 とは愛知、岐 阜、三重、富山及び石 川であ る。近畿 とは福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良及び和歌山である。
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第2-3-21図 地域 ブ ロックに おけ る通信部 門の地位(昭 和60年)
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40

しか し、中部 ブロックについては、総生産額では全国の12.12%を 占め

てい るものの通信部門の生産額では全国の9,11%と 割合 が低 く、他のブ

ロックとは異な る傾 向 を示 している。 これは、愛知県において 自動車 ・

同修理部門の総 生産額に占め る割合が19.1%を 占めてい るなど、中部ブ

ロックにおいては顕著 に高い割合 を占め る他部 門が存在 す るためであ

る。 同様の理由によ り、第3次 産業生産額の第2次 産業生産額に対す る

相対 比 も低 くなっている。
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イ 地域の経済 と情報通信

ここでは、ア項 と同様の10道 府 県を対象 として地域の経済 と情報通信

との関係について考察す る。地域経済の指標 として「県民所得」(県 民一

人当た り)を、情報通信の指標 として「専用回線数」(県 民一万人当た り)

及びデー タ通信 をはじめ とする高度な電気通信の利用に不可欠な 「汎用

電子計算機 台数」(県 民千人当た り)を取上げ、両者のかかわ りにつ いて

みる。

元年 における両者の関係 を示 したのが第2-3-22図 であ る。これに

よると、大阪及び首都 圏の神奈川 ・千葉 を除 く各県についてはほぼ直線

上にあるこ とか ら、「専用回線数」・「汎用電子計算機数」 と 「県民所得」

第2-3-22図 地域 におけ る情報通 信装備 と経 済 との関係
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調査 」(通 商産 業 省)、 「住 民基 本 台帳 に基 づ く全 国 人 口 ・世 帯 数 表」(自 治省)に よ

り作 成
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の間に相関があることが示唆 され る。すなわち、地域経 済 と情報通信 の

相互の発展状況には密接 なかかわ りあいが あるこ とが うかがわれ る。

また、大 阪につ いては、他 に比較 して地域の経済力に対する情報通信

の進展度合 いが きわめて高 い状況にあるこ とがわか る。 これは、大阪が

東京に継 ぐ大都 市圏の中心 であ り、情報圏の中心 ともなっていることか

ら、情報 の集中現象が生 じていることに起因す るものである。一方、神

奈川及び千葉の両県につ いてはいずれ も他に比較 して地域の経済力に対

す る情報通信の進展度合 いが低 い傾 向がみ られる。特 に、専用 回線、汎

用電子計算機 といった、産業分野におけ る利用 を主 目的 とす る情報通信

手段 を指標 としているこ とか らその傾向が顕著 にあ らわれ るもの と考え

られる。これは、「汎用電子計算機」を活用 した意思決定 は本社の所在す

る東京 で行 われ、首都 圏の神奈川 ・千葉 は生産 ・営業現場 として機能 し

ていることをうかがわせ る ものであ る。

次に、「汎用電子計算機」を例 にとって、昭和54年 度 と元年度 を比較 し

てみる。元年度においては、各地域における汎用電子計算機 の装備状況

について、地域の経済力 との間に相関がみ られ るが、昭和54年 度の状況

についてみ ると、大阪において突出 した状況がみ られ るほかは、地域の

経済力 との聞に有意 な相関はみ られない。 よって、元年度 においてみ ら

れ るような装備状況 の地域 間格差 は近年拡大 して きてい ることがわか

る。

以上 みたように、地域 の経済発展 と情報通信の進展の間には相互に密

接 なかかわ りがある。ただし、 その傾向は一様 ではな く、大阪などの情

報圏の中心となる地域では経済力に対する情報通信の進展度が高 くなっ

ている・一方、その周辺 に隣接す る地域 では反対に情報通信 の進展度が

低 くなる傾 向がみ られ る。 これは、今後の大都市問題 に照 らし、周辺地

域 への交通、居住等の諸基盤 とともに積極的な情報通信基盤の整備 を図
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ることによ り、本社機能等の分散 を誘導す ることの必要性 を示唆す るも

のである。
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第4節 国民 生 活 ・経 済 活 動 と情 報 通 信 技 術

社会 の情報化 の動 きにおいては情報通信技術の進歩が極めて大 きな契

機 となっている。すなわち、情報通信技術 の革新が コス トの低下や新た

なサー ビスの可能性 を開き、 それが国民生活 ・経済活動 の潜在的なニー

ズを顕在化 し、国民生活 ・経済活動の一層の変化 を促 している。 また逆

に国民生活 ・経済活動 の変化が電気通信事業者や関連産業 における情報

通信技術の開発意欲 を刺激す るという循環 も見逃せ ない.

このように国民生活 ・経済活動 の変化 と情報通信 技術の進歩 は相互に

影響 し、情報通信 メディアの 多様化、高度化、融合化等が急速 に進んで

いる(第2-4-1図)。

1情 報通信技術の トレン ド

1990年 は、我が国で電話事業が開始 されて100年 目に当たる。情報通

第2-4-1図 技 術 ト レン ド、 社 会 トレ ン ドか ら み た情 報 通 信 メ デ ィァ の 動 き
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信 にとって最 も基本的な技術 であ る電話 と無線が115年 前 と95年 前 に相

次いで発明されて以後、情報通信の大 きな技術的エ ポックは、第1に コ

ンピュー タと集積 回路の発 明であ り、第2に テレビジ ョンの発 明であ り、

第3は 光 ファイバ と通信衛星の発明であると言われている。

第1の 技術 は情報の処理能力を各段に高めるとともに、多様 な形態の

情報をデジタル とい う同 じ方法で伝達するこ とを可能 にした。第2の 技

術は情報の伝達 に言葉や音声だけでな く映像 を持 ち込む ことで情報通信

をより身近で豊かな もの とした。第3の 技術は伝達可能な情報の量 を各

段に増大 させ る とともに通信か ら距離の概念 を取 り去 りつつ ある。

一方
、今後の情報通信技術 トレン ドは、第2-4-2表 に示す ように

「小型 ・高密度」、「高速 ・大容量」、「映像」、「知能」、「宇宙」 に集約 され

ると考 えられ る。

第2-4-2表 情報通信 技術 トレン ドの例

トレン ド 技 術 1990年 1995年 2000～2005年

小型 ・高密度

高速 ・大容量

映像

インテ リジェンス

宇宙

半導体集積回路

(メモ リ)

光ディスク

光 フアイバ

光素子

伝達

表示 カラーCRT

カラーLCD

音声認識

画像 認識

言語翻訳

輸送

4Mbit/チ ップ

600Mバ イ ト

0,7dB/km

コ ヒー レン ト:

スペ クトル幅500kHz

～2Gb/s

解像 度10002

14イ ンチ

厚 さ30mm

特 定 話者 ユ00語

対 話 型 工業 検 査

プ リエ デ ッ ト文

30ト ン

16Mbit/チ ップ

2～3Gバ イ ト

0.1dB/km以 下

200kHz

数10Gb/s

(晃ヒ窟 硬

20002

25イ ンチ

厚 さ20mm

不特 定 話 者 工00語

ロ ボ ッ トビ ジ ョン

(室 内)

テクニカル ライ ト文

90ト ン

256Mbit/チ ップ

10Gバ イ ト

0.01dB/km以 下

100kHz

～1Tb/s

(超 長 波帯 通 信)

40002

40イ ンチ

厚 さ10mm

不 特 定 話者1000語

ロ ボ ッ トビジ ョン

(室 外)

自由 文 の 翻 訳

120ト ン

NTT資 料 よ り作成
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1990年 か ら2000年 ～2005年 の問に、例えば、半導体 の集積度 は数十倍、

情報の伝送容量は1,000倍 程度 が達成 され、映像 ディスプ レイでは液晶方

式の40イ ンチ壁掛けテ レビが作 られ る可能性 がある。 また、音声認識、

画像認識、言語翻訳等の人の知能に類似 した技術 も大 きく進 歩す ること

が予想 される。

2今 後発展が期待 され る情報通信 メデ ィアの動 向

以上の技術動 向を踏 まえ、今後の国民生活 ・経済活動 において特 に重

要 な影響 をもた らすであろ う幾つかの情報通信 メディアにつ いてその動

向を記述す る。

(1)移 動体通信技術

ア 移動体通信の動 向

無線 を利用 した移動体通信技術 は船舶や航空機 の安全 の確保のための

唯一の通信手段 として発達 し、陸上においては、警察 、防災な ど主に公

共的 な通信手段 として利用 されて きた。

80年 代 に入 り、モー タ リゼー ションの進展に伴 い、 自動車 を相手 とす

る通信や 自動車相互間の通信需要が増大す るにつれ、パー ソナル無線、

MCAシ ステムの導入など、簡易に利用 できる陸上無線 システムが導入

されてきた。

今 日では、航 空及び海上 の人命の安全確保のための通信 システム も大

き く変化 してい る・1992年 か らは、通信衛星技術やデジタル通信技術 を

取 り入れた 「海上におけ る遭難及び安全の世界的 な制度」(GMDSS)

によ り船舶・航 空機・衛星・陸上施設が常時結ばれ、従来 の中波帯や短

波帯 を用 いた通信 よ摘 単 に・
1しか も効果的に通信が可能 となる。

また・ 日常 の生活や産業活動 の場面において利用できるシステム も多

様化が進展す る とともに、 ポケ ッ トベ ルや携帯電話の普及な ど、よ り小
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型で身近 な通信手段 となっている(第2-4-3図 参照)。

我が国の移動体通信 の利用状況 の推移 を見 ると、昭和55年 か ら2年9

月末間に自動車 ・携帯電話は105倍 、ポケッ トベルは4.3倍 と急増 してい

る。 また、2年 の コー ドレス電話の出荷台数 は243万 台で前年 の3.6倍 と

第2-4-3図 移動体通信 の種類
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なってお り、電話機の出荷台数 の29.2%を 占めてい る。

自動車 ・携帯電話について、諸外国の現状 をみると、北欧諸 国の普及

が目覚 ま しく次いで英国、米国の順 となってお り、 日本 はその4分 の1

から13分 の1程 度の普及状況 となってい る。

イ 移動体通信 の未来 と技術的課題

「いつ でも、 どこで も、誰 とでも」通話がで きる技術 として、移動体

通信技術 は情報通信のパー ソナル化の進展に不 可欠 なものであ る。例 え

ば電気通信事業者、メー カー、利用者等に対 して郵政省が行 ったアンケー

ト調査㈹ では、移動体通信の今後10年 後の 「ビジネス ・ユー スに加 えた

パーソナル・ユー スの増大」傾 向について、「極めて強 くなる」または 「強

くなる」 と答 えた者が94.4%と 極 めて高 くなっている。

そこで、移動体通信 の未来 をパーソナル通信の実現にお くと、そのた

第2-4-4図 移動通信用周波数帯の利用状況
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特 定小電 力

無 線 局
・".マ イクロ
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動 車 電 話

(注)「 移 動通信 に関す るニ ュー トレン ドの調査」(郵 政省)に よる。
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めの技術的課題は大 きく分けて次の5点 となる。

(ア)電 波需要増大へ の対応

現在、陸上 の移動体通信に利用 されている周波数 は、第2-4-4図

のとお りであ り、特 に首都圏において周波数事情 はかな りひっ迫 してい

る状況にある。現在、新 たな周波数帯の開発利用 としては、従来 よ り高

い周波数領域 である準マイクロ波帯 のMCA無 線への利用が始 まってい

るが、今後各人が端末を所持す るようになれば、一層の周波数の不足が

想定される。周波数帯域 の狭帯域化やデ ジタル化による周波数資源の有

効利用 と新たな周波数資源の開発 を一層進めてい く必要がある(第2-

4-5図 参照)。

局

数

(万

局
)
(陸

上

移

動

局
)

100

80
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0

第2-4・-5図 周 波 数 高 度 利 用 化 の 経 緯

②800MHz帯 狭帯域化(25KHz→12.5KHz>

①利用周波数帯の拡大

②狭帯域化などのスペ クトラム的な周波数の効率的利用

③小ゾー ン方式などの空間的な周波数の効率的利用 ②400MHz帯 狭帯地域化(25KHz→

④周波数 を多数局で共用する時間的な周波数の効率的利用12.5KHz)

①③800MHz帯 利用開始

★11波 の周波数を複数の通信系が共
用し、空き時間を利用 して通信する
もので、周波数の時間的有効利用 と
なる。

★2そ れぞれのチャネルの空き時聞を

有効に利南するため、複数通信系が
周波数を共用するもので周波数の時
間的有効利用となる。

★2
④多チャンネル共用通信方式導入

★1

④選択呼 出装置(ト ーン スケル チ)導 入

①60MHz帯 利用 開始
150MHz帯 利用 開始'

400MHz帯 狭帯地域化(50KHz→25KHz)
150MHz帯 狭帯域化(40KHz→20KHz)

②60MHz帯 狭 帯域化(30KHz→15KHz)

①400MHz帯 利用開始

②60MHz帯 狭 帯域化(60KHz→30KHz)

30 40 50 60(年 度)
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(イ)パ ー ソナル化への対応

(端末の小型化、軽量化の推進)

最新の携帯電話は小型化、軽 量化に より体積が150cc前 後、 重量が250

9前 後 と、体積 、重量 とも3年 程の間に約3分 の1と な り、文字 どお り

身近 に携帯 できるようになった。今後 ともシステムの多機能化、デ ジタ

ル化 を進 め るとともに、小型、軽量、低電力消費型で高機能 な機器の開

発、そのための小型のアンテナや電池の開発等 を進め る必要がある。

(パー ソナル通信番号 の検討)

従来の電話では、電話機 に電話番号が付 され、電話機 を呼び出す シス

テムであるのに対 し、個人対応 の番号(パ ー ソナ ル通信番号)は 、相手

があ らか じめ指定 した端末 を通 じて、「いつで も」「どこで も」直接個人

を呼び出す システムであ る。 これによ り追いかけ電話、親展電話、テレ

マー ケティング等のサー ビスが可能 とな るほか、発信者 は、 自分 の番号

を用 いて通信することにより、ICカ ー ドなどを用 いて どの端末か らで

も自分の番号に課金することが可能 となる。パー ソナル通信番号の導入

には番号付与の方法、番号管理等 を含め検討が必要であ る。

(ウ)デ ジタル化、ISDN化 への対応

通信の秘 匿性 の確保、伝送効率 または伝送品質の向上、 固定系デジタ

ル回線 またはISDNと の接続 を可能 にすること等の観点か ら移動体通

信 システムのデ ジタル化が現在進め られてお り、デジタル自動 車電話に

っ いては4年 度 中にもサー ビスが開始 される予定である。移動体通信の

デジタル化にあたっては、 目的 ・効果を明確 にし、移動体通信に最適な

技術 の開発 を進め る必要が ある。

(エ)移 動体衛星通信への対応

従来、主に固定通信 に利用 されて きた衛星通信 は、地球局技術の発達、

マルチビームアンテナ等のアンテナ技術の発達、 トランスポンダの送信
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電力の増大等によ り、移動体通信 において も使 用が可能 となって きた。

移動体衛星通信 は1機 の衛星で広範囲が カバーで き、高品質、高機能の

通信が可能 である反面、建物等の遮へいに より通信が困難 となるので、

目的や使用形態に応 じて地上系 と使い分けてい く必要がある。

(オ)国 際標準化の推進

パーソナル通信技術 の標 準化の動向 として、CCITTで は、固定網 ・

移動網の別 によらず、パー ソナル通信番号(PTN)に 基づ いて通信の

設定 を可能 とす るサービス((U)PT((Universal)PersonalTelecom-

munications))に ついて検討 を進めている。CCIRで は、(U)PTを

実現す る一つの移動体通信システムであるFPLMTS(将 来公衆陸上

移動通信 システム)に ついて検討 を進めている。

(2)ハ イビジ ョン技術

ア ハ イビジ ョンの動向

、'＼ ＼
、.輪'ピ 喝

、

＼,・ 卜

拶1

γ

l/ ,る園
曙。L8匿 認 鷹

噛騨b輸膨 ●

醐L御 一'
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へ

ハ イ ビジ ョン
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ハイビジョンはNHK等 が開発 したHDTV(高 精細度テレビジヨン)

の方式の名称である。

現在のテレビジョン放送の画質の改善 を図ることを目的 として、既に

地上系において クリア ビジョン(EDTV)が 実用化 されているが、ハ

イビジョンはワイ ドな画面できめ細か な映像 と高音質 な音声 を提供する

次世代 のテレビジョンとして、昭和40年 代 からNHKで 開発が進め られ

て きた。既にテレビカメラ、VTR、 デ ィスプ レイに至 る一連のシステ

ム とHDTVを 衛星 で放送す るための帯域圧縮技術(MUSE方 式)が

開発 されてい る。

ハ イビジ ョンについては衛星系に よる実用化 を目指 して、 元年6月 か

らは放送衛星を利用 して毎 日1時 間の定時実験放送が行われ ている。3

年度では、夏打ち上げ予定 のBS-3bに おいてハイビジョン専用 に ト

ランスポンダ1本 を確保 しての試験放送の実施が予定 されてお り、この

スケジュールをに らんでハイビジョン受信機 の低廉化 も進んでいる。ハ

イビジョン受信機 は数年前 まで数千万円 もしたが、3年 には メー カ数社

か ら400万 円前後の ものが売 り出され、今後 さ らに低廉化が進む見込みで

ある。

ハ イビジ ョンの特徴は、先に述べたように画面が横 にワイ ドにな り、

走査線が525本 か ら1,125本 となって画質が格段に きめ細 かいことである

(第2-4-6表 参照)。

第2-4-6表 現行テレビジョン方式との比較

項 目 現行テレビ(NTSC) HDTV(ハ イ ビジ ョン)

走 査 線 数 525' 1125

ア ス ペ ク ト 比 4:3 16:9

イン ター レー ス比 2:1(飛 越 走査)

-

2:1(飛 越 走査)

ブ イー ル ド周波 数
E・59

.94Hz 60Hz

音 声 方 式 FM(ア ナ ロ グ) PCM(デ ジタ ル)



第4節 国民生活・経済活動と情報通信技術 一313一

ハ イビジョンの画質は映画の35ミ リフ ィルムに相 当す るといわれ、極

めて高い映像 の再現性 を持 っている。 また、電子的に映像 を処理す るた

め、映像の記録、伝送、加工 、保 存が容易 であ り、一貫 したシステムに

よって集約的に映像 を扱 うことができるどい う利点があ ることか ら、放

送以外の多彩 な分 野への応用 が注 目されている。例 えば、映画や コマー

シャルフィルムの撮影に35ミ リフィルムの代 りにハ イビジ ョンが用 いら

れ、 コス トの削減 に効果 を上げている。 また、高精細度、高解像度 であ

る利点 を生か して、印刷、出版、美術館 ・博物館、 コンピュー タ ・グラ

フィクスや 医学 ・医療分野等幅広 い分野 での応用が進んでいる。

HDTVの 国際規格づ くりにつ いては、CCIRに お いて1972年 に 日

本がHDTVの 研究 を提案 して以来、検討が続け られていたが、1990年

5月 にHDTVの スタジオ規格(番 組制作規格)な どの勧告が行われて

いる。勧告では有効走査線数な どの4項 目については文章 による表現 と

なってお り、今後 も数値化に向けて検討する必要がある。

HDTVの 方式につ いては我が国の開発 したハ イビジョンのほか欧州

の方式があり、米国 もい まだ統一的な方式は提案 していない もののHD

TV規 格に強い関心 を示 している状況にある。

イ ハ イビジ ョンの未来 と技術的課題

現行 のテ レビジョンを更に高画質、高音質にす るハ イビジョン技術は、

今後の家庭 の情報化の核 となると考 えられ る。 また、ハイビジョンは高

画質 な映像 ソフ トの流通 を通 じて放送、印刷、出版、映画等 多様 なメデ ィ

アを融合 する可能性 を持 っている。その普及のためには次の ような課題

があ る。

(ア)ハ イビジョン端末の開発

低廉化 が進んでい るとはいえハイビジ ョン受信機は一般家庭に普及す

るにはまだ高価 であ り、一層の低廉化 を進めてい くことが必要である。
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また、MUSE装 置の一体化等による機器の小 型化、更 にプ ロジェクター

型や壁掛け型の大画面ディスプ レイの開発、VTR等 の周辺機器の開発

を進める必要が ある。

(イ)映 像 ソフ トの制作 ・供給

ハ イビジョンのための質 の高 い映像 ソフ トを供給す るため に、技術者、

制作者等の人材の養i成、制作 ・供給体制の構築等 を推進す る必要がある。

(ウ)他 の情報通信機器 との接続

ハイビジ ョジは将来、家庭の中心的 な情報機器 となると考 えられるこ

とか ら、ISDNと の接続等、他のネ ッ トワー ク ・情報通信機器 との接

続につ いて も考慮す る必要がある。

(3)衛 星通信 ・放送技術

ア 衛星通信 ・放送の動向

地上約3万6,000kmの 上 空か ら電波 を送受する通信衛星 は、わずか数個

の衛星で、ほぼ地球上の全域 をカバーすることが できるほか、映像 を送

ることや一度に多 くの地点に情報 を送 るこ とができ、災害に も強 いとい

う長所がある。加 えて地上系のネ ッ トワー クに比較 して、その構築が容

易 で経済的 とい う利点 もあ る(第2-4-7図 参照)。

反対に、短所 としては電波が衛星まで行 って帰 って くるのに約0.25秒

の時聞がかかるため使いに くいことや、衛星の打ち上げや運用に伴 うリ

スクが高いことがあげられる。

現在我が国には通信衛星が4機 、 トランスポンダでは88本 が稼働 して

お り、CATV番 組の配信 、放送事業者のサテライ ト・ニュー ス ・ギャ

ザ リング、企業や教育産業の教育番組配信、地上回線のバ ックア ップな

どに利用 されている。

また、衛星放送は現在NHKが2チ ャネル、民放の 日本衛星放送㈱が

1チ ャネルの放送 を行 ってお り(そ の一部 を利用 して衛星 デジタル音楽
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第2-4-7図 衛星通信 の特徴 と適用 分 野

衛星通 信の特徴 適 用分 野

同報性

同一の情報 を一斉配信

→
同報 通 信

(映 像 、FAX、 デー タ}
CATV番 組 配 信

・ヒ ジ ネス テ レ ヒr社 内 利

用 等)等

一 衛星て映像 配信
地上回線で応答

1注1ノ

広帯域性
ハ イビジョンか らテー タまで一

あらゆる情報 ソー スに対応

ゆ

=
臨 時 の 回 線 設定
・サ テ ラ イ ト ・ニ ュー ス ・

ギャ ザ リン ク
・イベ ン ト中継

災害 時 臨時 通 信 等

回線 設定の柔軟性 ・即時性
今の状況 を今みる
全国各地の間で機動 的に通信

『 φ
通信システムの拡 張等が
求められ る場合
・地上大容量デジタル回線が、
すぐ接続できない場合等

広域性
1つ の衛星 で全国 をカバー

国際通信 も可能

多元接続性

多地点の通信 を効率 良 く実現

地上 系エ リア外のサー ヒス
・離 島、山間部 の固定通信
・海上通信 のエ リア拡大等
・地上回線のない地域 との

国際通信

臨時の通信量増大への対処
公衆通信網 の補完等

端末 当 りの情報量が少 い場合
の1対N通 信

・POS
・テレメー タ等

耐 災害性
地震 などの災害に強い。

一

災害対策
・地上系のバ ソクア ソプ

防 災回線等

(注)1.回 答 、同報FAX要 求 、親 局か ら子 局へ の 同報結 果 レポー ト等(音 声、デー タ

等)

2.デ ー タ伝 送 につ いて は、デ ー タ同報伝 送 の衛 星 系で の利 用 も考 え られ る。

放送㈱ がPCM放 送を行ってい る。)、3年2月 末現在で約394万 世帯が衛

星放送 を受信 してい る。

通信衛星 を利用 した世界的な通信 システムとしてはインテルサ ットと

インマルサ ッ トが稼働 しているほか、各国、各地域で多様なシステムが
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第2-4-8図 字宙通 信の 国際農開

〔騨 騰 轟 蒼鷺 蝿 辮 生灘 撚無 舗 インテル〕
国際通信

全世界システム

E葉鰯1羽

回[制

固定通 信

イ ンテ ルサ ッ ト'

[

パ ンナム サ ッ ト:

(米 国)

オ ラ イオ ン

(米 国)

APSC

(米 国)

コワ ン ビア

(米 国)

移 動体 通 信

インマ ル サ ッ ト.

イ リジウ ム

*運 用中

.1964年 に単一の世界商業衛星通信 システムの設立を 目指し発足。

1990年8月 現在で119ケ 国が加盟。

1988年6月 衛星を打上げ、米国 ど中南米、米国と西欧の通信サー

ビスを提供。米国 とアジア ・太平洋地域 とのサー ビスも計画中。

1992～3年 頃に衛星を打上げ米国内、米国 と西欧の通信サービス

を計画中。

オライオン社の子会社で、1993年 に衛星 を打上げ、ア ジア ・太平

洋地域への通信を計画中。

NASAが 運用 中の衛星の中継器 を取得 し、米国内、太平洋地域 と

の通信 を計画中。

監1979年 に グロー バ ルな海 事衛 星 通信 シス テム として発 足
。1990年

10月 現在 で62力 国が加 盟。

1990年 に 、 米国 モ トロー ラ社 が 発表 した構 想 で、 周 回軌道 に打 ち

上 げ られ た77個 の衛 星 で全 世 界 に、 音 声及 び デー タ通 信の 提供 を

計画 中。

実施 または計画 されている(第2-4-8図 参照)。

イ 衛星通信 ・放送の未来 と課題

(ア)利 用方法の検討、利用技術の開発

衛星通信 ・放送技術 の著 しい発達 により、国内通信 と国際通信、通信
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と放送、固定通信 と移動体通信 といった技術 的差異が縮小 して きている。

衛星通信、衛 星放送は、広域性、同報性、広帯域性 といった特徴 をい

か し、幅広い適用分野 と新たな利用分野を切 り開 く可能性のあるメデ ィ

アであるg地 上系 も含めた通信 ・放送 システム全体 において、その特徴

が十分 に活用され るような利用方法の検討、利用技術の開発 を進める必

要がある。

(イ)衛 星の大型化 ・高機能化

通信需要が増大す ると、将来的には静止衛星軌道及び周波数が不足す

ることが考 えられ る。 このため、衛星マルチ ビーム ・ア ンテナによ り周

波数の有効利用 を図る必要がある。 また、衛星規模 を大 きくし、衛星の

トランスポンダ当た りの コス トを下げるとともに、 トランスポンダを高

出力化することにより、地上施設の小型化が可能 とな リシステム全体の

コス トを下げることにつながる。

(ウ)移 動体通信への対応

移動体衛星通信 としてはインマルサ ッ トにより主に船舶 を対象 とした

通信サー ビスが提供 されている。昨年か ら今年にかけての湾岸戦争にお

いて も現地か らのレポー トに携帯型の地球局が活用 され たのは周知の と

お りであ る。2年12月 か らは航空機を対象 とした低速デー タ通信サー ビ

スが可能 となった。我が国では、技術試験衛星 を用いた移動体衛星通信

実験が行 われてお り、陸海空にわたる移動体通信 の研究開発 を進めてい

る。 また、将来 は、周回型小型衛星 を用いた通信衛星システムについて

も検討する必要 がある。

(エ)信 頼性 の向上

2年12月 に宇宙通信㈱のスーパーバー ドAが 故障 し、通信が不能にな

る事故が発生 した。この事故の場合、利用者 を日本通信衛星㈱のJCS

ATへ 移行することで、大 きな混乱には至 らなかったが、 しばら くの間
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CATV事 業者への番組配信が途絶 えるなど、 巨大 システムの事故 の影

響の大 きさを確 認することとなった。

通信衛星、放送衛星の信頼性 の確保 には十分 な配慮が なされているが、

打ち上げ失敗等の リスクに加 えて、宇宙線、激 しい温度変化 、真空等宇

宙空間 とい う過酷な環境条件の下 で長期間運用 され るこ とか ら、不測の

事態に対す る対策が必要 である。

そのためには、事業者が2機 以上の衛星 を保有す るこ と、事業者間で

トランスポンダを相互利用す る体制 を整備 す ること等が必要 である。

(オ)静 止衛 星軌道及び周波数の国際的調整

有限な資源であ る静止衛星軌道及び周波数 については、国際的な協力

と協調が必要 である。ITUで は、世界無線通信主管庁会議(WARC-

ORB)を 開催 し、1988年 に静止軌道及び周波数の割 当て計画等 を定め

た。1992年 開催 のWARC-92に おいては、宇宙船 と宇宙ステー ション

間などの宇宙業務応用のための20GHz以 上 の周波数(準 ミリ波 ・ミリ波

帯)の 分配や低 軌道周回衛星に対す る1GHz以 下の周波数 の分配の検

討 なども議題 にあがっている。

(カ)宇 宙における電波利用技術の開発

その他、宇宙か らの地球観測技術や衛星間通信 技術等宇宙における電

波利用技術につ いて も開発 を推進す る必要がある。

(4)lSDN技 術

アISDNの 動向

今や経済活動 にとり情報通信 は不可欠 なものであ り、企業は既存の電

話や ファクシミリによる公衆網だけでな く、専用線、パ ケッ ト公衆網、

LAN等 を利用 して企業活動に必要 な自社 ネッ トワー クを全世界に張 り

巡 らせ てい る。

しか し、個々に独立 してネ ッ トワー クが構築 されると、利 用者は個別
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にそれぞれのネッ トワー クに加入 しなければな らず、 またネッ トワー ク

を相互に接続 して効率的に利用す るのが難 しくなる。一方、 ネッ トワー

クを提供す る事業者側に して も、サー ビスの高度化・多様化やネ ッ トワー

クの保守 ・管理に多 くの コス トを要す るなどの弊害が生 じる。

そこで、ISDNは 多様 なネッ トワー クを相互接続 し、ネ ッ トワー ク

が提供す るサー ビスを統合的 に提供 しようとす るもので ある(第2-

4-9図 参照)。

ISDNの 特徴は①高速 ・高品質のデ ジタル方式であるこ と、②統合

化したサー ビスが受 けられること、③1本 の回線 で複数のチャネルが利

用で きる等の利便性のほか、④情報チ ャネルと信号チャネル を分離 して

いること、⑤国際標準及び国内標準に準拠 したユーザ ・網インタフェー

スを使用 してい るこ と等の技術的特徴か ら事業者に とってもサー ビスの

高度化 ・多様化が容易、保守 ・運用 コス トの低減が期待 できる等の長所

第2-4-9図ISDNの 概念
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を有 してい る。

国内のISDNの 現状 をみ ると、NTTが 現在提供 してい る64kb/sの

ISDNネ ッ トワー クの 回線 数は2年12月 末現在1万8,873回 線 となっ

てい る。元年6月 にはKDDの 国際ISI)Nと 接続、2年6月 にはパケッ

ト網がISDNで も利用 できるようにな り、利用は順調に増加 している。

企業通信 ネッ トワー クについてみると、ネ ッ トワー クが高度化する過

程で、幹線部分 では、従 来のアナ ログ専 用線か ら高速大容量のデジタル

専用線への統合化が進行す るとともに、支線部分 、対外接続部分 では、

低速のアナ ログ専用線、公衆網か らISDN等 のデジタル回線への移行

が進行 している。

ISDNの 国際的な標準化動 向につ いては、CCITTに おいて検討

が行われ、1984年 以降、1シ リー ズと呼ばれる64kb/s系ISDN用 勧告

が出 された。 さ らに、高速 広帯域 サー ビスを提供す る広帯域ISDN

(B-ISDN)に ついても勧告化が進め られてお り、1990年 には松 山の

CCITT研 究 グループ会議において広帯域ISDNの 基本的事項につ

いて合意 された。

諸外 国のISDNの 現状は、米国では長距離電話会社 であるAT&T

と地域電話会社に より提供 されている。 しか し、地域電話会社が提供す

るISDNサ ービスは標準化 されていないため全国規模 でのサー ビスは

行われていない。 また、欧州 では、欧州 電気通信標準協会(ETSI)

がCCITT標 準 に基づ く欧州標準の作成 を進 めてい るが、各 国 ともC

CITTのISDNに 関す る勧告が出そろった1988年 頃か ら先行 的に商

業ベー スのISDNの サー ビスを開始 している(第2-4-10表 参照)。

イISDNの 未来 と技術的課題

今後、加 入電話網 のデジタル化が進めばISDN網 の急速 な展開が期

待 され る。その際に課題 とな るのは、ネッ トワー ク端末の側 では相互に



第2-4-10表 主要 国 におけ るISI)N提 供状況

国 名 キ ャ リア サー ビス内容(サ ー ビス開始時期) サー ビスエ リア 加入者数 需要予測 備 考

日 本 NTT

BRI(1988)

PRI(1989)

パ ケ ッ ト(B、D)(1990)

938地 域

(1991.3)

BRI6600

PRI110

(1990.3)

BRI75万

PRI2万

(1995.3)

・"INSネ ッ ト"の 愛 称 で

サー ビ ス提供

ア メ リカ

地域電話会社

・B㏄

・独立系

長距離電話会社

・AT&T

BRI(1986)

PRI(1987)

パ ケ ッ ト(B、D)(1987)

PRI(1988)

各地域電話会社

68都 市(1989末)

290都 市(1990末)

67,000回 線 以上

(テ レ フ ォニー

1990.2)

未 発 表

BRI300万

(1995末)

未発 表

・1991年 にLATA間 通 信

実験 を実施予定

・料金 はユーザ と交渉の う

え決定

・USス プ1,ン ト、MCIも

1990年 にISDNサ ー ビ

ス を開始予定

一

フフ ンス
フ ラン ス テ レ コ

ム(FT)

BRI(1987)

PR【(1989)

パ ケ ッ ト(B、D)(1989)

全 国(1990末)

BRI1,000

PRI未 発 表

(1989.6)

BRI50～70万

PRI5万

(1995末)

・"NUMERIS"の 愛 称 で

サー ビ ス提供

西 ドイツ

ドイツブンデス

ポス ト

(DBP)

BRI(1989)

PRI(1989)

主要8都 市

全 国拡大(1933)

BRI.400

PRI5

(1989.8)

BRI60万

PRI6万

(1995末)

イ ギ リス

ブ リテ ィ シュ テ

レ コム

(BT)

DASS-1(64K十8K+8K)(1985)

DASS-2(30B十D)(1988)

BRI(1990)"

DASS-1、2

全 国主 要都 市

BRI章

DASS-1600

(1989.6)

BRI25万

PRI4万

(1955末)

・"IDA(lntegratedDlgi・

talAccess)"の 受 称 で

サ ー ビス提 供

・DASS-1 、2共 非 標 準

NTT資 料

BRI;BasicRateInterface(基 本 イ ン タフ ェー ス>PRI;PrimaryRateInterface(一 次 群 速度 イ ン タ フェ ー ス)

*ISDN-2の 名称 で1990年6月 よ リロ ン ドン を含 む3都 市 で、 国際 標 準 に 準拠 したBRIサ ー ビ ス を提 供 予 定

鼻
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接続可能なISDN端 末の開発 と普及、ネ ットワー ク側 ではネ ッ トワー

クのインテ リジェン ト化の問題 であ る。 また、将来のISDNは 用途に

応 じた複数のデ ジタル網が相互接続され たデジタル複合網か ら、多様な

形態の情報が一つのネ ッ トワー クを介 して送 られ るデジタル単一網へ と

移行 してい くと考 えられ る。それ を可能 にす る技術 として広帯域ISD

Nの 開発 を推進す る必要がある。

(ア)ISDN端 末の開発 と普及

高度 なサー ビスを提供す るため に、ISDNで は端末 まで一定の機能

が求 められる。 また、デジタル回線網 は従来のアナ ログ回線網 に比較 し

て、様々な通信 手順(プ ロ トコル)を 厳密に守 らなければ相互 に通信 を

行 うことがで きなレ・。今後 ネッ トワー クの汎用性 を確保 してい くために

はISO、CCITTの 勧告に よるOSI参 照モデルに基づ くISDN

端末の開発 と普及 を推進する必要 がある。

(イ)ネ ッ トワー クの インテ リジェン ト化

情報チャネル と信号 チャネルが分離 されてい るISDNの 特徴 を生か

して、サー ビスの制御機能 を分 離 して一元化 し、サー ビス提供の柔軟性、

コス トの低下 を図る必要があ る(第2-4-11図 参照)。

(ウ)広 帯域ISDNに 関す る技術開発,

更に高速である数十～数百Mb/s以 上の動画通信、高精細映像通信、

高速ファイル転送等の需要が現れて くる と考 えられるが、それ を可能に

する技術が広帯域ISDNで あ る。

広帯域ISDNで は音声、データ、イメージ、動 画など多様 な情報 を

効率良 く一元的に伝達す るこ とが要求 されるが、その中心 となる交換技

術 であ る非同期転送 モー ド(ATM)技 術の研究 を進め る必要 がある。

また、広帯域ISDNは 光 ファイバ伝送技術 の進歩による広帯域性 と経

済性 を前提 として初めて成立す るものであ り、その普及のため には利用
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第2-4-11図

〔基 本 要 素 〕

『イ ンテ リジ ェン トネ ッ トワー ク』の基本構 想

従来の ネ ッ トワー ク

霧1霧懇

交換機

⇒

交換機端末A
一
端末B

ソ フ トウェ ア
躍 の改修部分

① 新サービスを追加す るためには、関係す る全ての交換機において ソフ トウェアの全

面的な変更が必要。

このため、変更のための作業及びコス トが莫大。

サービス準備に時間がかか り、保守運用 も面倒。

②ISDNは 端末～交換機間のデ ジタル化 ・統合化 を進めているものであ り、基本的に

は従来方式に基づ く。
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…共通線信号網

(信号情報転送系)

サー ビス制御装置(計 算機)

1畢 呼制御のための指令

…

交換機

ゆ

交換機端末A 端末B

① 交換 機 か らサー ビス制御 に係 わ る機能 を分 離 し、 これ を一 元化 。

② 新 しいサ ー ビスを追加 す るには 、中央の ソフ トウ ェアの一 部手 直 しで可能。(交 換機

の ソフ トウ ェア は新 しいサ ー ビ ス追 加が あ って も影 響 され ない)。

これ に よ り、 コス ト ・作 業 が減少 し、 タイム リなサー ビス提供 が可 能。

さらに 、保 守運 用効率 も著 し く改善。

③ さ らに 、ユー ザ が直接 に デー タベ ー スヘ ア クセ ス し、新 サ ー ビスの提 供 形態 に要 求

をつ け るこ と も可能 。
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者である企業、家庭に まで光ファイバ を展開す る必要が ある。

また、将来、広帯域ISDNが 普及す るとあ らゆ る形態の情報が統合

された単一ネ ッ トワー クを通 じて伝送可能 となるため、通信 と放送の境

界な ど制度面 も含 めた検討が必要 である。
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第5節90年 代の経済発展 と豊かな国民生活の実現に向けて

1豊 かな国民生活の実現に向 けて

今 日、情報通信は国民生活に とってますます重要な もの となっている。

家庭生活や ライフスタイルの変化は新 しい情報ニーズを生み出 し、様々

な情報通信機器はいた る所に設置 されている。

しか し、国民生活と情報通信の密接化が進むほど、情報通信 に新たな

課題の提起 とその解決 を迫 ってきてい る。

ここでは、情報通信 が国民生活によ り一層寄与するための課題につい

て述べ る。

(1)使 いやすいサー ビス ・情報通信機器

サービス ・情報通信機器の最近の傾 向 として、多機能化や高機能化が

挙げ られる。しか しなが ら、例えばテレビや電話 については、機能 ・サー

ビスの利用頻度はそれほど高 くない、あるいは使 いこなせ ない とい う実

態が うかがえる(第2-1-22図 及び第2-1-28図 参照)。

情報通信が生活に深 く浸透 しつつあるだけに、供給側には様々な層か

らなる利用者のニーズに対応 した、商 品開発 ・サー ビス開発が より求め

られるところである。特 に、我が国は高齢化が急速に進展 してお り、高

齢者の生活 を支 える使 いやす さ、簡易 さを考慮 したサー ビス ・機器の開

発及び料金の設定が急がれ る。

また、 よ り身近な機器 ・サー ビスとして国民生活で利用 され るために

は、一層 の料金 の低廉化が望 まれる。

(2)利 用者の情報活用能 力の向上

情報通信 を活用することは、 日々の生活を効率的かつ豊かにす る有力

な手段である。 それだけに、国民 もまた、情報活用能力の向上が望 まれ
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る。テ レビや電 話等 を除 くと、ハ イテクイメー ジのつ きまと う情報通

信機器やサー ビスには、近づ きに くい印象を与える ものが多い。その一

因はサー ビス等の提供側 にある。 しか し、各金 融機関に設置 されている

CD/ATMや デパー ト等 にあ るビデオテックス等は、容易に接触 し利

用で きるものである。 これらを手始め として、積極的に情報通信 にな じ

み、その活用能力の向上 に努め、国民生活 を豊かにす るこ とが期待 され

る。

(3)安 全性 と信頼性の確立

情報通信ネッ トワー クの安全性 と信頼性 は極めて重要であ る。

特に、そのネ ッ トワー クが各種 システム と接続 し巨大になるほどその

情報管理の重要性が増す。郵政省 の調査 においても情報化の進展 に伴 い、

プライバ シーの侵 害、 コンピュー タ犯 罪、ネ ッ トワー クの安全性等に不

安 を抱 く回答が多か った。

このような問題 につ いては、各々関係機関において対策が進め られて

いるところであ り、 メーカ、通信事業者及び利用者において、 これ らの

順守がよ り一層求め られる。 しか し、情報通信の技術革新やサー ビス内

容の変化は、予 想を超えるものがあ る。関係者においては、国民の権利

を守 り、その生活の向上 に寄与す るという観点か ら技術革新等に積極的

に対応 した規範づ くりと自主的 な対応が、安全 性 ・信煩 性の確立のため

に求められてい る。

2活 力ある地域社会の形成に向けて

(1)通 信料金の一層の低廉化に向けて

活力ある地域社会の形成に向け、地域における情報交流や全国的な情

報交流を活発化するため・競争の促進や各通信事業者の一層の経営努力

等により、通信料金全般の低廉化を促進することが重要である。
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具体的 には、地域 におけ る情報交流の活発化 を図 るため、地域 におけ

る社会経済活動の実態、利用者 ニー ズ等の把握等 を踏 まえた適切 な通信

料金の在 り方の検討が必要であ り、また、地域 を越えた全国的な情報交

流の活発化のため、遠距離料金の低廉化 の一層の促進が必要である。

(2)情 報通信基盤の整備の促進

民間テレビジョン放送の4波 化の推進、NTTの ユニバーサルi義務な

ど、基本的な情報通信基盤につ いての都道府県間の格差 の是正 を進め、

地域社会が全国各地、さらには国際的に交流す ることに より、地域が社

会経済的に発展 しうるよう努めているところであ る。 しか し、過疎地域

など民間だけでは整備が進みに くい地域については今後 とも国等が積極

的に支援 をして情報通信基盤の整備 を進め ることが必要である。そのた

め、地域におけ る情報通信基盤の整備状況 を定量的に把握 し、格差 を是

正すべ き地域や整備 すべ き情報通信基盤を選定 してい く必要があ る。

(3)地 域の情報発信 力の強化

情報の発信力については、現在、地域の経済力以上 の格差が存在 して

お り、特に放送番組な どいわゆ るソフ ト制作能力の面で東京一極集中が

著 しく進 んでいる。これは東京に魅力ある情報が集中 しているという点

にとどまらず、地域 に自己完結 するだけでは経済的な市場 の広が りがな

く、結果 として地域情報が発信 されず、ひいてはそれが人材等 ソフ ト作

成能力の低 さにつながっていると考え られ る。

地域の情報発信力を向上 し、地域 から大都市や世 界に向けて情報 を発

信 してい くため、テ レポー トな ど地域のニー ズに対応す る情報通信基盤

の整備 を進め るとともに、地域情報をで きるだけ広範囲に提供 し、その

市場性 を高める努力が今後強 く求めちれ る。

(4)郵 便局ネ ッ トワークを活用 した地域づ くり

全国2万4,000局 の郵便局は、地域 と地域 を結ぶネ ットワー クを形成 し
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ている。 この郵便局 を有効 に活用 し、ふ るさと小包、ふ るさと絵葉書、

郵便局の窓 ロサー ビスの多様化等 を実施 し、活力あ る地域づ くりに貢献

する必要がある。

また、衛星通信 を利用す ること等によ り、地域における情報拠点 とし

て郵便局 を活用することが重要 である。

3産 業 ・経済の発展の ために

(1)人 材 にかかわる課題

産業分野における情報通信の活用の増大に伴 い、それにかかわる専門

的な知識を有 した人材確保へのニー ズが高 まってい るが、いずれの業種

において も人材不足が指摘 されている。特に、今後各 分野におけるED

Iの 利用拡大に向けては、業務上 の専 門的知識 と情報通信に関 する知識

を併せ持った人材が ます ます必要 とされる。現状では、 この人材不足が

原因 となって、産業の効率的展開 を阻害す るおそれが強 い。その人材の

育成 を強化 するこ とが必要 である。また、情報通信分野 の急速な進展 は、

従来の技術 の陳腐化 を招 いている。人材の有効活用 を図 り、労働力の需

給の ミス ・マ ッチ をきたさないためにも、職員訓練の展開が望 まれ る。

あわせ て、情報通信 をで きるだけ容易に活用で きるような、わか り易 い

マニュアルの作 成、 ソフ トウェアのパ ッケー ジ化の促進、AI(人 工知

能)技 術等 を利用 したマン ・マ シン ・インタフェー スの改善等 も人材不

足への対応策 として重要 な課題 である。

(2)経 費 にかかわる課題

ネッ トワー クの規模 の拡大や利用の増大に伴い、企業 におけるネッ ト

ワー ク設備の新増設 ・保守に要す る経費、利用経費 も増加 してい く傾 向

にある。 また、情報化 の 目的が合理化投資か ら経営戦略支援的 な性格 を

強め るほど、その費用対効果の定量化が困難 となり、企業における情報
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化投資規模の決定等は難 し くなってい る。

これらを解決 してい くためには、 システムの拡大、高度化 を図る際に

は、提供する側 と利用す る側が相互に十分に連携 し、企業や産業 で必要

とされる規模や水準に応 じた効率的なネ ットワー クを構築 し、過大な負

担を招かないよう努めてい く必要があ る。

(3)産 業 ・経済の発展のために

ネ ットワー ク化の進展に伴い、従来の業種の枠 を越 えた競合関係や協

力関係が発生する、いわゆ る業際化が進展するな ど、産業分野では様々

な変化がみ られる。反面、ネッ トワー クの構築 ・利用の方法によっては

系列関係の強化 に伴 う取引きの固定化 などから、市場 における競争が阻

害される要因 となる可能性 もは らんでいる。様 々なネ ッ トワー クに安価

にかつ容易にア クセスで きる、あるいは複数のネ ッ トワー クの選択や取

替えが可能 となるような柔軟な システムの構成によ り、この弊害 を回避

す ることが重要である。

4情 報通信分野 における国際的課題

(1)国 際的情報通信基盤の充実

近年、情報通信の発展 により、国際間の情報伝達が容易 にな り、国際

間の相互理解が進ん でいる。また、国際金融取 引にみ られるように、 高

速 ・大容量の電気通信ネッ トワー クは経済活動 に とり不可欠な存在であ

る。

今後 とも、国際的 な情報交流 を活発化 し相互理解 の促 進 と経済関係の

発展のために情報通信基盤の充実 を進め る必要がある。

そのためには、21世 紀の国際的な情報通信基盤 となるISDN、 移動

体通信等の情報通信技術の標準化 を進めること、国際放送の交流による

我が国か らρ情報発信の強化や放送番組の国際交流の促進及び国際通信
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料金の一層の低廉化等が重要であ る。

(2)各 国の経済社会発展 に貢献する情報通信基盤の充実

情報通信は、各国の円滑 な経 済社会活動上、不可欠なものであ り、情

報通信基盤の整備 の遅れは、経済社会発展のボ トルネ ックとな り、国際

的 な安定 を疎外するおそれがある。 このよ うな観点か ら我が国は、情報

通信分野におけ る先進国 として発展途上 国に対 し、資金協力及び技術協

力を行 って きてお り、今後 とも、開発途上国の経済社会発展 を支援す る

ために、各国の実情にあった情報通信基盤整備 のための経済協 力をよ り

一層充実 させ ることが重要 である。

5情 報通信 技術開発の推進

(1)将 来に向 けた情報通信技術開発体制の確立

技術的要素の大 きい情報通信分野において、情報通信が、真 に国民生

活に貢献 してい くためには、その基盤 となる技術 開発 を将来に向かって

充実 させ ることが極めて重要な課題である。21世 紀 を展望 した情報通信

ビジョンを明 らかに し、 これを実現させ るために必要 な研究開発戦略の

設定、技術開発 による国際協力、民間の活力の導入、産 ・学 ・官の連携

方策 などにより情報通信技術開発 を強力に推進す る必要がある。

また、今後の情報通信の多様 なニーズに対応す るためには、従来主に

み られた応用分野の研究開発に とどまらず、電気通信技術 の分野に とら

われない幅広い基礎的 ・先端的分野の研究開発や長期間 を要す る大規模

な研究開発 につ いて も推進 してい くことが重要である。

(2)標 準化の推進

国際化、業際化の進展によ り情報通信 ネッ トワー クが国境や産業や地

域を越えてつなが るこ とに加 え、電気通信分野におけ るキャ リアの複数
　

化、端末の 多様化等が進展 してい る。そのため、ネッ トワー クや端末の
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相互接続 を確保 するための標準化が重要 な課題 となっている。

また、今後21世 紀に向け、広帯域ISDN、 ネ ッ トワー クのインテ リ

ジェン ト化等電気通信技術 の発展に対応 した標準化 を推進す るとともに

この分野におけ る菌際機関等 を通 じた国際的貢献 を行 ってい くことが、

情報通信が、我が国の国民生活の豊か さにつなが るのみならず、各国の

成長にも寄与す るとい う点か ら必要である。

(3)人 と情報の新 しい関係の構築

情報通信 の活用が、職業生活においてのみならず、 日々の 日常生活に

おいても重要 とな り、 その差が経済格差や快適 さの違 いを生み出しつつ

ある。他方、情報通信 システムは、一層複雑化す る傾 向にある。 それだ

けに、人々の職業生活及び 日常 生活の必要 に応 じて利用 しやすい情報通

信機器及 びシステムの開発が必要 になって くる。例えば、音声認識、 自

動翻訳等の人 と情報通信 システム とのソフ トな交流 を可能 とするための

技術の開発が必要 である。




